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   In this study, through interviews with residents of Mabi-cho, Kurashiki-shi, Okayama Prefecture, which were affected 
by the heavy rainfall in July 2018, one of the issues caused by differences in the family structure of the affected parening 
generation is that it can be a factor in additional child care care labor. The purpose of this study is to organize " Nursery 
at the time of disaster " , present a model pattern, and consider improvement measures. 
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１．はじめに 
 本研究では，被災子育て世代が生活再建過程で直面し

た課題の構造を，家族構成に着目し，把握するとともに，

被災時の支援制度の課題を明らかにし，生活再建におい

て必要な支援のあり方を提示することを目的とする． 
本研究における「被災子育て世代」とは，自然災害等

の被災地域に発災当時在住しており，かつ子育て中であ

る世代群のことをいう．また，「子」とは，子ども・子

育て支援法第６条にいう「18 歳に達する日以後の最初の

3 月 31 日までの間にある者」のうち，発災当時義務教育

課程にある年齢以下の者をいう． 
 なお，被災子育て世代が生活再建過程における就業構

造（どんな労働を抱えているか）については，平時から

の子育てに関するケア労働に加え，①災害に起因する生

活の課題に伴う「上乗せ労働（家の片付け，各種申請手

続など）」，②「上乗せ子育てケア労働（通学送迎）」

が存在している．１） 
生産領域における賃金を伴う生産労働に対し，育児や

介護などの「ケア労働」は，生産労働を支える再生産の

ための労働として整理することができるが，災害に起因

して負担を増す労働については定義がないため，本研究

では，被災者が共通に負担する「上乗せ労働」，被災子

育て世代が固有に負担する「上乗せ子育てケア労働」と

して整理している． 
 これらの課題について，被災子育て世代の家族構成に

よる違いは明らかになっていない．この問題意識に基づ

き，本研究では，平成３０年７月豪雨で被災した岡山県

倉敷市真備町の住民へのヒアリング等を通じて，被災子

育て世代の家族構成の違いによる課題に着目し，上乗せ

子育てケア労働の要因ともなる，被災時の「子どもの預

け先」について整理しモデルパターンを提示するととも

に，改善策について検討する． 
 
２．平成３０年７月豪雨災害時の臨時的支援 
 本章では，平成３０年７月豪雨災害時における倉敷市

等が行った臨時的支援（託児支援）について，表－１の

とおり整理した． 

表-1 平成 30 年７月豪雨災害時の臨時的支援 
場 所 対 象 期 間 

①真備公民館二

万分館 
３歳未満児 H30.7.17～8.31 

 
②岡田，薗，二

万幼稚園（土日

は岡田幼稚園） 

３歳児～５歳児 
（土日は～小学

３年生） 

H30.7.20～8.31 
(H30.7.21～8.12) 

 
③岡山県立大学 
（総社市） 

０歳児～小学校

低学年(条件次第

では高学年も対象) 

H30.7.18～8.31 

①は倉敷市子育て支援センター，②は倉敷市・保育幼

稚園室２），③は岡山県子ども未来課３）が担当したもので

あり、これらの運営には，多くのボランティアも関わっ

ている．なお，①は倉敷市子育て支援センターが避難所

等を巡回した結果，託児支援ニーズを把握したことを契

機として，支援を実施するに至っている． 
これらの臨時的支援を利用して救済された人もある一

方で，臨時的支援によらない対応の実態があったことを，

次章で明らかにしたい． 
 
３．岡山県倉敷市真備町での事例考察 
(1) 岡山県倉敷市真備町での事例 

本章では，被災子育て世代をめぐる家族構成の違いに

よる課題の構造について，兵庫県立大学大学院減災復興

政策研究科が行った，岡山県倉敷市真備町の住民へのヒ

アリング調査結果をもとに分析する． 
 対象者と家族構成，避難の状況等は表－２のとおりで

ある．対象者は，岡田地区住民からの推薦を受け選定し

た．調査は半構造化面接法に準じて行い，「被災当時か

ら現在までの状況」「被災中困ったこと」「欲しかった

支援」などの項目を中心に，対象者に自らの経験等を話

してもらった．このうち，被災時の「子どもの預け先」

に関する内容を，表－３のとおりまとめた．なおこの内

容は，筆者が起こしたメモをもとに，ＩＣレコーダーの

録音データで補足しながら，発言趣旨に沿ってまとめた． 
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表-2 ヒアリング対象者について 
対象者 

(実施日) 
構成 

子どもの状況 
（被災当時） 

避難状況 

Ａ 
(2019.9.30) 

専業主婦 女子１名 
（年少） 

在宅避難 

Ｂ 
(2019.9.30) 

専業主婦 
女子４名 

(小６,小３,年
少,４か月) 

在宅避難 

Ｃ 
(2019.9.30) 

母子世帯 女子１名 
（小５） 

避難所 

Ｄ 
(2019.12.16) 

共働き世帯 
(パート) 

男子１名 
（中１） 

実家避難 
⇒避難所 

※いずれも自宅の浸水被害（床上浸水以上）にあってお

り，女性である． 
 

表-3 被災時の「子どもの預け先」に関する内容 
対象者 内 容 

Ａ 

（子どもの預かり事業があることを）近所

の方から聞いて知っていたが，娘が私から

離れず，掃除に行くのでも「行かないで行

かないで」と，今預けるのはいけないと思

った．しばらくは抱えながら，８月に入っ

てから３週間くらいは預けた． 

Ｂ 
子どもを預けることを考えなかった．（被

災した自宅の）片付けにはノータッチで，

子どもたちの世話に集中した． 

Ｃ 

物・情報がもらいやすい避難所にいた．親

だけを残すわけにもいかなかった．子ども

は妹夫婦に預けた．女の子だし，避難所で

寝られない不安があった． 

Ｄ 

仕事は総社市で農家のお手伝いをしていた

が，水に浸かって仕事がないため夏は休み

をもらった．夏休み中の子どもと井原の実

家にいた． 
８月終わりから，自分の場所を確保し避難

所生活を始めた．避難所は込みあっておら

ず，子どもの勉強スペースも確保できた．

主人は夜勤があったこと，子どもの通学の

ことがあったので，当面別々に生活した． 
 
(2) 事例の整理 

Ｂの話からは，専業主婦の場合，被災時の子どものケ

アをある程度集中的に担うことができていることがわか

る．一方で，同じ専業主婦であるＡの話からは，子ども

の状況から預かりを一時見合わせつつも，その後預かり

を利用した事例となっており，専業主婦でも被災時の託

児ニーズがあることがうかがえる． 
ＣとＤは，それぞれ親類等の関係性による支援に頼っ

ている．Ｃは避難所では小さい女の子が生活できないこ

と，避難所で親のケアをする必要があることから，姉夫

婦に預けるというやり方をとっている．Ｄはご主人の仕

事が夜勤であることと，夏休み後の子どもの通学の関係

から，親族の関係性を頼りつつ自ら継続して子どものケ

アに当たるやり方をとっている．なお，Ｄの場合は子ど

もが中学生であったため，第２章で掲載した託児支援の

対象とはなっていない。 
仕事を持つ被災子育て世代で，親類等の関係性による

支援を受けられない場合や，災害に伴う休暇を取得でき

ない場合，被災時の託児のニーズは存在している．例え

ば，熊本市男女共同参画センターはあもにいが実施した

調査では，熊本地震で被災した未就学児を持つ女性から，

仕事との関連で「子どもの預け先がないこと」「災害時

の休暇制度がないこと」に関する意見が複数寄せられて

いる 4）．条件が整わない場合，仕事を継続しなければな

らない被災子育て世代の託児ニーズは大きい． 
 

(3) モデルパターンの提示 

以上のことから得られた，被災時の託児支援のモデル

パターンを，図－１に示す． 
 

〈子どものケアが十分にできる〉 
小 ﾊﾟﾀｰﾝ 1:自助（世帯内でのケアが可能） 

   ↓ ↓ 
↓ ﾊﾟﾀｰﾝ 2:関係性による支援（親類等の支援） 

   ↓ 
大 ﾊﾟﾀｰﾝ 3:制度的支援（行政やＮＰＯ等の外部支援） 

〈子どものケアが十分にできない〉 
※左の双方向矢印は，外部支援の必要度合いを示す． 

 
図-1 被災時の託児支援のモデルパターン 

  

このモデルパターンからは，例えば専業主婦のように

子どものケアに集中できる場合は外部支援の必要度合い

が小さく，逆に単身で子どものケアに当たる母子世帯や

仕事を継続しなければならない共働き世帯は外部支援の

必要度合いは大きくなる，と整理できる。ただし，ヒア

リング結果からは，家族構成に関わらず，個々の被災子

育て世代の持つ事情によって，この必要度合いは変化す

ることがわかった． 
 
４．おわりに 
 本研究では，被災子育て世代が抱える課題のうち，被

災時の「子どもの預け先」について，ヒアリング調査や

文献調査から家族構成による違いを明らかにし，それを

もとに外部支援の必要度合いをモデルパターンとして示

した． 
残された課題として，自助でまかなえない被災時の託

児支援の仕組みづくりを，事前に検討しておくことがあ

る．関係性による支援としては，親類等だけでなく，地

区防災として地域で支える体制づくりが考えられる．ま

た，制度的支援としては，被災子育て世代の託児支援の

ニーズを見据えた事前の制度設計を行っておくことが考

えられる。そうした「支援する側」からの支援のあり方

やその課題も，引き続き考究することとする． 
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2018年7月豪雨災害における土石流の近傍で観測された 

地盤震動データの分析 
Analysis of Ground Motion Data Observed near Debris Flows  

in the Heavy Rain Disaster of July 2018 
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We analyze the ground motion data during debris flow events at Kure city, Hiroshima in the July 2018 Heavy rain 
disaster. The amplitudes and spectral characteristics of the debris flow-induced ground motions are examined by 
comparing with ambient noise. The relationship between the energy parameter proposed by Yamada et al. (2012) 
calculated from the ground motions and the debris flows are discussed in ordet to examine the possibility and limitation 
for monitoring debris flows by the existing seismic networks. The results indicate that debris flow with the volume 
larger than 2000m3 within the distance of 3km would be detected by the seismic observation. 
 
Keywords : Debris flow, Ground motion, Energy parameter, the 2018 heavy rains disaster 
 

 
１．はじめに 
 2018 年 7月上旬に発生した西日本における豪雨災害で
は，中国地方や四国地方をはじめ広域で土砂災害，河川

氾濫，家屋浸水などの甚大な被害が発生した．特に広島

県では，6月 28日から 7月 8日までの総降雨量は 500mm
を超え，7月 6日から 7日にかけて県南部を中心として広
域で多数の土砂災害が発生した．県内では，死者・行方

不明者数は計 114 名（うち行方不明者は 6 名），全半壊
建物は計 3917 棟，床上・床下浸水した建物は計 7935 棟
もの被害が発生した 1)．これらの被害の主な原因は土石

流によるものであった． 
 この土石流は，主に 7月 6日から 7月 7日にかけての深
夜・早朝に発生したこと，多数の地点で同時多発的に発

生したこと，などの理由から，災害の規模や発生箇所を

把握するのに時間を要した．土石流などの土砂災害の発

生を検知するために，タフセンサ，レーザ変位計，傾斜

計，レーダ観測，地下流水音の計測など数多くの手法が

検討されている例えば，2)．しかし，これらのセンサが設置

されている斜面は限られており，全ての斜面についてセ

ンサを設置するのは現実的に不可能である．一方で，既

存の地震観測網を用いて土砂災害の検知を検討した例も

ある 3, 4)．既存の観測網により土砂災害を監視することが

できれば，より迅速に土砂災害の概要を把握できる可能

性がある．しかし，大規模な斜面崩壊や地すべりで観測

されたデータの分析事例が多く，比較的規模の小さい土

石流に対して検討した例は少ない． 
 本検討では，2018 年 7月豪雨災害で広島県呉市の土石
流に注目して，既存の地震観測網 Hi-net による観測デー
タと土石流の規模や距離の関係を検討し，Hi-net による
土石流監視の可能性や適用範囲について議論する． 
 
 

２．Hi-netによる地震観測と呉市郷原の土石流 
 防災科学技術研究所による Hi-net 高感度地震観測網で
は，全国約 800地点において地震検知のための 24時間連
続観測が実施されている．地表の雑微動の影響を避ける

ため，地震計は100m以深に設置されており，速度データ
が観測される．連続観測データが入手できることから，

微動や地震以外の震動データについても記録が入手可能

である．なお，Hi-net観測点は KiK-net観測点と同一であ
る．Hi-net 観測点のうち，広島県呉市郷原にある観測点
N.KURH（以下，Hi-net呉）では，地表の標高 230mの地
点の深さ 104mの坑内で観測が実施されている． 
 Hi-net 呉の周辺の斜面では，多くの土石流が発生した．
観測点と土石流の位置関係を図 1 に示す．また，観測点
の様子を図 2 に示す．図 1 に示すように，観測点周辺で
は 10箇所以上で土石流が発生した．観測点は大学敷地内
にあり，周辺に住家はないことから，建物被害は確認さ

れていない．災害前後の航空レーザ測量データ 6)から計

算される崩壊土砂量を図 1 中に色分けして示している．
その多くは土砂量 2000m3以下の比較的小規模であったが，

図中の No. 6 および No. 9 で示す箇所では，それぞれ
4100m3，6800m3の規模の土石流が発生した．これら 2つ
の土石流から観測点までの距離は 1km 前後である．Hi-
net呉における観測データには，これらの土石流による震
動が計測されている可能性がある． 
３．Hi-net呉における地盤震動データ 
 前述したとおり，観測点周辺に住家はなく，目撃証言

なども得られなかったことから，土石流が何時頃に発生

したのかは不明である．そこで，Hi-net 呉での観測デー
タと雨量データの関係から，土石流の発生時刻の推定を
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行う．図 3は 7月 6日から 7日までの呉市の 1時間あ
たりの雨量と Hi-net呉における 1分あたりの振幅の最
大値を比較したものである．雨量の少ない時間帯でも

比較的大きな振幅を示す箇所がいくつかみられる．毎日

午前 9 時にみられる振幅は，センサーチェックのための
人工的なパルス波であり，7/6 の 11 時頃，7/7 の 20 時半
頃の振幅は，自然地震による震動であった．これらを除

くと，7/6の 21時半頃，7/7の 3時半頃にやや大きな振幅
がみられた．これらの時間帯では地震の発生は確認され

なかった．地震計が深さ100mに設置されていること，豪
雨の最中の深夜に観測されていること，を考慮すると，

人為的な振動とは考えにくい．さらに，これらの時間帯

の前後には，50mm/hを越える雨量が観測されていること
を考慮すると，これらの 2 つの時間帯での震動は土石流
により発生したものと考えられる．また，図 1 に示すよ
うに，観測点周辺では，No.6と No.9の 2つの大きな土石
流が発生していたことから，これらの 2 つの時間帯の震
動は，それぞれがいずれかの土石流によるものと考えら

れる． 

 これらの時間帯でのNS成分の波形の拡大図を図 4に示
す．7/6の波形では，図中の D1，D2に示すように継続時
間 40秒程度の 2つの振幅の山が確認できる．また，7/7の
波形では，D3 で示すように継続時間 10 秒程度のひとつ
の振幅の山がみられる．これらの時間帯以外での震動を

ノイズとすると，ノイズレベルに比べて，D1～D3 の震
動の振幅は，2～4倍程度であり，SN比はそれほど大きく
なかった． 
これらの波形に対するスペクトル特性をみるため，マ

ルチフィルタ解析の結果を図 4に，NS，EW，UD成分の
フーリエスペクトルを図 5 にそれぞれ示す．フーリスペ
クトルをみると，いずれの波形においても水平成分では

周期 0.2秒と 0.4秒にピークがみられ，上下成分では周期
0.3秒付近が卓越していた．また，マルチフィルタ解析結
果をみると，信号成分とみられる D1～D3では周期 0.1～
0.3秒付近で振幅が大きいものの，それ以外の時間帯にお
いても周期 0.3 秒や 0.5 秒付近の震動が現れている．

 
図 2 Hi-net呉の観測点 

 
図 1 Hi-net呉（広島県呉市郷原）の観測点と 2018年 7月豪雨災害による土石流発生箇所の分布 

 
図 3 2018年 7月 6日～7日の Hi-net呉での 

振幅と呉市の雨量の関係 
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Yamada et al. 4)では，地すべりの震動はノイズ成分と明瞭

に異なるスペクトル特性を示していたことから，バンド

パスフィルタによる信号成分の抽出を行っていた．しか

し，本土石流においては，信号成分とノイズ成分のスペ

クトル特性は近く，スペクトル解析による両者の分離は

難しかった． 
震動の方向性をみるために，水平成分の速度オービッ

トの経時変化を図 6 に示す．土石流による震動は土砂が
地表に落ちることで生じる震動であるので，地盤中では

P波や SV波が伝播するものと考えられる．これらの地震
波は主に進行方向成分に震動するので，観測点からみて

土石流発生箇所の方向の成分が卓越するものと予想され

たが，オービットを見るといずれの時間においても主に

南北成分の震動が卓越しており，土石流との位置関係に

明瞭な関係はみられなかった． 
 
４．Energy Parameterと土石流の関係 

 Yamada et al. 4)では，地すべりによる震動の特徴と地す

べりまでの距離や土砂量の関係を検討するために，震動

記録から下記の式による Energy Parameter（以下，EP）を
計算している． 
 

1
2

0

( )
t

t

EP v t dt= ³        （1） 

 
ここで，v(t)はHi-netによる速度波形で，t0，t1は EPを計
算する開始時間，終了時間を表す．Yamada et al. 4)では，

速度波形に対して 1～4Hz（周期 0.25～1 秒）のバンドパ
スフィルタを施した上で，EP を計算しており，計算範囲
についても相対的な振幅の変化を考慮して決定している．

しかし，前述したとおり，本土石流による震動では，周

波数特性が異なること，バンドパスフィルタによる分離

は難しいことから，フィルタを施さず，原波形から EPを
計算することとした．また，計算時間についても，図 4
に示す D1～D3の 20秒間に対して計算を行うこととした．
また，ノイズによる EPとの比較を行うため，図 4に示す
N1～N4に対しても EPを計算した． 
 本検討では，これらの信号は図 1の No.6と No. 9の土
石流によるものと考え，観測点から No.6および No. 9土
石流までの最短距離と最長距離をそれぞれ計算し，EP と
距離の関係を図 7に示す．図(a)と(b)がそれぞれ No. 6 と
No. 9との関係を表す．また，図中の実線は N1～N4で計
算された EP のうち，最大のものを示しており，EP の値
は 10-7程度であった．破線は Yamada et al. 4)による両者の

関係（以下，Yライン）を表している． 
 本研究で得られる EPの値は，Yラインによる同程度の
距離と比べて 1/100 程度と小さい．これは Y ラインで得

 
図 6 7/6の速度波形の水平成分オービット 
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図 4 波形拡大図とマルチフィルタ解析結果 

 

 
図 5 各波形のフーリエスペクトル 
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られている崩壊土砂量が 106～107m3と本研究よりも数百

倍～数千倍と大きいこと，波形処理によるフィルタの有

無の違いによるためと考えられる．ここで，地すべりに

よる震動と土石流による震動の距離減衰特性は同じもの

と考え，Y ラインによる傾きを本研究によるデータに当
てはめたものを図中の灰色で示す．本研究で得られた EP
の値にも 10倍程度のバラツキがみられるため，灰色で示
す範囲は EPの最大値と最小値をカバーする範囲として示
している．最大値側のラインとノイズレベルの EPの交点
は，No.6 で 3km，No.9 で 5km 程度であった．このこと
は，土石流の規模が約 4000m3程度であれば 3km程度の範
囲まで，約 7000m3程度であれば 5km程度の範囲まで検知
できる可能性があることを示している． 
 崩壊土砂量と EPの関係を表したものを図 8に示す．縦
軸は距離 1kmにおける EPの値を表す．Yamada et al. 4)に

よる関係（Yライン）と比較すると，同程度の EPの値で
も土砂量は1/100程度と小さかった．これは，バンドパス
フィルタの有無，継続時間の違いなど EPの計算方法の違
いによるものと考えられる．Y ラインによる傾きを本研
究による最大値と最小値のデータに当てはめたものを図

中の灰色で示す．最大値を通る直線とノイズレベルの EP
の交点をみると，土砂量は 1500m3程度であった．つまり，

距離 1km であれば土砂量が 1500m3程度以上であれば，

EPによって検知できる可能性があることがわかる． 
 以上をまとめると，観測点から 1km の範囲であれば土
砂量1500m3以上，3km程度の範囲であれば4000m3以上，

5km程度の範囲であれば 7000m3以上の土石流であれば，

Hi-net による検知ができる可能性があることがわかった．
複数の観測点でデータが得られれば，土石流による震動

の距離減衰特性がより詳細に検討できるが，Hi-net は
20km四方程度に 1地点の観測点密度であるため，本研究
で対象とした土石流の規模では，隣接する観測点で震動

を観測することは困難である．土石流の規模と距離につ

いてはトレードオフの関係にあるため，いずれかの値を

推定するには，もう一方の値を把握する必要がある．こ

のため，土石流発生後に発生地点から観測点までの距離

がわかれば，図 7 や図 8 に示した関係式を用いて土石流
の規模を推定できる可能性がある．ただし，本研究で得

られた結果は，Hi-net呉の 1地点による観測事例によるも
のであるので，より定量的な検討を行うには，他地点で

の事例検討を行う必要があろう． 
５．まとめ 

 本研究では，2018 年 7月豪雨災害において呉市郷原で
観測された Hi-net 地震観測網による震動データと周辺で
発生した土石流の関係について検討した．土石流による

震動は 10～40 秒程度の継続時間であったこと，周期 0.2
～0.4秒の成分が卓越していたこと，オービットによる卓
越方向には明瞭な関係はみられなかったこと，を明らか

にした．また，震動データから Energy parameterを計算し，
土石流までの距離や規模の関係を検討し，既往の研究に

よる結果を参照して，両データの関係式を推定した．そ

の結果，観測点から 1kmの範囲であれば土砂量 1500m3以

上，3km程度の範囲であれば 4000m3以上，5km程度の範
囲であれば 7000m3以上の土石流であれば，Hi-net観測デ
ータにより検知ができる可能性があることがわかった． 
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図 7 土石流までの距離と EPの関係 

 

 
図 8 土石流による崩壊土砂量と EPの関係 
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   In previous disasters, public bath houses(sento) supported many victims who couldn’t take baths in their own houses. 
Since, sento have been expected same role, and some municipalities habe tried to make agreements with local sento 
and involve them in regional disaster prevention plans for playing such their roles. On the other hand, sento have some 
problems to continue business with aging of their owners, and difficulty to reinforce old buildings, and so on. In this 
study, we conducted to review resent circumstances of sento and suggested social measures to increase effectiveness 
of their activity in disasters.  
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１．はじめに 
(1) ⫼ᬒ 

 ᪤ の災害では，被災地に家ᒇのಽቯやライフライン

の㏵絶により自宅で入ᾎのできない「入ᾎ困難者」が発

生し，ᙼらに対する支援活動が行われてきた．こうした

入ᾎ支援の実施主体は様々であるが，その主要なものの

一つに，地域の㖹でがとこるげ挙を（場ᾎ⾗公⯡一）‮

きる．㖹被，にもとと所ᾎ入設௬るす設開の㝲⾨自は‮

災地における入ᾎサービスの提供ᣐ点として機能してき

た[1]．近年では自治体が，各㖹場ᾎ⾗公」るす入加の‮

業生活⾨生同業組合（以下，ᾎ場組合）」との災害時連

携༠定を⥾結し，地域防災計画にໟ含している例も多く，

今後の災害発生時における㖹．るいてれさ待期が㌍活の‮ 

 その一方で，㖹で者災被らがな↛当も㌟自者営経の‮

あり，被災後の㦁↛とした状況下で支援活動を行うこと

に多大なⱞປを伴うことは，容᫆に想像しうる．また近

年では経営者の高齢化や施設の⪁ᮙ化等の理⏤で経営が

困難になった，㖹るあも状現るいでん進が業ᗫの‮ 2)．

社会が㖹支すらたもを┈公」，なうよの前従てし対に‮

援者」としての役割を期待するのならば，㖹ᕳり取を‮

く⎔ቃや防災上の課題等について理解し，災害時の事業

継続を妨げる要因の᤼除にຓຊすることが重要である． 

 

(2) ┠的 

 本研究では，以下について調査・整理を行う． 

 以上の調査・整理は，地域防災計画の実効性を高める

ための「事前準備」の方向性について示၀する，きわめ

て重要な知見を提供しうると考える． 

 
２．㖹[2]ྜ組ሙᾎと㸧ሙᾎ⾗බ⯡一㸦‮ 
(1) බ⾗ᾎሙに関する法的な区分 
 公⾗ᾎ場ἲによると，公⾗ᾎ場とは「 はཪ‮₻，‮

 Ἠその他を使用して，公⾗を入ᾎさせる施設」であり，

営業は都道ᗓ┴知事のチ可制となっている．公⾗ᾎ場ἲ

の適用を受けるᾎ場として「一⯡公⾗ᾎ場」と「その他

公⾗ᾎ場」の஧つの分㢮があり，いわゆる「㖹一は「‮

⯡公⾗ᾎ場にヱ当する． 
 一⯡公⾗ᾎ場の大きな特ᚩは，物౯統制令によって入

ᾎ料金の上限㢠が定められている点である[3]．このສ令

の第一᮲には「本令ࣁ終ᡓ後ࣀ事態ࢽ対ฎシ物౯ࣀ安定

ࣤ確保シ以テ社会経済⛛ᗎࣤ⥔持シ国民生活ࣀ安定ࣤ図

ルࣤ目的トス」とある．ᡓ後，国民が安定的な生活を送

る上で”入ᾎ”はࢥメ等の物ရと୪ぶ「必㟂ရ」であり，

入ᾎを安౯に提供する㖹施いき大の性┈公てめわきは‮

設であったと解㔘できる．なお㖹に在現は金料ᾎ入の‮

おいても物౯統制令が適用されている၏一のရ目である． 

 
(2) ᾎሙ組ྜの設立 

 公⾗ᾎ場業は，㣧食業や᪑館業等と同様，生活⾨生関

係営業に分㢮される．「生活⾨生関係営業の運営の適正

化及び振興に関するἲᚊ」では，「当ヱ営業の振興の計

画的᥎進」や「経営の೺全化の指導」などを担う生活⾨

生同業組合を，都道ᗓ┴毎に設立することを認めている．

これにᇶづき，全国 39 の都道ᗓ┴にᾎ場組合がᏑ在して

いる（平成 31 年 4 月 1 日現在）．さらに，各ᾎ場組合に

対して指導をやサ࣏ートを行う「全国公⾗ᾎ場業生活⾨

生同業組合連合会（以下，全ᾎ連）」が，ཌ生大⮧認可

ἲ人としてᏑ在する．全ᾎ連ならびに都道ᗓ┴のᾎ場組 

①ᾎሙ組ྜの組織体制をᢕᥱし㸪⅏ᐖ時のά動内容に

  ．い࡚概ほする㸦２❶㸪３❶㸧ࡘ

②⮬἞体とᾎሙ組ྜとの⅏ᐖ時連携༠定の⥾結≧ἣと

い࡚整理し㸪㖹᥼ᨭるい࡚れらめồに‮ࡘの内容にࡑ

内容にࡘい࡚ᢕᥱする㸦４❶㸧． 

③ᾎሙ組ྜࡸ㖹るけおに動ά᥼ᨭ㸪ら࠿ኌの者営⤒‮

ㄢ題ࡸຓຊのࢽーࢬにࡘい࡚ᢕᥱする㸦５❶㸧． 
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図 1 ྛ組ྜ組織と㖹係関の‮ 

 

合，個々の㖹図を係関の‮ 1にまとめる． 

 
３．⅏ᐖ時ධᾎᨭ᥼における㸪ྛ者の対ᛂ 
 前章では，㖹し理整ていつに要ᴫの織組るす連関に‮

た．本章では，過ཤに入ᾎ支援を実施する際のそれぞれ

の対応イメージについて，᪤ ᩥ⊩のレビࣗーや各者へ

のヒアリングを通じて集⣙する． 

 
(1) 全ᾎ連の対ᛂ࣓࢖ーࢪ 
 筆者は発災直後の対応について，全ᾎ連にヒアリング

を実施した．全ᾎ連は，被災地域のᾎ場組合を通じて現

地㖹．るいてっ行をプッアクッࣂの‮ 
a) ྛᾎሙ組ྜの⿕⅏≧ἣの㞟⣙ 

 発災直後の対応の一つは，各㖹で握把の況状災被の‮

ある．᪤ の災害では，各ᾎ場組合が調査した個々の㖹

．るいてっ行を告報へ省ാປ生ཌ，めとまりとを況状の‮ 
b) ධᾎᨭ᥼実施に関する情報ᥦ౪ 

஧つ目に，被災地域で入ᾎ支援を行う際の情報提供が

ある．支援に向けた実際の༠議は被災自治体と各都道ᗓ

┴のᾎ場組合との間で進められるが，全ᾎ連にもཌ生ປ

ാ省から入ᾎ支援の依頼がなされたり，入ᾎ支援が災害

ᩆຓἲにᇶづく支援ᥐ置対象となった旨の情報がもたら

され，各情報をᾎ場組合に伝達することがあるという． 

 
(2) ᾎሙ組ྜの対ᛂ࣓࢖ーࢪ 
 次に，ᾎ場組合の対応について記㍕する．本⠇では，

平成 28 年⇃本地震の発生時における⇃本┴ᾎ場組合の対

応について記した「被災者入ᾎ支援活動記録 1)」等の資

料を参照しながら，その主な活動についてまとめる[4]． 
a) ྛ㖹⣙㞟のἣ≦⅏⿕の‮ 

 平成 28 年⇃本地震の”前震”は，4 月 14 日の午後 9 時に

発生し，その後も余震が相次いだ．⇃本┴ᾎ場組合の事

務局では翌朝から各㖹き大，せわ合い問を況状災被に‮

な被害が無いことを確認している（その後，16 日の”本
震”では」数の㖹．（るいてっなと業休，し災被が‮ 
b) ධᾎᨭ᥼実施のࡓめのྛ✀༠議 

15 日の昼には，全ᾎ連から「被災者支援活動を行う場

合は国の災害ᩆຓ㈝の対象となる」との連絡が入り，ᾎ

場組合はཌ生ປാ省，⇃本┴との 3 者༠議を行う．その

後，災害ᩆຓἲにより入ᾎ㈝用が補ሸされることが決ま

り，⇃本┴からᾎ場組合へ正式に「被災者無料入ᾎ支援」

が要ㄳされた．ᾎ場組合事務局は各㖹料無，し絡連へ‮

入ᾎ支援への༠ຊを依頼，全組合員が快ㅙした． 
c) 㖹▱࿘の報情ᴗ営‮ 

 入ᾎ支援を行っている㖹本⇃や合組場ᾎ，は報情の‮

┴等のHPで発信された．一方で，”本震”で休業を余൤な

くされた㖹中業営はでま前生発の”震本”）報情い古の‮

として発信されていた）が᪤にᣑ散されており，それを

見た入ᾎ客や問い合わせへの対応にⱞ慮したという． 
d) 行政との連携体制 

 ⇃本┴は平成 28 年⇃本地震での入ᾎ支援事業を踏まえ，

今後の災害発生時に円滑な無料入ᾎ支援が実施できるよ

うなマࣗࢽアルを作成している 4)．この中では自治体や

ᾎ場組合等民間組織の連携体制について図示し，✀々の

情報提供や༠ຊ要ㄳ，支援㈝用の補ሸといったやり取り

がフロー化されている．また，マࣗࢽアル内ではᕷ町ᮧ

̿公⾗ᾎ場間の発災時༠定の⥾結がዡບされており，平

ᖖ時からの連携体制構築の重要性が示၀されている． 

 
(3) ྛ㖹ࢪー࣓࢖ᛂ対の‮ 

 全⠇と同様，個々の㖹成平，もていつに容内応対の‮

28 年⇃本地震の活動記録を参照する． 

a)⿕ᐖ≧ἣの確ㄆと営ᴗ෌開にྥけࡓ‽ഛ 

 㖹し認確か能可が業営，い行を検点の備設やᒇᘓの‮

た上でᾎ場組合に報告する．⇃本地震では，各㖹もと‮

自宅の∦づけよりも㖹もに開再業営，し先ඃを検点の‮

け準備を進めていた． 
b) ⿕⅏者へのධᾎࢧーࢫࣅのᥦ౪  

 ⇃本では住居をኻい，ライフラインが㏵絶する中で多

数の被災者が㖹上以人000,1に日一で時い多，し到殺に‮

が訪れた場合もあったという．普段の来客数をはるかに

上回る人数に対する誘導や受付，無料入ᾎ支援に伴う所

定の記録用⣬への記入等，多大なປຊを要する中での営

業だったことがఛえ，ປാຊやシャンプー等備ရの確保

にⱞ慮したことが記㍕されている． 
 
４．㖹᥼ᨭるれらめồら࠿会♫ࡀ‮ 
(1) ⮬἞体との⅏ᐖ時༠定 

 今日では多くの自治体が地域のᾎ場組合と災害時༠定

を⥾結するとともに，それを地域防災計画内に位置付け，

㖹．るいてし定想をとこるれさ施実が援支者災被るよに‮

本章ではこうした༠定の中で，㖹こう担が合組場ᾎや‮

ととなっている支援についてどのように記㍕されている

かを調査し，社会が㖹．るす観ᴫていつに割役るめ求に‮ 
 地域防災計画の調査の結果，自治体とᾎ場組合との間

で表 1 のような内容の༠定が⥾結されていることが確認

できた[5]．先述の入ᾎ支援の他にも，஭戸水やṧりを‮

活用した㣧料水・生活用水の提供や，避難所や支援物資

置き場といった場所の提供，帰宅困難者に対する支援な

どが求められていることがわかる． 
 
 られる発⅏時ᨭ᥼࠼の௚㸪考ࡑ (2)

 公⾗ᾎ場の震災対策に関する研究会（東京都や都のᾎ

場組合，専門家らで構成）は，⪏震化をはじめとした㖹

㖹な分༑の性震⪏，で中るす言提ていつに策対災震の‮

るいてべ述もていつに例の用活効有の設施‮ 14)．前⠇で

取りまとめたような水の提供，物資保管場所の提供のほ

か，防災用トイレの設置場所の提供や，↮✺にスピー࢝

ー等を設置しての情報の発信といった᱌も出されている． 
 
５．ᨭ᥼ᣐ点とし࡚の㖹ࢬーࢽຊຓと題ㄢの‮ 
(1) ឡ▱┴㖹ࢺーࢣンアのへ‮ 

ここまで，㖹，例事援支ᾎ入や制体織組るわつまに‮  
 

表１ ⮬἞体との༠定にグ㍕ࡉれ࡚いる役割 

સ़ޮࠅཌྷ৖ۂਫ਼׈Ӷਫ਼ಋۂૌ߻࿊߻会
ʤસཌྷ࿊ʥ

౐ಕැ़ޮݟཌྷ৖ۂਫ਼׈Ӷਫ਼ಋۂૌ߻
ʤཌྷ৖ૌ߻ʥ

ૌ߻ͶՅ೘ͤΖݺʓ͹ર౮

ર౮ʤཌྷ৖ૌ߻ʥ͗୴͑ༀׄ ���ର��ʛ࣑ࣙ͵ఈగ݃઎͹कڢ

೘ཌྷγーϑηの఑ڛ ౨ښ౐，Ѭஎݟ，長໼ݟ，৿࣐，ݟ׃ծݟ，Ѭඦݟ
避難所ͳ͢ͱの施設֋๎ ౨ښ౐

Ӂྋਭʀ生׈༽ਭの఑ڛ
౨ښ౐，長໼࣐，ݟ॑ࢀ，ݟծݟ，Ѭඦݟ，୉ీ区，
એཁࢤ

ڛ୒ࠖ難者΃の৚ๅの఑ؾ ౨ښ౐，長໼ݟ॑ࢀ，ݟ
生ࢩ׈ԋ物資の஖き৖఑ڛ Ѭඦݟ
ཌྷ৖ී地಼のඅࡄ者救ԋ׈動 ୉ీ区

ˠ୉ీ区ͺ，౨ښ౐ཌྷ৖ૌ߻の୉ీࢩ部ͳのڢఈగ݃ɿ
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社会から㖹観ᴫていつに容内の援支るいてれらめ求に‮

してきた．一方，㸱章で述べた災害時の来客対応上の課

題等，個々の㖹てしら㐓を目もらか㡯事念ᠱるけおに‮

はならない．筆者はឡ知┴のᾎ場組合に加入する㖹へ‮

のアンケート調査（そのᴫ要を表㸰に示す）を行い，各

㖹の決解のそ，にもととるす出抽を題課るいてじឤが‮

ための外部からの「ຓຊ」の可能性ついて検討をヨみた． 
 
(2) ᅇ⟅結果の考察㸦㖹㸧࡚いࡘに題ㄢの‮ 

a) Ỉ※・⇞ᩱにࡘい࡚ 

 㖹るす関に料⇞と水，な欠可不にめたすかἛを‮で‮

質問の回答結果を表㸱に示す． 
 水※についての回答結果からは，ឡ知┴内の 6 割以上

の㖹がとこるきで保確を㔞水の定一りよに水戸஭，で‮

わかる[6]．一方，35㸣の㖹等震地，しᏑ依に道水上は‮

で水の供⤥が೵止した場合は営業再開できないことがわ

かった．⇞料の質問では，過半数の㖹し用使をἜ重が‮

ていた．重Ἔはタンクで㈓ⶶできる⇞料であるが，中長

期的にはタンクローリー等による補⤥が必要となる．  
b) 㖹࡚いࡘにᩘ年⠏の‮ 

 㖹全．す示に㸲表，を果結答回のていつに数年築の‮

体の 8 割近い㖹築で点時査調、が‮ 40 年以上であること

がわかる．⪏震補ᙉの実施については尋ねていないため

実際の⪏震性についてㄽずることはできないが，1981 年

の「新⪏震ᇶ準」適用前の築㐀であり，個々の状況に応

じて適切な地震対策が求められる． 
c) ⤒営者のឤじる営ᴗ⥅⥆へのᠱᛕࡸ㸪ᚰ配஦ 

 地震発生時に㖹配心の他のそや因要るげ妨の業営の‮

事について，その回答結果を表㸳，表㸴にまとめる． 
 営業継続を妨げる要因として最も多かったのは೵電で

あった．あらゆる機ჾが✌ാできないため，電ຊの᚟ᪧ

は営業再開の必㡲᮲௳であると認識されている（自治体 

 
表２ ឡ▱┴㖹要概ࢺーࢣンアのへ‮ 

 
 

表３ 㖹果結⟆ᅇるす関にᩱ⇞と※Ỉの‮ 

 
表４ 㖹果結⟆ᅇるす関にᩘ年⠏の‮ 

 

表５ 営ᴗ⥅⥆のጉࡆになる要因 

 
 

表㸴 ࡑの௚のᚰ配な஦ 

 
 
に発電機の㈚与を求める意見もあった）． 
㔩・࣎イラ等の機ჾや送水管・ᾎᵴ・↮✺等の設備が

◚ᦆすることに関する意見も多く挙がった．これに関連

して，◚ᦆした場合の修⧋㈝用が持てないことや，修理

業者の確保が難しいとする意見もあった． 
来客対応の面では，経営者自㌟も被災する中で大ໃの

入ᾎ客を受け入れることの困難さが浮かび上がってくる．

ឡ知┴とᾎ場組合との災害時支援༠定 6) [7]では，入ᾎ支

援者の行う業務の範囲として「（┴からの）要ㄳ時点で

எ（入ᾎ支援者）が対応可能なもの」との記㍕がある．

しかしながら᪤ の災害事例を㚷みれば，各㖹す有の‮

る対応能ຊの大きさに関わらず，入ᾎを求める被災者が

大挙することは想像に難くない（受入を制限するにして

も，入ᗑを断ったり他の㖹余を応対のどなるす௓⤂を‮

൤なくされるであろう）．こうした㖹しῶ㍍を担㈇の‮

て入ᾎ支援の実効性を高めるためにも，個々の㖹のへ‮

が行政とᾎ場組合の連携のもと行われ「ックアップࣂ」

る必要があるだろう． 

 
(3) ᅇ⟅結果の考察㸦እ部࠿らのຓຊのྍ⬟性にࡘい࡚㸧 

 前⠇で明らかとなった✀々の課題には，個々の㖹，‮

あるいはᾎ場組合のດຊの及ばないものも数多く含まれ

る．本⠇では，ᾎ場組合と災害時༠定を⥾結し，その支

援活動に期待している自治体を対象に，㖹「ຊຓ」のへ‮

の可能性について考察する． 
a) ࣛ࢖ࣛࣇ࢖ン・㈨※の౪⤥補ຓ 

 その水※を上水道に依Ꮡする㖹かや速，はてし対に‮

な水供⤥の再開が求められる．近年では⑓㝔や防災ᣐ点

等を「重要⤥水施設」と定め，当ヱ施設に⮳る水道管㊰

の⪏震化をඃ先的に実施する考え方が提ၐされている 15)．

㖹記上，ばらなるけ付置位と設施要重の上援支ᾎ入を‮

の考え方にᇶづいた水道インフラのᙉ㠎化が図られるべ

きであろう．また，重Ἔの供⤥にはタンクローリーの㉮

行する道㊰が必要である．地震発生時に㖹道たし面に‮

㊰のၨ開を遅滞なく行うことは，支援ᣐ点への⇞料供⤥

の観点から重要となる． 
 電ຊの᚟ᪧもまた，営業再開におけるネックとなる．

೵電自体を防いだり᚟ᪧを早期化することは難しいが，

発電機の㈚与や電ຊ᚟ᪧ情報の提供など，営業再開に向

௒ࠬؔغ ����೧�݆ʛ��݆
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ΗΖͳࠖΖ

- 95 -



 

  

けたサ࣏ートの余地があるだろう． 
b) 㖹᥼ᨭ施実策対⅏㜵のへ‮ 

 経年した㖹で題問の面金資，が化㠎ᙉの備設やᒇᘓ‮

༑分行えていないケースも少なくない．こうした㖹に‮

対しᙉ㠎化のためのຓ成が行われることは，防災ᣐ点と

しての✌ാ可能性を向上する．当ヱの事例として，東京

都の公⾗ᾎ場の⪏震化ಁ進事業 16)を挙げることができる． 
c) ⿕⅏者への情報発ಙ㸪㍺㏦ᨭ᥼➼ 

 入ᾎ支援を実施している施設の情報が被災者に༑分届

いていない場合や，アクセスできる支援場所が限られて

いる場合，人手やキャࣃシティの限られた㖹てし対に‮

対応困難な入ᾎ客がᢲし寄せる公⟬が高くなる．自治体

が被災地域をಠ▔しながら入ᾎ施設の営業状態を把握し，

余ຊのある施設へ被災者を誘導・㍺送することができれ

ば，入ᾎ支援の現場㈇担が㍍ῶされるだけでなく，より

多くの被災者が効率的に入ᾎサービスを受けることも可

能である．ල体的には，入ᾎ施設情報の⣽やかな広報や，

シャトルࣂスの運行等による㍺送支援が考えられる． 

 
㸴．おわりに 
 本稿では災害時の入ᾎ支援主体として㖹⾗公⯡一）‮

ᾎ場）に着目し，その組織体制や自治体との関係性，災

害時の営業再開における課題等について整理した．その

結果，全ᾎ連やᾎ場組合によるࣂックアップ体制や（஭

戸水等の活用で）ライフラインに依Ꮡしない点等，災害

時の支援ᣐ点として有効な側面が明らかとなった．一方，

施設・設備の⪁ᮙ化や大規模な来客への対応能ຊ等の課

題もまた明らかとなった．地域防災計画にㅻわれる㖹‮

の支援活動の実効性を高めるためにも，こうした課題に

自治体・公⾗ᾎ場がともに฾目し，改善に向けた議ㄽが

進められることを♳念する．  

 
ㅰ㎡ 

本稿のᇳ筆に際し，多くの公⾗ᾎ場関係者の方々にご支援を

いただいた．特にឡ知┴公⾗ᾎ場業生活⾨生同業組合の㕥木事

務長様には，ヒアリングに加えて組合員に対するアンケート配

布・回収にも快くご༠ຊいただいた．ここにឤㅰ⏦し上げる． 

 

補注 

[1] 平成 28年⇃本地震では，⇃本┴公⾗ᾎ場業生活⾨生同業組

合に加入する 11 施設で，⣙ 5 ୓人に無料入ᾎ支援が行われた 1)． 

[2] 㖹の備整ἲるす関に合組業同生⾨活生や制統౯物の金料‮

あらましについて，木藤 3)を参照しながらᇳ筆した． 

[3] 㖹஧༑三和᫛はのたっなと象対の制統౯物が金料用฼の‮

年以降である 3)． 

[4] 本⠇で記㍕する内容は当時の⇃本┴ᾎ場組合における活動

事例であり，同組合による今後の災害対応や，他の都道ᗓ┴に

おける対応とは必ずしも一⮴しないことを補足する． 

[5] 表 1 は各自治体が公開している地域防災計画を᥈⣴的に調

査し，ᾎ場組合との༠定（他の生活⾨生同業組合との合同のも

のも含む）を抽出したものである．したがって，全ての自治体

の地域防災計画を⥙⨶していない他，地域防災計画として公開

されていない༠定についても調査していない．以上のことから，

表 1 に記㍕されていない༠定がᏑ在する可能性を補足する． 

[6] 今回の質問⣬調査では，上水道と஭戸水をే用している㖹

っ行㏵別，がいないてし問質はでま率ẚの㔞水のそてし対に‮

た㖹がく多の‮㖹るいてし用ే，はでグンリアヒのへ者営経‮

஭戸水のみでも通ᖖの営業が可能であろうとの回答を得ている． 

[7] ឡ知┴はᾎ場組合の他に「࣍テル・᪑館生活⾨生同業組合」

とも入ᾎ支援に関する༠定を⥾結している．その地域防災計画 6）

には代表して後者の༠定ᩥがᥖ㍕されているが，その中に「ᾎ

場組合とも同様の༠定を⥾結している」旨が記㍕されている． 
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   On November 26, 2019, a large-scale earthquake with the Mw 6.4 hit Albania  causing about 51 casualties and severe 
damage to buildings in Tirana, Durres and other cities and small towns. After the earthquake, the Albanian Government, 
civil society, and international organizations have made great efforts for helping disaster victims and it has resulted in 
preparing and starting various programs for rapid recovery from the disaster. Authors conducted a field survey in 
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plan for future reconstruction. This paper presents the results of the field survey as a rapid report.  
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１．はじめに 
� アルࢽࣂアは，アドリアᾏの東部ࣘーラシアプレート

とアドリアᾏプレートのቃ⏺に位置し，地震活動が活発

な地域である．2019年 9月 21日と 2019年 11月 26日に，

同国中部西ᾏᓊに位置する Durres ᕷ付近を震※とする 2
回のᙉい地震が発生した．このうち 11 月の地震では，Ṛ

者を含む人的被害に加え，震※に近いアルࢽࣂア第஧の

都ᕷでアドリアᾏに面した ‴都ᕷである Durres，㤳都

の Tirana などの都ᕷだけでなく周㎶の㎰ᮧ部を含むアル

ア中ኸ部の広範囲にᘓ物被害をもたらした．このよࢽࣂ

うな規模の地震災害は，同国にとって 1979 年以来 40 年

ぶり１）で，政ᗓは対応に追われた．本稿は，アルࢽࣂア

地震後の政ᗓ等の緊急対応・被災者対応と，その後の᚟

興計画立᱌への取組みについて，2020 年 2 月に実施した

現地調査（現地踏査（Tirana，Durres，Kruja, Thumane）
および聞き取り調査（࣏リス大学，ティラࢼ工科大学，

中ኸ政ᗓ・地方政ᗓ職員，エンジࢽア༠会・ᘓ築家༠会

等技術者団体，被災住民））結果を報告するものである． 
 
２．地㟈と地㟈⿕ᐖの概要 
(1) 地㟈の概要とே的・⤒῭的⿕ᐖ 
� 前述のようにアルࢽࣂアは，2019 年 9 月 21 日と 11 月

26 日にᙉい地震に見⯙われている．UNOCHA㸰）によれ

ば，9 月の地震ではマグࢽチࣗード（Mw）5 クラスの地

震が 2 回観 され，Tirana や Durres で合計 100 Ჷ程のᘓ

物被害と⣙ 70 名のけが人が出たとされる． 
� 一方，11月 26日の発生した地震は，Durresᕷの北⣙ 22
੊の地点（図１）を震※とし，地震の規模は Mwは 6.4，
震※の῝さは 22੊であった㸱）．この本震の⣙ 2時間後に

は，Mw5.2 の余震が発生している㸲）． 

� 地震後にアルࢽࣂア政ᗓおよび国際機関が実施した

Post-Disaster Needs Assessment (PDNA)㸲）によれば，この

地震による被害は，Ṛ者 51 名，㈇യ者 913 名㸲）で，⣙

17,000 名が避難生活を余൤なくされている．また，

PDNA によれば，全ቯ家ᒇ（Housing Unit）は⣙ 11,500 Ჷ

であり，84,000 Ჷᙅの家ᒇが何らかの被害をうけたとさ

れている．この地震による総被害㢠は⣙8.4൨ࣘーロと見

✚もられているが，セクター別被害では住宅（Housing）
部門が最大であり，その被害㢠は⣙6.6൨ࣘーロと見✚も

られ，全体の 78.5%を༨める．セクター別被害で次に大

きな割合をあ༨めるのが生産（Productive）部門であるが，

 
USGS３）に加筆し著者作成 

図 1 2019 年 11 ⽉ 26 ⽇地震の震源 
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その割合は 8.4㸣（⣙ 7 ༓୓ࣘーロ）に過ぎず，住宅への

被害がዴ何に大きかったかをዴ実に示している． 
� なお，EU他による支援にて実施された調査結果や現地

での聞き取り調査結果によると，インフラへの被害は全

体にẚすと㍍ᚤなものであり，特筆すべき被害はなかっ

たとのことである． 

(2) ᘓ≀⿕ᐖ 
� ᘓ物被害は，特に Durres，Tirana，Thumane, Lezhe 等の

地区で大きな被害が見られる（෗┿１，㸰）．また，

Thumane の山ᮧ部では，多くの一戸ᘓて住宅がಽቯして

おり，被災者がᩜ地内のテントで住むことを余൤なくさ

れている（෗┿㸱）． 
� アリング学科は被災直後にࢽリス大学ᘓ築・エンジ࣏

ᘓ物の被災状況を調査し，ᘓ物の✀㢮（構㐀）や設計・

ᘓ築年代別に 4 分㢮し，その被災の特ᚩをとりまとめた

報告書（⡆᫆速報）を作成している㸳）．報告書に示され

た㸲分㢮と被害状況をまとめると表１のとおりである． 
 

表１ 建物の分類と被災状況 
分㢮 ᘓ築年代・構㐀等 被災の状況 
１ 1978 年以前に設

計・ᘓ築された↢

⎰㐀無補ᙉ組構㐀 

⪏震性が全く考慮されておらず，

ቨ面やቨとᗋᯈとの接合部にクラ

ックが入り，ᒇ᰿の⬚ቨ部分の分

㞳や๤㞳がみられる，といった被

害が出ている． 
㸰 1978 年以降に設

計・ᘓ築された↢

⎰㐀枠組構㐀 

特にቨ面のᰕやᱱ部分に多数のク

ラックが入っており，主にቨ面の

補ᙉ不足がཎ因と᥎定される． 
㸱 2000 年代に設計さ

れ，部分的にࣘー

ロࢥードに準ᣐし

たフレー࣒構㐀 

被害が最も少なかった分㢮で，構

㐀的な問題よりも外⿦や接合面で

の被害が大半である． 

㸲 1978 年以前に設計

され，2000 年代に

増改築されたᘓ築

物 

最も被害の大きかった分㢮で，元

のᘓ築物と増改築部分の構㐀やᘓ

築部ᮦが␗なるため，地震のᦂれ

において双方で振動速度やἼ動も

␗なることで被害がᣑ大したと想

定される．ቨ面等接合部に大きな

クラックが入り，ヲ⣽な調査分析

が必要である． 
聞き取りなどを基に著者作成 

� 分㢮の࣋ースになっている年代において，1978 年とは

アルࢽࣂアで最初に技術設計ᇶ準（Technical Design Code）
が策定された年である．技術ᇶ準が最後に改定されたの

が 1989 年であり，今回の震災をዎ機に改定ないし新たな

ᇶ準の策定に対する声が高まっている． 
 
３．㟈⅏直後の⥭ᛴ対ᛂ 
(1) ⿕⅏者ᨭ᥼ 
� 聞き取り調査によれば，被災直後の被災者支援は，国

民保ㆤ庁（Agjencia Kombëtare e Mbrojtjes Civile，National 
Agency for Civil Protection）が主体となって行った．また，

地震直後には近隣の国々や多くの国際機関からの支援も

行われ，日本もテントなどの支援をしている． 
ᅜ民ಖㆤᗇによるᨭ᥼�

� 国民保ㆤ庁は，それまで防災・緊急対応を行っていた

国家機関である Drejtoria e Përgjithshme e Emergjencave 
Civile (DPEC) （General Directorate for Civil Emergencies 
(GDCE)）の機能を移管する形で 2019年 9月に設置が決ま

った部局で，国防省（Ministria e Mbrojtjes，Ministry of 
Defence）に属している㸴）㸵）．災害時の緊急対応は，地

方分ᶒにより地方政ᗓが行うことになっているとのこと

であるが，今回の災害のように被災規模が多くなった場

合には地方政ᗓでは対応しきれないことから，国民保ㆤ

庁による支援が実施された．新組織になって直後の災害

ということで，༑分に機能を発揮できなかったという意

見も聞かれたが，例えば，聞き取り調査を行ったKrujeᕷ
Fushë-Krujë では，被災当日の 11 月 26 日中に国民保ㆤ庁

および㌷㝲が現地に入り，800 人を収容するテント（200
張）の設置や食料の提供を開始しており，同様の支援が

行われたことは，都ᕷ地域のみならず，山間部に位置す

る被災地域での聞き取り調査からも確認されており，一

定程度にはその役割を果たしたと᥎察される． 
஧ᅜ間㸪ᅜ㝿ᶵ関➼によるᨭ᥼�

� ஧国間，国際機関等による支援も被災直後から開始さ

れた．EU の人道支援組織である Directorate-General for 
European Civil Protection and Humanitarian Aid Operation 
(DG-ECHO)の取りまとめによれば，地震発生翌日には，

EUのᕷ民保ㆤ༠ຊの支援枠組みを通じ，ࢠリシャ，イタ

リア，ルーマࢽアからᩆຓチー࣒が派遣されている．ま

た，アルࢽࣂアの近隣ㅖ国のクロアチア，北マケドࢽア，

ࣔンテネグロなどに加え，関係の῝いトルࢥなどからも

஧国間支援が行われ，2019 年 12 月の時点で，EU の支援

枠組みを通じ 10 ࣨ国，2 国間༠ຊ࣋ースで 9 ࣨ国が被災

者支援を行ったとされ㸶）㸷），さらに㉥༑字をはじめとし

た NGOなどの支援組織もテントなどの物資支援を中心と

した支援を行った． 

(2) ⿕⅏者への補ຓ・ຓᡂ 
地震により住む場所をኻった人々に対しては，被災直

後にはテントが提供された．その後，家をኻった被災者

や家ᒇの೺全度が不明確であったり⢭⚄的なトラ࢘マで

もともと住んでいた家にᡠれない被災者に対しては，

2020年1月ごろまで࣍テルの部ᒇが避難場所として提供さ

れた．࣍テルのᐟ泊㈝用は政ᗓによる㈇担であった．�

被災者の避難生活や住宅の再ᘓ支援は，アルࢽࣂア全

�
 写真 1 被災状況 (Durres) 写真２ 被災状況 (Thumane) 
  （24 名の死者が出た地域） 

 
写真３ 被災状況（Thumane ⼭村部） 

3枚ともに著者撮影 
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�

体で共通であり，現地調査において訪問したいくつかの

地方政ᗓ職員からの聞き取りでもそのことが確認できた．�

住宅の再ᘓについては，後述する被災ᘓ物アセスメン

ト結果にᇶづき表㸰に示す�つに分㢮できる１㸮）．�

表２ 被災住宅の再建⽅法 
� 再ᘓ方ἲ� 被災レ࣋ル� 再ᘓ場所�

１�
新築� '6���'6��

移㌿�

㸰� 元々の居住地�

㸱� 現家ᒇの修᚟・修⧋� '6���'6���'6�� 元々の居住地�

聞き取りなどを基に著者作成 

震災後に新設された᚟興省（Ministrtia e Rindertimit, 
Ministry of Reconstruction）は2020年1月29日から2月28日
の間，被災者による補ຓ・ຓ成の⏦ㄳを各ᕷの出張所で

受付けた．⏦ㄳはᘓ物アセスメントに฼用したタブレッ

トアプリに連携したGIS不動産アプリケーションである

「Shtepia Ime」（日本語ヂ「⚾の家」）で行われ，被災

者はアプリ฼用することでその後のプロセスを追うこと

ができ，最終的に家ᒇの೺全度アセスメントのヲ⣽とプ

ロセスの確認や各✀⏦ㄳに必要なオンラインアクセス用

のࣂーࢥードが書かれた⨯災証明に当たる書㢮を受け取

ることができる（7LUDQDᕷ，.RPELQDW出張所での聞取

り）．᚟興省によると⏦ㄳ数は21,790௳に上る１１）．��

㈤㈚住宅などで避難生活をおくる被災者に対しては家

㈤補ຓ制度も設けられた．各ᕷでの聞き取りから，補ຓ

金㢠は地域により␗なり，例えば Thumane ではୡ帯構成

に応じて日本円で⣙１୓円（2 人ୡ帯）から⣙ 3 ୓円（8
人ୡ帯）の範囲であった．一方，家㈤補ຓの期間は最大

で 1 年間とされ，やむを得ない場合に限り半年間のᘏ長

が認められるとのことである．家㈤補ຓを受けるために

も住宅再ᘓ支援と同様に各出張所での⏦ㄳが必要である． 
 とめࡲ (3)
地震は夜明け前の早い時間であったが，当日中には応

急テントや௬設キッチン等が設置され，また㣧食ᗑ等が

率先して食⣊の調達をし࣍ットフードが被災者に提供さ

れ始めたという事例も確認でき，㎿速な対応状況がみて

とれる．国内外の支援や࣎ランティアも㎿速な対応であ

ったと言えよう．また，住宅再ᘓ支援の内容や家㈤補ຓ

の仕組みなどが震災から㸱ࣨ月という▷い期間で整い，

一部地域では᚟興計画のᴫ要まで立᱌していることはホ

౯に್する．一方，家㈤補ຓの期間が最大で１年半とさ

れ，新築による住宅再ᘓが間に合うかがᠱ念される．さ

らに 11.5 ൨ࣘーロといわれる⭾大な᚟興資金・ເ金１㸰）

の濫用を不安視する声も上がっており，今後の᚟興プロ

セスにおける㏱明性の確保が課題になるといえる． 

 
４．⿕⅏ᘓ≀のアセ࣓ࢫンࢺ 
� 住宅等のᘓ物に大きな被害が発生したことから，被災

ᘓ物のアセスメント調査が被災直後から行われた．近年

のアルࢽࣂアにおいて，この規模の地震におけるᘓ物被

害のアセスメントは初めてであったことから，地震直後

のアセスメント活動は組織化されたものではなく，大学

教員や技術者などが࣎ランティア࣋ースで行っていたが，

インフラ・エネルࢠー省（Ministria e Infrastrukturës dhe 
Energjisë，Ministry of Infrastructure and Energy）ച下にあ

るᘓ設研究所（Instituti i Ndërtimit, Institute of Construction）
を中心に次第に定ᆺ化された形のアセスメントと被害レ

ル（DS0࣋ から DS5 の 6 段階）の判定が行われるように

なり，ⴭ者が訪問した 2 月の段階では，高ᒙᘓ物や集合

住宅などに対するヲ⣽なアセスメントが行われる段階と

なっていた．聞き取り調査の結果を総合すると，ᘓ物の

アセスメントは，ᴫね㸱つの段階を経ていた． 
(1) 発⅏直後のࣛ࣎ン࢕ࢸア࣋ーࢫアセ࣓ࢫンࢺ 
� 地震発生直後のアセスメントは，大学の教員やࢥンサ

ルティングエンジࢽアやᾏ外からの࣎ランティアにより

実施されていた．この段階は，被災ᘓ物の居住可ྰを判

定し，住民を危険なᘓ物から㏥ཤさせることがこのアセ

スメントの目的であった． 
(2) 定ᆺ化ࡉれࡓアセ࣓ࢫンࢺの実施 
� 震災から⣙㸱週間後，政ᗓから正式な要ㄳによりᘓ設

研究所が中心となってᶆ準的なアセスメントᇶ準を作成

し，それにᇶづいた被災ᘓ物アセスメント（目視による

チ࢙ック）が大学教員，エンジࢽアなどにより実施され

るようになった．アセスメントᇶ準はࣘーロࢥードにᇶ

づいたもので，ᘓ物のタイプごとにチ࢙ックリストが作

成され（初期は⣬࣋ースのチ࢙ックリストだったが，2
週間後にタブレットのアプリで実施できるようになった）

大学教員やエンジࢽアなどがアセスメントに携わった．

実際のアセスメントは，エンジࢽア，行政の担当者 2 名

（そのうち 1 名はᘓ物の所有等を確認する職員）程度か

らなるチー࣒で行われ，2020 年 1 月末頃までの間に全体

で⣙ 68 ୓Ჷのデ断を行ったとのことである． 
� 危険度判定は，DS0（被害無し）から DS5（全ቯ）の 6
段階で，DS4 および DS5 が居住不可とされ，取りቯしの

対象となっている．ᘓ設研究所での聞き取りによれば，

デ断対象となったᘓ物の⣙ 7 割が DS3 以上と判定された

とのことである． 
 ࢺン࣓ࢫヲ⣽アセࡓをά⏝し࡝ンなࣙࢩー࣑ࣞࣗࢩ (3)
� ⴭ者らの調査時点では，チ࢙ックリストと目視による

調査は終஢しており，高ᒙᘓ物や集合住宅などで被害度

の高かったものに対するヲ⣽なアセスメントを開始した

ところであった．ヲ⣽アセスメントは，現時点のࢥンク

リートのᙉ度など 定したうえで，設計図をもとに構㐀

のシミࣗレーションなどを行うとのことで，公共の施設

である学校や⑓㝔などのᘓ物は政ᗓからデ断の資金が提

供されるとのことである． 
 とめࡲ (4)
� 明確なᇶ準がない中で始まった被災ᘓ物のアセスメン

トであるが，㎿速な形で書式が整えられ，多くのᘓ物の

デ断が早期に行われたといえるが，⣬࣋ースのチ࢙ック

リストからタブレットへ移行する際に，⣬࣋ースでチ࢙

ックしたデータを共有できないという問題が発生してい

た．また，エンジࢽアやᘓ築家がデ断にあたっていたが，

デ断のばらつきやデ断時の住民からの信頼を得るのが難

しかったとの話もあった．このようなことから，今回の

災害を踏まえて，被災ᘓ物アセスメントのᶆ準化とᘓ物

アセスメントを行う人ᮦの㣴成が必要だとឤじた． 
� 他方，タブレットで行ったアセスメント結果は，GIS
を用いたᘓ物情報にリンクする形でデータ࣋ース化され，

被災住民の⨯災証明の発行などに活用されていた（前述

の Shtepia Ime）．住民の ICT リテラシーが༑分でないこ

とから，期待したほどの効率化が図られていないのがṧ

念であったが，このような被災者にとって効率的な取り

組みが༶時になされたことはホ౯に್する点といえる． 
 
５．᚟⯆ィ⏬の立᱌ 
����᚟⯆ィ⏬策定ཬび実施体制�

� 震災からの᚟興については，中ኸ政ᗓが全体の方㔪を
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決定し，ල体的な事業計画を策定するのは地方政ᗓ

（municipality）となる．᚟興に係る体制を⡆༢に整理す

ると次の通り（表㸱）である． 
 

表３ 復興に係る実施体制 
� 組織など� 役割�

中
ኸ
政
ᗓ�

1DWLRQDO�

&RXQFLO�RI�

7HUULWRU\（ア

ルࢽࣂア語表記

略称㸸..7）�

主要関係省庁（インフラ・エネルࢠ

ー省，㈈務・経済省，ྖἲ省，ᩥ化

省，㎰業・地方開発省，観ග・⎔ቃ

省，௻業担当国務大⮧、国土地域計

画庁長ᐁ．からなる委員会で，全体

方㔪を決定や事業認可を行う．�

0LQLVWU\�RI�

5HFRQVWUXFWLRQ�

（᚟興省）�

� 年間の時限ᥐ置により震災後に設

立された．᚟興に関する業務を管㎄

し，大⮧は任命済ながら現時点では

職員配置がほとんど進んでおらず，

㎿速な組織構築・整備が必要とされ

ている．立᱌された事㡯に対し，資

金の調達・分配も担っている．１㸱）��

&RXQFLO�RI�

0LQLVWHUV�

'HFLVLRQ１㸲）

（アルࢽࣂア語

表記略称㸸

9.0）�

㛶議決定であり、���� 年 �� 月 �� 日

大地震からの᚟興に関し、次の㸱௳

が決定されたࠋ��� 震災ᗫᲠ物のฎ

理、��� 被災者に対する社会的・経

済的支援、��� 震災᚟興に係る年度

予⟬ᥐ置の変᭦��

専
門
的
・
技
術
的
体
制�

,QVWLWXWH�RI�

&RQVWUXFWLRQ

（ᘓ設研究所）�

インフラ省管㎄の研究機関で，ᘓ築

物に関する被害調査をもとに関係機

関・団体にデータを提供する．�

1DWLRQDO�

$JHQF\�RI�

7HUULWRULDO�

3ODQQLQJ（アル

ア語表記略ࢽࣂ

称㸸$.37）�

内㛶所管で㤳相ᗓച下の機関．

,QVWLWXWH� RI� &RQVWUXFWLRQ からの

データをᇶにᕷ・地方自治体が国土

計画との整合性をもった᚟興事業を

計画できるようຓ言・༠ຊする．�

$OEDQLDQ�

'HYHORSPHQW�

)XQG（$')）�

$.37 が設定したプロジ࢙クト規模と

範囲にᇶづいて，事業レ࣋ルのマス

タープランやヲ⣽設計を実施すると

ともに，個別事業の工事発ὀ及び実

施管理を行う．�

地
方
政
ᗓ�

ᕷ・地方自治体� ᚟興計画立᱌および個別事業はᕷと

地方自治体が管㎄．7LUDQDや'XUUHV

等の主要都ᕷで計画立᱌が始まって

いるが，進ᤖはⰾしくないとの報告

もあり，今後も調査が必要である．

地区によっては $') も独自にプロジ

クトを計画しており，重」が発生࢙

しないよう調整が不可欠である．�

聞き取りなどを基に著者作成 

����ィ⏬策定および஦ᴗ実施における␃ព点�

� ᚟興に向けたこれまでの活動を⡆༢に小ᣓすると，ホ

౯すべき点として，次の点があげられる． 
� 震災を想定した制度や体制が不備な中で，大学教員

や研究機関が政ᗓに༠ຊして⡆᫆ᘓ物アセスメント

等を実施し，᚟興に向けたデータ収集が進んだ． 
� 支援国や国際機関の支援により PDNA が実施され，

セクター別に被害の度合いや᚟興に必要となる予⟬

等規模が㎿速に提示された． 
� あわせて，課題として次の点があげられる． 
� ᚟興計画立᱌にむけて準ᣐすべきἲᚊが不明であり，

都ᕷ計画ἲがᏑ在しないアルࢽࣂアにおいて，統一

したᇶ準での計画策定，事業実施が困難であり，主

体であるᕷ・地方自治体のキャࣃシティにも限⏺が

あるところ，㎿速なアクションをとるための効果的

方策や支援が必要になる．୪行してᑗ来に向けたἲ

整備も不可欠である． 

� 震災᚟興とはいえ，被害が局地的に発生しているこ

ともあり，「ᕷや地方自治体全体での᚟興」ではな

く，街区やブロック༢位での᚟興とだけᤊえられて

いる地区もある．したがって，国と当ヱᕷ・自治体

による取り組みに 度ᕪが生じているため，特定地

区だけでしか᚟興事業が進まないリスクをዴ何に๐

ῶできるか継続した検討や調整が必要になる． 
 
㸴．おわりに 
� 本稿では，2019年 11月に発生したアルࢽࣂア地震後の

政ᗓの対応や᚟興に向けた取り組みなどについて，聞き

取りおよび現地踏査結果をもとに整理した．᚟興への取

り組みは始まったばかりであるが，新ᆺࢥロ࢘ࢼイルス

のᙳ㡪を受けて᚟興事業が೵滞しているとの情報もある．

᚟興に向けた取り組みが早期に進むことを㢪うとともに，

今後も᚟興状況にかかる調査を継続していきたい． 
 
ㅰ㎡ 
� 被災後のཝしい状況の中で調査に༠ຊいただいた住民，

関係ㅖ氏に記してㅰ意を表する．特に࣏リス大学関係者

には調整等で特別なご༠ຊをいただいた．なお，本研究

は JSPS 科研㈝ JP18K04668 のຓ成を受けたものである． 
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   Recently, number of foreign residents is rapidly incleasing in Japanese society. Japan is the highest risk country of 
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this study is make clear about actual situation related disaster risk reduction for foreign residents. The intevew 
surveys are conducted for municipalities’ International Exchange Association, Japanese language class and 
supporting organization for foreign residents. The results of interview are two things. The first one is “When 
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fear of natural disaster”. The second one is “Anti-sectionalism and multi-professional cooperation is important”. 
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１．はじめに 
近年日本では，少子高齢化による労働人口の減少など

を踏まえ，2018 年末に改正された入管法(出入国管理及
び難民認定法)では，新たに「特定技能」の在留資格が追
加され，外国人の流入がますます増加することが想定さ

れている．このような状況下で，外国にルーツをもつ住

民を含めた地域社会の構築が目指されている．一方で，

これらの在留外国人は言語や文化の違いから，災害時要

配慮者に位置付けられ，言葉の違いや災害知識の有無に

対して何らかの対応や配慮が必要である．  
上述した多様な課題を解決し，多文化共生社会を実現

させるためには，災害時の外国人支援のみならず，平時

からの支援を含む多角的なアプローチによる解決策が求

められる．外国人住民の支援については，行政では国際

交流部局や国際交流協会，民間では日本語教室や生活支

援など，日常系の支援を目的とする団体がほとんどであ

る．防災については，行政では防災部局，地域では自治

会や自主防災会，有志の防災の会などが関わっているが，

いずれも，国際交流部局や外国人支援を行っている組織

との連携はあまり行われていない．そのため，多文化共

生系のコミュニティと地域系のコミュニティの接点がな

く，地域は外国人住民の状況を知らないために災害時の

支援が難しく，外国人住民も，災害時の状況を日常の中

で知る機会が少ない．災害時の外国人対策をより効果的

にするためには，日常から，外国人住民と地域の接点を

作り，日常と災害を通じた関係性を構築することが必要

である．片岡 1）は，日本語教室参加者や外国人コミュニ

ティを対象とした訓練の告知の有用性を指摘しており， 

八木 2）は，地域住民間での顔の見える関係の重要性を指

摘している．本研究では，日常と災害をシームレスに繋

ぐ，特に日常系の支援や交流に災害の視点を織り交ぜる

こと，多文化共生系と防災系・地域系をつなぐことに焦

点を当てる．本研究は立ち上がったばかりの研究である

ため，まずは上記の課題や重要な事柄の整理を通じて外

国人住民の防災に関する実情を把握しつつ，多文化共生

社会の実現に向けた要因の抽出を行うことを目的とした． 
 
２．インタビュー調査 
(1) 国際交流協会 
岐阜県でも外国人住民の多い岐阜市と可児市の国際交

流協会の担当者にインタビューを行った．岐阜市では

2019年 9月 3日に，可児市では同年 11月 7日に実施した．
その結果，岐阜市において行われている，外国人住民と

の関係作りのための取り組みには，防災に関するものが

ほとんど含まれていないものの，日本語教室や交流イベ

ントなど，日常的に外国人が係る機会に防災の内容を含

めることの有用性が確認された．また，可児市では住民

登録時の防災関係の情報の周知は行われているものの，

外国人コミュニティとの関係性構築に関しては，コミュ

ニティが長期間継続して存在しないために，関係性の持

続が課題となっていることが明らかになった． 
(2) 日本語教室 
また，外国人に対する取り組みの実現性について，多

様な外国人住民が集まる場である日本語教室でのインタ

ビューを行った．ここでは，神戸にある日本語教室，に

ほんごひろば岡本を対象とした．インタビューは 2019年
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11 月 9 日に行った．にほんごひろば岡本のスタッフによ
ると，「外国人労働者が災害の恐怖を知ることで，日本

を離れてしまうという懸念から，企業は外国人労働者に

対して，災害について教えたくない」という実情がある

ことが指摘された． 
(3) 外国人支援 NPO 
外国人支援の現状を知るため，多文化防災ネットワー

ク愛知・名古屋（TABO ネット）でのインタビューを行
った．TABOネットは地域の約 50もの団体と連携し，そ
れぞれの活動（防災や子供の支援，DV ケア等）を組み
合わせることで，多文化共生と防災をつなげる取り組み

を行っており，日常と防災のシームレスな繋がりに取り

組んでいる NPO団体である．そこで，日常と防災をシー
ムレスに繋ぐためにどんな工夫を行っているか，どのよ

うにして，このような団体を作ることができたのか，な

どについてインタビューを行った．インタビューは 2019
年 11 月 30 日に行われ，行政では各部局が連携せず，外
国人支援や防災が縦割りのままで多文化共生の議論が行

われていること，TABO ネットでは縦割りになっている
取り組みを横につなぐ役割を担っていることが説明され

た． 
(4) インタビューまとめ 
以上のインタビュー結果より，①外国人防災について

取り組む場合には，危険や不安を煽るだけでなく，対策

まで丁寧に知らせることで，実際の対策につなげ，安全

な環境を確保していくこと，②日常系と防災だけでなく，

似たような対策を別々に行っている事例などもあること

から，縦割りを越えて，さまざまな組織や取り組みを繋

ぐ役割が必要であることが示唆された． 
 
５．インタビュー結果を踏まえた実践 
 事例調査とインタビュー結果から得られた，①，②の

項目について，2019 年度に行われた，岐阜市国際交流協
会のイベントと岐阜県の取り組みへの反映を行った． 
(1) 岐阜市国際交流協会による防災訓練 

2019年 12月 14日に岐阜市国際交流協会は，岐阜大学
を会場として，防災イベント『災害時の外国人支援を考

える』を開催した．このイベントは，外国人市民の防災

意識の啓発と，災害時多言語支援センターの設置・運営

訓練を目的としており，例年，国際交流協会の建物で実

施されてきた．一方で，災害時には岐阜大学が最も外国

人避難者の多い避難所となることが想定されている現状

を踏まえ，2019 年のイベントでは，避難所体験を含めた
防災研修を岐阜大学で実施することで，災害時における

岐阜市国際交流協会と岐阜大学の連携体制の構築を図る

ことも狙いの一つとして実施された．これまで災害時多

言語支援センターと大学との連携を企図した訓練は行わ

れてきておらず，これが初の試みとなった． 
訓練の中で実施された，外国人住民向けの講座では，

安全な住宅の選び方や，家具の固定方法，ガラスへの飛

散防止フィルムの貼り方などについて解説され，上記の

①を踏まえた内容で実施された． 
また，岐阜市国際交流協会と岐阜大学の連携が実現し

たことで，岐阜市国際交流協会の日本人職員，外国人支

援員と岐阜大学の国際関係部局，国際交流サークルの学

生，防災を担当する総務部局，これまで防災リーダー研

修を受講した職員，防災関係の教員，防災関係サークル

の学生，防災を学ぶ学生という，組織超え，部局超え，

日常系と防災系の連携が実現した．さらに，多言語支援

センター研修に参加した人の中には，地域で防災活動を

行っている日本人住民も含まれており，こういった取り

組みが継続されることで，地域と外国人住民の繋がりの

醸成が期待される． 
国際交流協会が行った，外国人参加者へのアンケート

では，17 名分の回答があり，イベントの感想に関して，
「よい」「ふつう」「わるい」のうち，全員が「よい」

と答えた．不明な点についての自由記述蘭には，「地震

発生時の対策をさらに具体的に聞きたい」「自分の部屋

で地震が起きたときの一番正しい避難方法と，家具の置

き方」といった回答が目立ち，発災時の対応に関する周

知が一段と求められていることが明らかになった． 
このイベントでは，当事者である外国人を含めた訓練

によって，実際に災害時多言語支援センターを設置する

際に生じうる課題も洗い出された．今回築かれた，地域

住民や岐阜大学・岐阜市国際交流協会間の関係から，災

害時多言語支援センターをよりスムーズに設置すること

に繋がることが期待される．  
(2) 岐阜県による外国人防災リーダー育成講座 
岐阜県では 2018年から外国人防災リーダー育成講座を
開催している．これは，外国籍住民自身によって，他の

外国人住民への防災啓発活動，災害時の情報発信ができ

るようになることを目指すものである．本講座の 2019年
のカリキュラムでは，防災に関する基礎知識修得，わか

りやすい情報発信のありかた，情報発信（プレゼンテー

ション）の実践を行っており，この内，防災に関する基

礎知識部分で，具体的な対策を示している（①）．全日

程に渡って，大学とつながっている，地域で防災活動を

している日本人住民にも参加してもらった．これは，②

の外国人住民と地域で防災活動を行う日本人住民との顔

の見える関係の構築を狙いとしたものである．なお，外

国人の受講者の多くが，行政の職員や，国際交流支援員

として通訳として活動している人，地域の外国人コミュ

ニティの中心になっている人などである． 
講座内で実施された，外国人参加者 11名分のアンケー
トでは，全員が「生活にとても役立つ講座だ」と回答し

ており，①については相応に理解できたものと考えられ

る．また，最終日のプレゼンにあたっては，地域で防災

活動をする日本人が，防災知識やスライド作成について

協力されており，②についても一定の効果がみられた．

このような関係が継続できれば，防災を通じて，外国人

住民と日本人住民の協働が進むことが期待される． 
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「自助・共助・公助」という区分に関する一考察 

―行政課題を検討するツールとしての使用法― 
 

A study on the classification of "self-help, mutual help, public help" -Usage as a tool for examining administrative issues- 
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The words "self-help, mutual help, public help" are used in various fields such as disaster prevention, welfare, and civic 
activities. It is a very useful tool for narrowing down the points of discussion. However, the definition often differs 
depending on the user's standpoint. In this paper, I analysis the usage of these words in the government, and propose an 
effective usage for examining administrative issues and making policies. 

 
Keywords : Self-help ,Mutual help, Public help, Administrative issues, Making policies  

 
はじめに 

 「自助・共助・公助」という言葉は,防災の領域に限らず,

福祉・まちづくりなど様々な領域で使われている.特に,

「公助の限界」から「共助」の必要性・重要性が強調され

ており,最近では,「共助社会」という表現も多くみられ,

「共助」が少子高齢社会・人口減少という大きな課題を抱

える日本社会の処方箋のように取り上げられている. 

 しかし,何をもって「自助・共助・公助」とするかについ

ては,それを使う論者によってかなり違いがみられる.公

助の領域（＝行政の担うべき領域）をどこにするのかにつ

いては,極めて政治的な課題であるとともに行政学的にも

難解な問題である.行政は「公助」のみを担っていればよ

いということはなく,「自助」や「共助」の取り組みへの支

援や普及啓発が求められている.そうなると「共助」は行

政と関連を持つものなのか,それとも独立した領域を指す

ものなのか,その違いを無視して同じ用語を使ってしまう

と,全く違う議論を展開することになりかねない. 

 本稿は,用語の定義の違いによる混乱を防ぎ,行政機関

が防災等の行政課題を検討したり政策立案を行う上で有

効なツールとして使うためにはどのような点に留意すべ

きか,その使用法について考察し,私見として筆者なりの

提案をすることを目的としている. 

 そのため,国を始めとした行政機関等の資料の中で,「自

助・共助・公助」の使われ方の整理を試み,特徴について分

析を行い,有効な使い方について述べる. 

 また,稿を改めて,災害時に地域の総合防災の拠点とな

るべき基礎的自治体の本庁舎整備の事例をもとに,「自助・

共助・公助」の具体的な使い方について考察したい. 

 

１．第１の用語法 

(1) 主体や資金による区分 

 「自助・共助・公助」という言葉の使われ方で最もシン

プルなものは,文字通りきれいに３分割し,それぞれ独立

したものとして説明する使い方であろう.中でも,活動主

体で「自助・共助・公助」を区分けする考え方がポピュラ

ーな使い方である. 

 災害対応で使われる代表的な事例は,阪神・淡路大震災

における救助主体による,「自助・共助・公助」の区分けで

あろう.自分自身や家族で災害から脱出したものを「自助」,

友人や隣人に救助されたものを「共助」,消防・警察・自衛

隊など公的機関による救助を「公助」とするもので,だれ

がその命を救ったのかという事実を示す,非常にわかりや

すい事例といえる(1)1)2). 

 この場合,「共助」の領域は個人や行政の活動を除き,友

人や隣人といった地域住民や自治会,ボランティア,NPO 法

人などの活動を示すものとなる(図１). 

 
図１ 第１の用語法（主体による区分） 

 また,資金の出どころで「自助・共助・公助」を区分けす

る考え方もある.「自助」は自己資金,「公助」は税金（公

的扶助）,「共助」は相互扶助的な資金（リスクを共有する

者の資金）とするものである. 

 社会保障の分野において,自己資金で民間の保険サービ

スを購入する場合は「自助」,社会保険のように特定の対

象者でサービスを賄う場合を「共助」,税金で賄う場合は

「公助」というように３区分するものがその例であろう
(2)3)4)5).この共助の領域には,社会保険のほかに,特定の地

域・職域で実施されている各種共済事業などもこの範疇に

入れてよいと思われる(図２). 

 
図２ 第１の用語法（資金による区分） 

(2) 特徴と留意点 

 「公助の限界」に対応するため,「自助」,特に「共助」

の重要性を強調するために使われることが多いが,「自助」

と「公助」の領域を除き,特定の主体が活動する(あるいは

費用負担する)領域を「共助」として位置づけていること

と,使用にあたって想定する場面が比較的明確になってい

る(例えば「生死を分ける場面」とか「誰がその費用を負担

するのか」など)ことが大きな特徴である. 

 一市民から行政に至るまでの活動を大きく３区分して

捉え,特定の場面を切り出して検討するいわば「静止画」

としての使用方法と言える.そのため,論点を明確化する

には,一見非常に便利なツールである. 

自 助

（本人・家族）

共 助

（自治会・ﾎﾞﾗﾝﾃｨｱ）

公 助

（行政）

自 助

（自己資金）

共 助

（社会保険等）

公 助

（税金）
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 特に,防災関係では,「公助の限界」を前提に災害時に自

分(達)の生命を守るという特定の場面を想定し,その際に

はどのような行動を誰がどう取るべきか,そうなった時の

ために普段からどのような準備が必要かという普及啓発

的な政策のためには,非常に訴求性が高く,市民にも理解

しやすいものと言えよう. 

 また,資金での区分も,社会保障と税の一体改革などは,

「自助・共助・公助」のどこがどの程度費用を負担すべき

かというテーマであり,それぞれの役割分担のあり方につ

いて論点を提示する意味で,この用語法は行政課題の焦点

がどこにあるのかを示すツールとなっている. 

 その反面,静止画であるがゆえに,その課題が解決され

た次に何が必要で,そのためにはどうすればよいのかとい

う観点や,「自助・共助・公助」それぞれを独立のものとし

て捉えるのではなく相互補完性を探る観点が必要で,これ

らが抜け落ちてしまうと「自助・共助・公助」それぞれの

責任分担的な使い方に陥るおそれがある. 

 例えば,災害から「自助・共助・公助」のいずれかによっ

て生命が救われた後,今度は避難所にどうやって行くのか,

避難所をどう運営していくのかといった,次の行動や課題

への準備が必要で,それにはまた別の議論が必要となる. 

 また,「自助」や「公助」に比べて,「共助」の領域にお

いては,単純に主体や資金では整理しきれない問題を内包

している.例えば,自治会やNPO法人が活動の主体であった

としても,行政からの補助や委託を受けて実施するものは,

「共助」か「公助」か判断が難しいものがある.社会保険に

しても同様で,保険料そのものには税金が投入されており,

こちらも純粋に「共助」と言い切れない面がある(図３). 

 
図３ 共助と公助の境界 

２ 第２の用語法 

(1) 共助の担い手 

 第２の用語法は,第１の用語法のように「自助・共助・公

助」の３区分それぞれを明確に区分して考えるのではなく,

主に「共助」の領域にターゲットを絞り,地域社会を構成

する様々な主体が協働する活動を「共助」として捉える使

い方である. 

 そのため,第１の用語法で「共助」の主体とされた地域

住民や自治会,ボランティア,NPO 法人に加えて,民間企業

や金融機関,教育機関なども共助の担い手に含んでいる.

さらに,「公助」の主体である行政(特に市町村といった基

礎的自治体)も,この共助の担い手に含むことがある 6)7)8). 

 対象とする分野は,防災や福祉の特定の一場面というよ

りも,ある(例えば防災上の)地域課題の解決やまちづくり

のための様々な事業に着目し,特定の主体単体の活動とい

うよりも,多様な主体の組み合わせによる協働によって,

いかに「共助社会」を作り上げていくかという文脈で使わ

れている(図４). 

 
図４ 第２の用語法（共助の担い手） 

 第１の用語法と比べて登場するプレイヤーが多く,協働

するプレイヤーの組み合わせも多種多様となることから,

「共助の担い手」となるプレイヤーの特性や期待される役

割を示す総論と,実際に協働した事例を紹介する各論がセ

ットで構成されているものが多い. 

(2) 特徴と留意点 

 「公助の限界」に対応するため,「共助」の重要性を説く

ことは第１の用語法と同様ではあるが,「共助」の領域に

主眼を置いて,地域課題の解決のために様々な主体による

協働の必要性や実際の成果について述べることから,「共

助」による課題解決への取り組みの多様性や可能性を示す

には有効なツールといえる. 

 特に,どのような課題に対してどのようなプレイヤーで

協働して解決に当たったかという個別事例の紹介を通じ

て,同じような課題を抱えている他の地域にとって,取り

組みの方法を探る指針となると思われる. 

 また,行政も「共助」のプレイヤーとして位置づけるた

め,第１の用語法と異なり,共助の領域の中には行政がプ

レイヤーとして関与するものと関与しないものの両方が

含まれていることも特徴としてあげられる. 

 ただ,総論の部分は,それぞれの主体の特性や,それに応

じた期待される役割に関する記述が中心となり,様々な地

域課題に対して連携して解決に当たる「共助の担い手」と

しての役割分担的な内容とならざるを得ない面がある. 

 各論の部分は,特定の地域課題の解決に向けて協働した

それぞれの主体の果たした役割や成果について紹介され

るため,第１の用語法と較べて「動画」的となるものの,ど

うしても事例集的なものにならざるを得ない面がある. 

 

３ 「自助・共助・公助」の新たな視点 

 「自助・共助・公助」の使い方を２つの用語法に分類し

てその特徴や留意点をみてきた.本稿の目的である「自助・

共助・公助」の枠組みを,用語の定義の違いによる混乱を

防ぎ,行政機関が防災等の行政課題を検討し政策立案を行

う上で有効なツールとして使うためには,これらを包括で

きるような方法を探らなくてはならない. 

 そこで次に,そのために必要と考えられる３つの視点を

提示することとしたい. 

(1) 動画としての視点(第１・第２の用語法の融合) 

 第一にカギとなる視点は,その事業のどの部分を誰の課

題として捉えるかという点である. 

 例えば,ある施設を整備してそこで行政がサービスを提

供する場合は,第１の用語法では「公助」という整理にな

る.施設整備と運営は行政の課題と考えればこれでよいか

もしれないが,実際にこの事業が本当の意味で完結するに

は,利用したい市民がその施設まで来てサービスを受けら

れる状況まで考慮しなければならない. 

 施設へのアクセスを,①自力又は自費で向かう(自助),

②地域のボランティアや NPO 法人の力を借りる(共助),③

行政が巡回車両を用意する(公助),④福祉タクシーのよう

に行政と民間企業がタイアップして送迎手段を確保する

(官民連携)など,様々な政策手段がある(図５). 

図５ 動画としての視点 

(共助･公助)共 助自 助 公 助

（本人・家族）

（自己資金）

（自治会・ボランティア）

（社会保険等） （税金）

（行政）

【主体による区分】

【資金による区分】

自 助 公 助
共 助

（まちづくり・地域づくり）

ﾎﾞﾗﾝﾃｨｱ
自治会

企業 金融機関

教育機関
行政

NPO法人ｿｰｼｬﾙﾋﾞｼﾞﾈｽ

共 助

（なし）

自 助

(自力移動・申込み)

公 助

(施設サービス提供)

第1の用語法の行政
としての事業領域

共 助

(ボランティアで送迎)

(福祉タクシーなど)

自 助

(出発準備・申込み)

公 助

(施設サービス提供)

一連の事業で考えると・・・
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 第２の用語法のように,「共助」の部分で何が出来るの

か探ることも大切であるが,「自助・共助・公助」の枠組み

を持ったまま一連の事業として捉え,それがうまく回るた

めには,どの部分をどの「主体」が誰の「資金」をもって担

うことが出来るのか,行政単体では無理であれば複数の主

体の協働で成り立つ方法はないか,どこまで自助で負担し

てもらうかといった,役割分担や費用負担の検討をするた

めのフレームとして「動画」的な使用をする場合,一定の

有効性があると思われる. 

 「自助・共助・公助」は,それぞれ独立したものではなく

相互補完的なものであり,一連の事業として「自助・共助・

公助」を俯瞰的に捉えることで,それぞれの課題や取りう

る手段(行政であれば政策手段)を検討することが可能と

なる. 

(2) 市民協働と行政協働の視点(共助における２つの領

域) 

 二点目は,「共助」の領域の中の行政の位置づけである. 

 １-(2)で述べたように,第１の用語法では行政は「共助」

に含まれないが,実際に自治会や NPO 法人の活動に対して

補助を出す場合や委託料を払うような場合もある.社会保

険は「共助」の範疇に入れられるが,その保険料には税金

が投入されているものもある.そのため,「主体」や「資金」

をもって単純に「共助」と「公助」を区別することには,か

なり疑問が残る. 

 第２の用語法では「公助」を担う行政も共助のプレイヤ

ーとみなすため,このような問題は起きにくいが,様々な

主体の多様な組み合わせで行われる協働活動を「共助」と

するとなると,２-(2)で述べたように行政が関わる「共助」

と関わらない「共助」の両方が存在することになる. 

 これらの用語概念を見る限り,そもそも「共助」の領域

は,行政と関わりなく展開される市民同士の協働の部分と,

行政との協働の二つによって構成されると考えた方が合

理的である.前者を「市民協働」,後者を「行政協働」と呼

ぶこととし,「共助」の領域が２つの部分から構成されて

いると考えることとしたい(図６). 

 
図６ 市民協働と行政協働の視点 

 防災白書で論じられている「共助」は,まさに市民協働

を志向したものと言えよう.一方で,「自助」「共助」と言

いつつも,「公助」による何らかの支援・関与は行政に求め

られることになる.行政単独で解決できない課題,あるい

は地域で解決を図らなければならないような課題であっ

ても,行政が呼び水的に直営(公助)で始めたり,共助の構

成員となりうるプレイヤーを集めて行政主導で事業を始

めることも考えられる.会議の開催や事業への財政的支援,

有識者の招致といった人的支援など様々な政策手段を用

いて,はじめは行政協働であったとしても,徐々に主体的

な市民協働へと近づけていくことが求められる. 

 平成 26（2014)年度から導入された地区防災計画の策定

などは,まさにこういった取り組みの最たるものであろう.

地区ごとの状況に合わせて,行政はアプローチの方法を組

み立てていく必要がある(3).地域の防災力を高め,いざと

いうときに市民協働によって迅速に緊急,応急対応できる

ようになるための政策検討を行うためにも,このような視

点は重要なものとなってくる. 

(3) 公益非営利と公益営利の視点(官民連携との関係) 

 三点目は,「共助」の領域の中の民間企業の位置づけで

ある. 

 現代社会において,紙やペンを使うにも,それを自分で

製作することはほとんどあり得ない.個人の生活も各団体

の活動も行政活動も,市場からの調達を抜きにしては成り

立たない.かといって,これらの調達活動をすべて「共助」

というような区分けをすると,共助の領域は果てしない広

がりを持つことになる.営利法人である民間企業がどのよ

うなところで「共助の担い手」となりうるのか,その視点

を持つことが必要である. 

 第２の用語法では,民間企業も共助の担い手として位置

づけられるが,まちづくりへの寄与や地域活性化のための

社会貢献活動が主なものとなっており,公益非営利の領域

を前提としている.ただ,その中にはソーシャルビジネス

のように営利活動を通じて地域課題の解決や地域活性化

を図る活動が含まれていたり,金融機関の場合などは NPO

法人への融資も取り上げられている(4). 

 ３－(1)で,共助の例として福祉タクシーを挙げて官民

連携を取り上げたが,そもそも官民連携は「ＰＰＰ」と呼

ばれ,３つ目のＰはパートナーシップを意味している.官

民が連携して公共サービスの提供を行うもの(5)であり,営

利活動であっても公益を担うものであることから,これを

「共助」と全く無関係とする事は適切ではない(6).もし切

り分けてしまうと,共助の担い手としての民間企業の位置

づけは,社会貢献活動しか見いだせなくなってしまう. 

 ただ,確かに営利活動と非営利活動を,「共助」の領域の

中で同列に扱うことは難しい面がある.そこで,第１・第２

の用語法で使われている共助は「公益非営利の領域」と,

ＰＰＰの意味する共助は「公益営利の領域」へと,２つの

軸で考えた方が良い(図７). 

 
図７ 公益非営利と公益営利の視点 

 その場合,公益非営利の「共助」と同様に,公益営利の「共

助」は,行政協働に当たる部分と市民協働(民民協働)に当

たる部分が存在する.ＰＦＩなどは共助でも行政協働の領

域に当たることになり,金融機関が NPO 法人への融資行う

事例などは,市民協働の領域に当たることになる. 

 このように捉えることで,営利・非営利どちらにも登場

する「共助の担い手としての民間企業」と行政との関係性

を整理することができる. 

 

まとめ 

 「自助・共助・公助」の使われ方を整理し,行政課題を検

討し政策立案を行う上で有効なツールとして使うために

必要となる３つの視点について述べた.防災対策としてこ

のツールを使う際に必要となる事項を以下にまとめる. 

行政協働

行政が市民と協働する領域

市民協働
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公園清掃・５３０運動など

自治会活動・商店会活動
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(1) 通常時と非常時のシームレス性 

 災害が発生した際には,あらゆる資源を使って人命の救

助,応急・復旧に向けて取り組んでいかなくてはならない

が,実際,災害発生時はその場に居合わせた者たちでパー

トナーシップを作り出し,被災状況に応じて臨機応変に対

応しなければならない.しかし,非常時に見ず知らずの者

とすぐにパートナーシップを作り出すことは容易なこと

ではない.また,パートナシップを作り出すためには,誰か

がイニシアチブを取らなければならないが,これも状況に

大きく依存することになる(7). 

 例えば,非常時に必要だからと言ってそのときにしか使

われない設備は,通常時の間使われることなく放置されて,

いざというときに使用できないといったことが多々生じ

る.非常時にしか使われないものを,いかにして普段使い

できるように落とし込めるかが重要になってくる(8)9). 

 通常時に普段使いされるものが,非常時にも生かされる

シームレスな仕組みを,「人間関係」において作るために

も,通常時から「共助」の取り組みを生み出していくこと

が求められる(9)10). 

 単なる営利活動や非営利活動は,「公益」を担うことで

「共助」の領域へ入ることになるが,この「共助」の領域へ

と誘う強力な政策手段を持っている中心は,やはり行政に

なる.通常時における様々な課題に対して行政協働や市民

協働への支援の取り組みを進めていく中で,一見,防災の

課題とは関係のないものであったとしても,その先に非常

時の対応を見据えてその深化を図り,パートナーシップの

形成やイニシアチブを発揮できるような仕組みを探って

いく姿勢が求められる. 

(2) 公益非営利と公益営利の循環 

 通常時と非常時がシームレスに移行できるような仕組

みを作るには,通常時にいかにしてその活動や組織の継続

性を保つかが重要になる.営利法人も非営利法人も,組織

が存続するためには利益又は何らかの収入源を確保して

いかなくてはならない. 

 特に,共助の担い手が継続して協働活動を続けるために

は,その公益活動を担ってもよいと思えるだけの事業価値

に加え,何らかの形で利益につながる仕組みが必要である. 

 非営利の領域では利益の配分をしないとはいえ,活動継

続に必要な利益(又は収入源)は確保しなければならない

し,そもそも協働しようとする事業価値が共有できなけれ

ば協働そのものが難しい.公益営利の領域であっても,こ

の二つがそろわなければ,官民のパートナーシップを結ぶ

ことが難しく.公募しても不調・不落に陥ったり,契約でき

たとしても,事業実施の段階でリスク分担の問題が生じる

可能性がある. 

 特に防災関係では,非常時という特殊な状況を想定して

協働することができたとしても,例えば毎日避難訓練や防

災訓練を繰り返すわけにはいかない.通常時に,上記の仕

組みを組み込まなければ,いつしか普段使いから非常時に

のみ使う関係へと変わってしまう恐れがある. 

 そのためにも,市民協働・行政協働の仕組みの中に公益

非営利と公益営利の循環の２つの視点を持ちながら,多様

な主体による協働の仕組みを,行政としてどのようにプロ

グラムしていくのか検討する必要がある. 

 各主体の活動が,公益非営利の領域で「共助」に貢献し

ながらも公益営利につながり,各主体の継続性が担保でき

るような仕組みを考えるためにも,営利・非営利を問わず,

様々な主体を俯瞰して捉える必要があり,図７で示したよ

うなフレームを使って検討することが有効だと思われる. 

 

おわりに 

 防災関係においては,通常時における様々な主体の取り

組みはもちろん,非常時においては緊急・応急から復旧・

復興に至るまで,その対応に貢献する活動は,営利・非営利

を問わず全て公益性を有することになる.それらを別々に

行うのではなく,連携して対応することが必要であり,そ

のためにも「共助」の概念が重要となってくる. 

 本稿においては,行政の立場から見た際の,その初期的

な整理と論点の提示を行った.次稿において,具体的な事

例を取り上げ,その検証を行っていくこととしたい. 

補注 

(1) 防災の分野だけでなく,福祉や市民活動の分野において,自

分の事は自分で行うことを「自助」,ボランティアや NPO 法人な

どによる地域活動を「共助」,行政サービスを「公助」とするも

のも,主体による区分といえる. 

(2) 参考文献[3]では,「自助・互助・共助・公助」と４区分して

いるが,「多様な支援の提供を『誰の費用負担で』行うのかとい

う視点から整理」していることから,第１の用語法に含めてい

る. 

(3) 参考文献[2]では,地区防災計画策定に向けた活動のきっか

けは,市区町村の働きかけによる場合が全体の 69％を占めたと

されている(68 ページ). 

(4) 参考文献[6]では,非営利法人である信用金庫による NPO法人

向け融資の事例が紹介されているが,地方銀行においても条件

付きではあるが NPO法人への融資制度が設けられている. 

(5) 「公民が連携して公共サービスの提供を行うスキームを PPP

（パブリック・プライベート・パートナーシップ：公民連携）

と呼ぶ」(特定非営利活動法人 PPP/PFI協会サイトより).PPPに

は,PFI,指定管理者制度,市場化テスト,包括的民間委託なども

含まれる.なお,本稿では「公民」を「官民」と表記している. 

(6) 第２の用語法の中には,ＰＰＰを「共助」に位置付けるものも

ある(参考文献[6] 4ページ). 

(7) 熊本地震の際の避難所運営においても,避難所ごとに様々な

主体がイニシアチブをとって運営されていた（熊本地震におけ

る一避難所運営に関する支援自治体職員から見た考察と今後

の教訓について,内谷,地域安全学会梗概集 No.43） 

(8) 参考文献[9]の「フェーズフリー」の概念と近いものがある.

特に「ビジネスとして永続的に理想へ近づけていく社会の実現

を目指」す部分は,公益非営利と公益営利の循環ともつながる

ものと考えられる. 

(9) 参考文献[10]でも,通常時からの関係性づくりの重要性を述

べているほか,行政協働の取り組み事例を多く載せている. 
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地域住民の証言にみる東日本大震災被災前の地域類型 
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 While reconstruction is progressing in Great East Japan Earthquake stricken area, it may not pay attentions for the 
pre-disaster regional context. The purpose of this study is understanding the regional patterns of the disaster-stricken 
areas based on the testimonies recorded in the "Town of Memories Workshop" in order to prevent the disconnection of 
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1． 研究の背景と目的 
 2011年 3月 11日の東日本大震災により，岩手や宮城，

福島の東北 3 県をはじめとする多くの地域において甚大

な被害が発生した． 

ハード面の復興が進み新しい地域空間ができているが，

被災前の地域空間とは大きく様相を変えてしまい地域の

文脈の断絶が進んでいる恐れがある(1)．そのような状況

において記憶の場の消滅という危機感から，地域の集合

的記憶への関心が高まったことが指摘され(2)，各地域の

人々が有する記憶をいかに留めておくかが課題とされて

いる(3)． 

上記の課題の解決に向けて，東日本大震災被災後に記

憶を継承するための様々な取り組みが行われている． 

 その中で被災前の地域の姿や営みの記憶を継承しよう

とする取り組みの 1 つとして「失われた街」模型復元プ

ロジェクトの「記憶の街ワークショップ(以下記憶の街

WS)」の活動が進められている(4)．同様の事例の中でも特

に多くの被災地で，大量の住民の証言が記録されている． 

地域の記憶を留めておくことが記録し伝えていくこと

だと仮定すると，そのためにはその記憶の特性を把握・

整理し，可能な限り伝わりやすくしていく必要があると

考える．しかし，記憶の街 WSで記録された証言の特性に

ついての分析は十分なされていない． 

 そのため，本研究では東日本大震災被災地における地

域文脈の断絶の緩和に向けて，記憶の街 WSで記録された

証言を分析し，各被災地域の被災前の特性を把握するこ

とをその目的とする．具体的には，広範囲の被災地域を

被災前の特性から如何に類型化ができるか検討するもの

である． 

 

 

2． 先行研究と位置づけ 
東日本大震災被災地は復興構想会議の提言(5)など，そ

の地理的配置や被害状況から類型化されることが多いが，

本研究では被災地の地域文脈の断絶の緩和に向けて，被

災前の多様な地域の特性からみた類型化を試みる． 

被災前の地域の特性を住民の記憶から捉えた研究とし

て，槻橋ら(6)の記憶の街 WSを通じた被災し物理的に地域

空間を喪失した状況における，地域社会継承のための固

有の空間的基盤の再生可能性について考察した研究があ

る．記録された証言についてその特性の読み取り方や，

被災前の大槌町町方地区の証言の特性を読みとった結果

が示されている． 

またそれに呼応し，佐藤ら(3)は事前復興計画の策定手

地域安全学会梗概集 No.46, 2020. 5

- 107 -



 

 
 

法確立という観点から記憶継承方法を考察し，和歌山県

由良町衣奈地区において被災前からの固有の地域文脈の

再生可能性が示されている． 

これらは広い被災地域のごく一部の特性を示したもの

であり，本研究では，広域の地域空間の特性の包括的な

分析を行い，類型化を試みる点で新規性がある． 

 

 

3． 研究方法 
(1)記憶の街 WS(7) 

本研究では記憶の街 WSで得られた「つぶやき」を分析

する． 

「記憶の街 WS」（7）では岩手・宮城・福島の各被災地

を対象に住民と震災前の地域模型を用いて着彩―対話型

WS を行っている．その中で，比較的短い記憶などを記載

した「記憶の旗」や地域空間を認知した上での証言を記

載した「つぶやき」で示される地域の記憶を多量に集め

ている．「つぶやき」証言は，模型を眺め記憶の中でか

つての空間を想起しながら語られる言葉である．そのた

め「つぶやき」は，言及される場所の有無や，場所の性

質により地点として一か所に指定できる場所や領域とし

て空間上に場所を特定可能か分類されている． 

 また，記憶の街 WSごとに「つぶやき」はまとめられて

おり，その WS の期間はさまざまである．2011 年 3 月 11

日に東日本大震災が発生し，同年 3月 25日に「失われた

街」模型復元プロジェクト実行委員会が発足した．その

後，同年 6月 28日～7月 2日にプレ WSが行われ，同年 8

月 7日～8月 11日に「第 1回記憶の街 WS」が気仙沼にて

行われた．そして現在まで活動が続けられている．「つ

ぶやき」がまとめられている WSを表１に示す． 

記憶の街 WSの「記憶の旗」と「つぶやき」には重複す

る証言内容もあるため，今回は「つぶやき」のみを分析

することとする．「記憶の旗」に関しては単語のみのも

のも多いが，「つぶやき」がより文章として長く，内容

が分かりやすい上に分析において処理がしやすいことも

分析対象として選んだ理由である． 

また，発話者により「つぶやき」量が異なるが，本研

究では「つぶやき」はすべて幾らかの句点で絞められた

文章とし，一つの句点で形成された文数を証言数とする． 

 

(2)分析手法について 

前記した「つぶやき」を対象として，人為的な操作も

少なく膨大なデータを扱うことができる RMeCabのテキス

トマイニングを用いて分析をする(8)．そして以下の手順

をとる． 

①全つぶやきを記録年ごとに分けてコレスポンデンス

分析を行い，記録年ごとの証言特性の違いを示す． 

②岩手県のつぶやきに含まれる名詞についてコレスポ

ンデンス分析を行い，散布図を描画する． 

③散布図から各地域の類型分けを行う． 

 

 

4． 「つぶやき」にみる震災の影響 
 「つぶやき」には地域の様子として様々な事柄が述べ

られているが，震災に関する発話も含まれている．「つ

ぶやき」には地域の様子として様々な事柄が述べられて

いるが，震災に関する発話も含まれている．震災後の経

年による「つぶやき」の内容への影響を明らかにするこ

とで，実施時期における記憶の街 WSの特性，並びに地域

の特性を抽出するためのデータとしての有用性を調べる． 

「つぶやき」にテキストマイニングを用いて，単語の

出現数が証言数に対して 1％以上の名詞と動詞（非自立

詞，数詞，固有名詞，接尾詞，代名詞は除く）の地域毎

のデータセットを作成する． 

 データセットにコレスポンデンス分析を行うと図 1 の

ようになる．ｘ軸は，右側に「仮設」，「亡くなる」， 

「全壊」など震災に関連する単語が多く，左側に「遊

ぶ」，「食べる」，「公園」など日常生活に関連する単

語が多いため，「日常―被災」と読むことができる．震

災後から経年 1 年目はｘが約 1 に位置しており，経年 2

年目から 7 年目ではｘが-0.5 から 0 に位置している．ｘ

軸に震災の影響が表れているため，経年 1 年目はそれ以

降に対して「つぶやき」データが大きく震災の影響を受

けていることが分かる． 

 

表 1 記憶の街 WS一覧

 

No WS名 都道府県 対象自治体 期間 来場者数 証言数 No WS名 都道府県 対象自治体 期間 来場者数 証言数

1 第１回 記憶の街WS 宮城県 気仙沼市 2011.08.07-08.11 100 114 21 記憶の街WS in 石巻 宮城県 石巻市 2014.07.26-08.01 3118 439

2 第２回 記憶の街WS 宮城県 気仙沼市 2011.08.17-08.21 80 431 22 記憶の街WS in 大沢 宮城県 気仙沼市 2014.08.07-08.15 200 215

3 鹿折WS 宮城県 気仙沼市 2011.09.03-09.05 50 104 23 記憶の街WS in 閖上 宮城県 名取市 2014.10.13-10.19 1024 244

4 第一回 記憶の街WS in 大島 宮城県 気仙沼市 2012.03.17-03.18 60 206 24 記憶の街WS in 山元町 磯地区 宮城県 山元町 2014.10.18-10.21 167 81

5 第二回 記憶の街WS in 大島 宮城県 気仙沼市 2012.05.04-05.05 97 459 25 記憶の街WS in 女川 宮城県 女川町 2014.11.24-11.30 287 251

6 記憶の街WS in 大槌町 岩手県 大槌町 2012.06.16-06.24 270 182 26 第３回 記憶の街WS for 浪江町 福島県 浪江町 2015.02.21-02.27 254 226

7 記憶の街WS in 気仙沼内湾 宮城県 気仙沼市 2012.09.22-09.30 1064 969 27 記憶の街WS for 富岡 福島県 富岡町 2015.06.01-06.07 358 776

8 記憶の街WS in 田野畑 岩手県 田野畑村 2013.01.08-01.13 240 861 28 記憶の街WS in 大槌町 安渡地区 岩手県 大槌町 2015.07.26-08.01 189 213

9 第１回 記憶の街WS for 浪江町 福島県 浪江町 2012.02.22-02.26 450 810 29 記憶の街WS for 大熊町 福島県 大熊町 2015.10.11-08.18 266 1440

10 記憶の街WS in 山田町 岩手県 山田町 2013.03.13-03.20 312 336 30 記憶の街WS for 双葉町 福島県 双葉町 2015.11.30-12.06 50 514

11 記憶の街WS in 田老 岩手県 宮古市 2013.04.09-04.12 648 771 31 記憶の街WS in 新地町 福島県 新地町 2016.01.10-01.16 321 511

12 記憶の街WS in 大槌 岩手県 大槌町 2013.05.13-05.19 810 836 32 記憶の街WS in いわき・久之浜 福島県 いわき市 2016.01.10-01.16 94 179

13 記憶の街WS in 釡石 岩手県 釜石市 2013.06.01-06.07 698 956 33 記憶の街WS for 楢葉 福島県 楢葉町 2016.08.29-09.04 292 410

14 記憶の街WS in 大船渡 岩手県 大船渡市 2013.08.05-08.11 447 427 34 記憶の街WS in 鵜住居 岩手県 釜石市 2016.09.22-09.28 347 998

15 記憶の街WS in 陸前高田 岩手県 陸前高田市 2013.09.02-09.08 1669 1993 35 記憶の街WS in 大川地区-釜谷・間垣地区 宮城県 石巻市 2016.11.21-11.26 247 765

16 記憶の街WS in 島越 岩手県 田野畑村 2013.09.30-10.06 200 203

17 記憶の街WS in 小本 岩手県 岩泉町 2013.11.04-11.10 206 274

18 記憶の街WS in 野田村 岩手県 野田村 2013.12.02-12.08 221 528 37 記憶の街WS in 大川地区 宮城県 石巻市 2017.08.10-08.16 443 575

19 第２回 記憶の街WS for 浪江町 福島県 浪江町 2014.02.05-02.11 688 445

20 記憶の街WS in 志津川 宮城県 南三陸町 2014.05.19-05.25 534 572

996

38 記憶の街WS in 只越 宮城県 気仙沼市
2017.08.10-08.12
2017.08.17-08.19

126 137

36
記憶の街WS in 大川地区-長面・尾崎地区

記憶の街WS in 大川地区
宮城県 石巻市 2017.03.12-03.14 684
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図 1 つぶやきの経年変化分析 

 

 

5． 岩手県の「つぶやき」にみる地域類型 
(1)対象地域 

岩手県と宮城県，福島県を比較し，記憶の街 WSの開催

地域毎の証言数の最低値が最も高いことから，今回岩手

県を研究対象地域とする．「つぶやき」の証言数が WSご

とに 200 以上あり，震災から経年 2 年以降に記憶の街 WS

が 13 回 12 地域において行われているため研究対象地域

とした(表 1)．また，No.6と No.12の記憶の街 WSは町方

地区の模型を用いて行われ，No.28 の記憶の街 WS は安渡

地区の模型を用いて実施されたため，前者を大槌町町方

地区として「つぶやき」をまとめる． 

 

(2)「つぶやき」の分析データ生成 

「つぶやき」に出現した名詞がそれぞれの地域の特徴

を表していると仮定し，その名詞により地域を類型とし

て数パターンにまとめる．動詞に関しては共通項が多く

特徴を表すものとして不十分だと考え，本研究では名詞

に限定した． 

まず，類型を出すにあたりデータの整理を行う．原文

のまま名詞が抜かれるため，ほぼ同じ意味の言葉が別の

言葉として出力されている．また，発話者が地域から想

起される記憶を分析するため，地域自体の説明に用いら

れる名詞が本研究に相応であるとする．以上の理由で以

下の操作を行った． 

①「お祭り」や「祭り」，「祭」などほぼ同じ意味で

あるが別の名詞として出力されたものの統合． 

②「上」や「付近」などその名詞そのものに具体性が

ないものの削除． 

③「昔」や「毎年」など時間や期間を表す名詞の削除． 

④「子供」や「大人」といった人を表す名詞の削除． 

⑤地名の削除． 

⑥施設名やイベント名など地名以外の固有名詞の一般

化． 

 その結果として，地域毎に名詞とその出現数のデータ

セットを作成した．それぞれの地域において最低でも出

現数が 5つになるように，証言数に対して 2％以上の出現

率のあった名詞を対象としている．また，類型として共

通要素を重視するために出現率が 12地域において総和が

5％以上になるものを分析するデータとして採用した．そ

して，コレスポンデンス分析を行うことにより，図 2 の

散布図が得られた． 

 

 
図 2 コレスポンデンス分析結果 

 
(3)地域類型 

図 2 から上のほうに漁や工場，船など仕事としての特

徴があると捉えることができる．また下のほうには，散

歩や通り，桜など日常生活に関する特徴があると捉える

ことができる．結果として，y 軸を「仕事―日常生活」

と推測できる．そして，左のほうに部落や川，田んぼな

ど集落としての特徴があると捉えることができる．また，

右のほうに，工場や飲み屋，スーパーといった都会とし

ての特徴があると捉えることができる．結果として x 軸

を「集落―都会」と推測できる． 

このように軸をとると，図 3 のような 4 つの類型を表

すことができる． 

まず，x軸に関して，大きく 2つのグループに分けられ 

る．ｘが 1 以上に釜石市沿岸部と大船渡市中心市街地が

位置する．また，それ以外の x が 0 付近にその他の田野

畑村羅賀地区や田野畑村島越地区，宮古市田老地区，山

田町中心市街地，岩泉町小本地区，大槌町安渡地区，釜

石市鵜住居地区，野田村中心市街地，大槌町町方地区，

陸前高田市中心市街地が位置している．前者を「都市グ

ループ」，後者を「街グループ」とする．そして，街グ

ループの中でも y が 0.5 以上に田野畑村島越地区と田野

畑村羅賀地区が位置しており，ｙが 0 以上 0.5 以下に宮

古市田老地区，山田町中心市街地，岩泉町小本地区，大

槌町安渡地区が位置し，ｙが 0 未満に釜石市鵜住居地区，

野田村中心市街地，大槌町町方地区，陸前高田市中心市

街地が位置している．それぞれ前から「漁業集落グルー

プ」，「まちグループ」，「漁業とまちグループ」とす

る（図 3，4）． 

以上のように，12 の地域を「都会グループ」，「漁業

中心の街グループ」，「漁業と日常生活の街グループ」，

「日常生活の街グループ」と分けられた． 

 

 

6． まとめ 
「失われた街」模型復元プロジェクトの記憶の街 WSによ

り得られた「つぶやき」にテキストマイニングを用いる 
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図 3 地域類型分け結果 

 
図 4 記憶の街 WS地域写真と類型 

 

 

ことによって，岩手県の 12地域で集めた 8,478の「つぶ

やき」を同時に分析できた． 

記憶の街 WSのデータは，震災から 1年目のみ被災の特

徴が大きく表れ，2 年目以降はほぼ一定に被災前の特徴

が表れるということが明らかにになった． 

岩手県における記憶の街 WSを行った地域に対し「つぶ

やき」にコレスポンデンス分析を用いることによって，

地域の包括的な特徴として「仕事―日常生活」軸と「集

落―都会」軸を読み取ることができた．さらに，その地

域を「漁業集落グループ」と「漁業とまちグループ」，

「まちグループ」，「都市グループ」の 4 種類に地域類

型を分けることができた．今後は同じ地域類型に分類さ

れた地域がどのような被害を受け，どのような復興して

いるのか，経験を共有し視野を広げることが地域文脈の

断絶の緩和につながると考える．そのような検証は今後

の課題とする． 

また，今回は「つぶやき」に関しては場所が特定でき

るものとできないものがあったため，場所についての分

析は行わなかった．場所の情報も加えて分析することに

よって，地域特性と被害状況と照らし合わせることが必

要であると考える．また，「記憶の旗」にも同様の分析

を行い，データとしての特徴を明らかにすることを今後

の課題とする． 
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巨大災害時における自治体の災害対応と潜在的土地利用に関する研究�
―事前復興シナリオの検討―�
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�
１．はじめに 
現在，地方自治体には地域防災計画（�），受援計画，

%&3などの防災計画が存在する．�しかし，従来の防災計

画では部局ごとの役割を羅列することに留まる事例や，

時系列対応や部局間の対応が考慮された計画でも初動・

応急期の対応を中心とした事例が多いのが現状である．

そのため，未災地でもし巨大災害が発生したら様々な課

題に直面し，防災計画があっても実用性が欠ける恐れが

ある．�
そのため，本研究では南海トラフ巨大地震を想定し，

災害発生後の初動・応急対応から復旧・復興までのフロ

ーと要する時間を整理し，複合的・部局横断的な対応の

可視化を図ることをその目的とする．また，そうするこ

とで残った課題も整理する．�
�

２．巨大災害時の復旧・復興対応の整理 
 巨大災害時の復旧・復興には � 年以上の時間がかかる．

著者らは先行研究 �）�）ですでに自治体の災害対応のフロ

ー（図 �）や事前復興計画の策定プロセスについて報告�
�

�
図 1 南海トラフ地震・津波対応フローの整理 

した．�
フロー図では横軸を時間軸に設定し，縦軸を災害対応

業務（域内対応／域外対応）に設定している．そのため，

災害対応の内容と必要な候補地を挙げておくことで，災

害時の施設や土地利用の重複を避けることができる．�
しかし，初期のフロー図（図 �）では過去の災害対応

の所要時間を目安に当該自治体の対応の準備状況は確認

できたが，他の対応との前後関係や依存関係を表すこと

ができず，各対応間に時間的ロスが発生する恐れがある

ことが課題であった．そのため，復旧・復興に係る部局
（�）の相互の対応を見える形にする必要があった．�
�
３．事前復興シナリオの作成 
本章では，図 1 を基に自治体レベルでの対応事項・業

務と要する時間をマトリックスで整理することで事前復

興シナリオを作成する手順について記述する．�
�

（1）復旧・復興対応の整理基準の変更 

南海トラフ地震・津波対応フロー（図 �）では，復

旧・復興対応の内容ごとにに分けて「災害対策本部」

「消防本部」「拠点病院」「拠点避難所」「外部支援受

入」「瓦礫処理」「インフラ・ライフライン」「仮設住

宅・商店街・学校等」「本設住宅・商店街・学校等」

「想定事項と対応」に整理したが，事前復興シナリオで

は災害対応拠点別に分けた．すなわち，まずは域外対応

と域内対応を分類した．本研究の当該自治体では前者は

「消防／拠点病院」が該当し，後者は「道路・港湾等の

インフラ」「救急救助活動」「役場庁舎／災害対策本部」
（�）「学校・保育園」「避難所」「住宅整備」「浸水域

／中心街」「ライフライン（上下水道，電気，ガス，電

話・ネットワーク）」「災害廃棄物処理」がそれに当た

る．�
 

（2）実施時間の明示 

当該自治体では当初は表 1 の①から⑦までの時間軸を
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本
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住
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・

域
内

　　　時間軸
対応

初動期～応急期 復旧・復興期

津波到達 １日 3日 1週間 3か月 １年

災害対策本部設置
　- ゆらこども園

給食センター浸水 遺体捜査
遺体安置所設置
　- 各地区の寺院（☆三つの避難所）

仮遺体安置所（遺体袋で並べる）
　- 由良斎場周辺（私有地）
火葬場設置（油必要）
  - 由良斉場

拠
点
病
院

災害拠点病院
　- 日高医師会

県道23号線から広川ICへ急患移送

消
防
本
部

消防本部設置
　- 日高広域消防署

救護所設置（急患移送）
　- 地域福祉センター
　- 町内医者2人体制

仮設住宅の建設
　- JR紀伊由良駅の東側＠門前地区
　- 由良町立スポーツ施設町民運動場
　　（100戸）＠吹井地区
仮設小・中学校開設
　- 旧衣奈中学校
建築規制推進区域設定
　- 津波浸水3m以上想定区域

仮設商店街の整備
  - 興国寺前の門前町
　　（但し，第1種農業振興地域のため，県
　　から外してもらう必要あり）
仮給食センター設置
　- 旧衣奈中学校
仮役場（3か月～6か月後）
　- 白崎会館の東側の空き地

1次瓦礫置き場
　- 臨港線（町有地）

2次瓦礫置き場
　- 麻生セメント（民有地）
  - 太平洋セメント （民有地）

商業・産業の移転地
　- 門前交差点（農水産の軸の交差点）
　- RP東プラ株式会社 和歌山工場が近くにあり
役所・住宅・学校
　- 新防波堤ありで浸水2ｍ以上の想定区域を盛土
　- 山を切った箇所は，高台移転地造成
　- 本役場：現在の位置（5年後に使える）
移転せず守る産業
　- （株）駒井ハルテック 和歌山工場
　- MES‐KHI由良ドック株式会社

3日で町道啓開 国道42号線啓開
優先啓開
　- 吹井⇔神谷区間
旧道活用
　- 小引⇔戸津井区間

水の工事開始（1か月ぐらいから）
　- 1次配水池，2次配水池は浸水なし

浄水場復旧（1年かかる）
　- 浄水場（水道復旧拠点）
下水復旧
　- 都市下水処理施設（下水復旧拠点）
　- 漁集排水（5カ所）
ガス電気復旧
　- ガス電気修理業者

国道42号線沿い山崩れる危険性あり
　- 水越トンネル周辺
　- 里トンネル周辺
国道42号線一部浸水
　- 入路周辺
浄水場被災

神谷・小引・戸津井地区孤立

想
定
事
項
と
対
応

救援物資配送
　- 由良町防災へリポート
消防・医療・警察・自衛隊の救助拠点
  - 吹井地区

給水拠点
　- 由良町防災ヘリポート
  - 吹井から小引に水をヘリで搬送
救援物資搬送
　➡ 収容避難所・避難所へ
ボランティアセンター設置
　- 地域福祉センター

行政応援職員の受け入れ
　- 白崎青少年の家（200人）
作業員の受け入れ
  - 衣奈区（民宿5軒）
  - 戸津井区（民宿2軒）
  - 小引区（民宿1軒）
  - 大引区（民宿1軒）

一時避難
　- 南消防車庫付近
  - 阿戸消防車庫付近

備蓄物資の活用
　- 畑消防車庫
　- 由良選果場
　- 由良町防災へリポート
　- 武道館
　- 旧衣奈中学校

収容避難所・避難所開設
福祉避難所設置
　- 由良あかつき園
　- 由良みのり園
　- ゆら博愛園

➡ 消防・救急車が通れない
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設定したが，各対応の実施時間を表すのには不便であっ

た．そのため，表 1 のように大きなフェーズを設定した

上で，より詳細な時間軸（地震発生直後～津波到達前，

～1時間後，～1日目，～2日目，～3日目，～1週間，～

3 週間，～1 か月，～2 か月，～3 か月，～6 か月，～1 年，

～2年，～3年，3年～）を設けて整理した． 

 

表 1 災害対応のフェーズ 

事例研究で用い

た時間軸�
内閣府など�

①地震発生直後

～津波到達前�
初動期� 緊急対応期�

②津波到達～�
日目�
③～�日目�
④～�週間� 応急期�
⑤～�か月� 復旧・復興期� 応急復旧期／避

難生活期（～�
か月）�
復興始動期（～

�か月）�
本格復興期（�
か月～）�⑥～�年�

⑦�年～�

 

（3）事前復興シナリオの作成 

前記した方針に従い，図 1 の災害対応を前後関係や依

存関係，実施時間で示すと図 2のようになる．��
このように整理することで，各項目ごとの関係がより

明確になり，対応間に発生する時間のロスについても洗

い出すことができた．また，候補地を巡る選択肢につい

ても記載しておくことができた．�
なお，今回解決案が見つからない下記の課題について

は中長期的課題として残しておくことにした．�
�
①学校：選択肢は多数あるが，将来の生徒数の減少な

ども考慮すると小中一貫校で検討した方が良いが，

検討に時間を要するため課題として残した．�
②仮設住宅：応急仮設住宅と既存公営住宅，借上げ仮

設住宅の ��つの選択肢があるが，検討に必要な事前

調査が行われていなかったため，検討を延期した．�
�
４．まとめ 
 本研究では部局横断で事前復興シナリオの作成を試み

ることで，災害対応の前後関係や依存関係，対応の実施

時間などを明らかに整理することができた．そのため，

地域防災計画や %&3 などに記載されている内容相互間の

優先順位が明らかになったと言える．�
一方，被害想定については最悪シナリオ（南海トラフ

巨大地震の最大浸水域）を用いたため，一部の部局にお

いてはその被害想定レベルを下げ，可能な対策の範囲に

収めようとする傾向が見られた．�
庁舎や学校の安全な場所への移転，インフラ・ライフ

ラインの被害とその復旧については最悪シナリオの検討

も必要であるが，被害レベルを多数設定し，多様なシナ

リオを検討する必要もある．�
 

�
図 2 事前復興シナリオ 

�
�
謝辞 

本研究は，京都大学防災研究所と日本ミクニヤ株式会社との

共同研究「南海トラフにおける漁業集落の事前復興」の一環と

して実施したものである．本研究にご協力頂いた自治体職員の

方々に厚く御礼申し上げます．�
�
補注 

（1）地域防災計画の課題については，永松ら（2005）1）の研究

で詳細に指摘している． 

（2）都市計画・管財・防災・住宅・建設・産業・水道・下水・

災害廃棄物・学校関連の業務. 

（3）本稿の事例研究対象地は役場庁舎と災害対策本部が距離が

離れており発生する課題があったため，別途分離した． 

�
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基礎自治体における議会業務継続計画の策定プロセスの報告 
～芦屋市議会機能継続計画の事例より～ 

A Report of Development Process for the Continuity of Operation Plan of Local 
Council : A case of Ashiya City Council 

 
○紅谷 昇平1  

Shohei BENIYA1 
 
1兵庫県立大学大学院 減災復興政策研究科 
     Graduate School of Disaster Resilience and Governance, University of Hyogo 
 
 
   At the time of major disasters, affected city councils play important roles as a representative of the residents, including 
deliberating budgets and reconstruction plans. However, compared to executive bodies, voting bodies of local 
governments are prone not to develope continuity of operation plans (COOP Plans) or disaster response manuals. This 
paper reports outline and development process for the continuity of operation plan of Ashiya City Council. To develop 
the plan, the Ashiya City Council held working meetings, a training seminar, and a disaster response drill, led by the 
working group of council members and the council secretariat.  
 
Key Words : continuity of operation plan, city council, local government, BCP, Ahiya city 
 

 
１．はじめに 
(1) 背景 

二元代表制がとられている日本の自治制度では，災害

時には，執行機関だけでなく議決機関である地方議会も，

予算や復興計画の審議等の重要な役割を担っている．し

かし，現実の災害時には，議会事務局が応援班として災

害対応業務に忙殺され，議員の安否確認や議会機能の再

開が遅れてしまった事例もみられる．一方，個々の議員

が個別に執行機関に対して様々な要望・要請等を行うこ

とで混乱を招いた事例もみられる．このように，災害時

に求められる議会の役割，行動については，これまで十

分な検討が実施されてこなかった． 
また，災害時に重要業務を継続・早期再開するための

業務継続計画の策定については，自治体の執行機関につ

いては策定が進んでおり，消防庁の調査 1)では 2019 年 6
月時点で約 90%の市町村が策定済みである．しかしなが
ら，地方議会については業務継続計画を未策定の自治体

が多く，普及が進んでいない ． 
 
(2) 目的 

本稿は，自治体の議決機関の業務継続計画（以下，議

会 BCPとする）を対象とし，著者がアドバイザーとして
参加した兵庫県芦屋市の議会 BCPを事例として取り上げ，
今後，他の自治体において議会 BCPを策定する際の参考
として，その特徴と策定プロセスを紹介することを目的

とする．なお，芦屋市では，正式名称を「芦屋市議会機

能継続計画」，略称を「議会 BCP」としている． 
 
２．芦屋市議会BCPの策定体制・策定プロセス 
(1) 策定の経緯 

芦屋市は阪神・淡路大震災を 1995年に経験したが ，当
時から在任する議員は大幅に減少しており，ほとんどの

議員が阪神・淡路大震災を経験していない．阪神・淡 

路大震災の被災自治体として，過去の教訓を継承してい

くと共に，今後発生が懸念されている南海トラフ地震等

の巨大災害時において議会機能を継続するための備えが

必要とされていた． 
芦屋市議会では，2014 年に芦屋市議会基本条例（以下，
議会基本条例とする）を施行し，その第 22条において災
害等への対応が定められた．2017年から 2018年にかけて
議会基本条例を検証した報告書の中で，議員の任期開始

時の災害対応マニュアル説明会の開催や任期中の訓練等

の実施等と並んで，議会 BCPの策定が検討課題として挙
げられていた． 

 
(2) 議会 BCP検討ワーキンググループを中心とした検討 

議会基本条例の検証報告を受け，副議長を座長とし，

各会派から 1名を委員とする「議会 BCP検討ワーキング
ループ」（以下，検討 WGとする）を，2019年 8月から
2020 年 5 月までの期間で設置し，議長の諮問を受けて議
会 BCP案を検討することになった．検討WGの目的とし
て，議会 BCPの中に災害時行動マニュアルを含めること，
策定過程では ICT の活用を検討すること，作成過程では
訓練を実施することが掲げられた． 
表 1に示すとおり，検討WGは，2019年 8月から 2020
年 3 月までの 約 7 ヶ月間に 11 回の会議を開催して議会
BCP を検討し，その過程では全議員を対象とした議員研
修会，市・市議会災害対応合同訓練の開催，先進事例の

視察等，議員及び事務局による活発な活動が行われた． 
  

(3) 市・市議会災害対応合同訓練の実施 
議会 BCPを策定する中で，市・市議会が合同で災害対
応訓練（以下，合同訓練とする）を実施した．合同訓練

では，本会議の一般質問中に南海トラフ地震が発生した

と想定し，全議員 21名に加えて議会事務局 8名，市長な
ど執行機関の本会議出席者 24名が参加した．なお，訓練
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の詳細は表 2に示した． 
災害発生直後を想定した合同訓練第一部では，地震発

生によるシェイクアウト訓練の後，議場の停電を想定し

照明を落とした中でタブレットや懐中電灯の点灯による

避難訓練，負傷した傍聴者の救出・搬送訓練を行った．

その後，議員及び議会事務局が議会の再開・延会と災害

対応体制について協議するため，代表者会議，議会運営

委員会を開催し，最終的に議員起立で本会議の延会を議

決した．さらに芦屋市議会災害対策会議を開催し，翌日

午前 10時の大会議室の参集を指示した後，議員解散とし
た． 
合同訓練第二部は，災害翌日を想定し，芦屋市議会災

害対策会議を模擬的に経験すると共に，芦屋市独自のブ

ロック会議の運用方法について協議を行った．ブロック

会議とは，市内を 3 つの地域別のブロック（山手，精道，
潮見）に分け，正副議長を除く議員は，所属会派とは無

関係に居住地を基本としたブロック会議のメンバーとな

り，各ブロック別に議員が地域の課題解決に取り組む体

制である．災害時には，徒歩，自転車での移動が基本と

なるため，議員が居住地に近いエリアで活動することを

想定している．訓練では，正副ブロック長と各ブロック

での連絡体制，ブロック会議の開催場所等について協議

が行われた．連絡体制では，LINEグループや掲示板での
張り紙等の活用が，ブロック会議の開催場所では議員の

個人事務所等の利用が検討されていた． 
合同訓練後，芦屋市議会事務局が実施した参加議員へ

のアンケート調査では，負傷者の搬送方法（消防署職員

からの指導，AED 操作等の研修の必要性），避難誘導
（火災の想定，車椅子での避難の想定，等），災害想定

（風水害を想定した対応の必要性，等），ブロック体

制・情報連携（ブロック別の活動での具体的な行動や注

意事項，必要な備品・消耗品，情報の集約方法，屋外で

の開催の検討，等）避難所運営（議員の役割の共有）等

の意見が寄せられた． 
 

(4) 市議会 BCP案の最終報告 
合同訓練や先進事例視察等の知見を踏まえて，検討

WGが作成した議会 BCP案は，2020年 3月 19日に開催さ
れた代表者会議で報告された．代表者会議では，検討

WG 設置期間終了後も会派から 1 人推薦された委員で構
成する「議会 BCP 検証会議(仮称)」を設置すること，
2020 年 3 月時点で進行中である新型コロナウイルス感染
症の流行に関する議会の対策や取組を記録として残し，

それを参考として感染症対策について今後検討すること

等が，検討WGから提案された 3)． 
 
３．芦屋市議会BCPの概要 
(1)議会 BCP の目的と期待する効果 

芦屋市議会 BCPでは，策定の目的として「大規模災害
発生時における議会の役割を明確にする」，「大規模災

害等が発生して様々な制約がある中でも，議会としての

機能を発揮することができるよう日頃から備えておく」

の二点を挙げており，この目的に整合した名称として，

一般的な「業務」継続計画ではなく，議会「機能」継続

計画を用いている． 
そして，大規模災害発生時における議会の役割として，

「(1)地域で積極的な支援活動を行う，(2)市の災害対策本
部を補完する活動を行う，(3)議会や議員の強みを生かし
た活動を積極的に行う，(4)復興施策・復興計画へ市民意 

表 1 芦屋市議会 BCP策定に向けた会議等開催状況 
時期 会議等 主な内容 

2019年   

8月 19日 第 1回検討WG会議 今後の進め方 

8月 30日 第 2回検討WG会議 災害時の議会・議員の役割 

9月 18日 外部専門家から助言 議会 BCP策定の進め方 

10月 1日 第 3回検討WG会議 事前の備え 

10月 8日 外部専門家から助言 議員研修会の内容 

10月 11日 
議員研修会（外部専門

家に講師依頼） 

災害対応における課題と議

会における BCP等の必要

性 

10月 16日 第 4回検討WG会議 これまでの意見を整理 

10月 29日 
外部専門家から助言（メ

ール） 
議会 BCPの考え方 

11月 25日 第 5回検討WG会議 中間報告(素案)，訓練内容 

12月 9日 第 6回検討WG会議 中間報告(素案)，訓練内容 

12月 10日 
外部専門家から助言（メ

ール） 
訓練内容 

12月 17日 外部専門家から助言 中間報告(案)と訓練内容 

12月 18日 
外部専門家から助言（メ

ール） 
中間報告(案) 

12月 19日 全体協議会 中間報告と訓練概要の説明 

2020年   

1月 9日 第 7回検討WG会議 訓練内容 

1月 14日 

市・市議会災害対応合

同訓練（外部専門家から

助言） 

本会議中の地震と停電発生 

1月 20日 
議員研修会 

(先進事例視察) 
南あわじ市議会 

1月 23日 第 8回検討WG会議 
訓練の総括，アンケート等の

集約 

2月 12日 第 9回検討WG会議 最終報告(素案) 

2月 28日 第 10回検討WG会議 最終報告(素案) 

3月 13日 第 11回検討WG会議 最終報告(案) 

3月 16日 全体協議会 最終報告(案) 

3月 17日 最終意見締め切り 最終報告(案) 

3月 19日 代表者会議 最終報告 

3月 23日 
議会基本条例第 22条

改正 

「災害対策本部」を「災害対

策会議」に変更 

3月 23日 外部専門家から助言 最終報告 

（出所：芦屋市議会 BCP2）より作成） 
 

表 2 市・市議会災害対応合同訓練の概要 
日時 2020年 1月 14日 10:00～12:00 

参加者 
議会関係者 30名，執行機関本会議出席者 24名，外部

専門家（助言・講評）2名 

災害想定 南海トラフ地震発生（芦屋市震度 5強，大津波警報） 

被害想定 
本会議中（一般質問）に地震発生，議場停電，傍聴者 1

名負傷 

訓練第 1部（10:00～10:30） 

  ・本会議中の地震・停電発生時の対応訓練 

   （本会議中のシェイクアウト訓練，避難訓練） 

  ・負傷者搬出訓練 

  ・発災直後の対応シミュレーション訓練 

   （代表者会議→議会運営委員会→本会議（延会）→芦屋市議会 

    災害対策会議） 

訓練第 2部（10:40～11:10） 

  ・発災翌日の対応（ブロック体制の確認） 

   （芦屋市議会災害対策会議→ブロック会議→ブロック長会議） 

訓練第 3部（11:10～11:25） 

  ・講評・質疑応答 

研修会（11:25～12:00） 

  ・議会への安否連絡研修・負傷者搬出体験 

   （NTT災害伝言ダイヤル体験，サイボウズ操作，等） 

（出所：芦屋市議会 BCP2）より作成） 
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見を反映する」の 4 点を挙げている．これらの役割は災
害後の時間の経過と共に変化することから，災害後の時

期を表 3 に示す 3 つに分けて，それぞれの段階で主な議
会の役割・活動を定めている． 
また，市議会 BCPの策定によって「(1)議員が互いに連
携した効果的な活動，(2)執行機関との効果的な役割分担，
(3)日常的に備えを行う意識を醸成，(4)地域の防災・減災
対策の充実，(5)市民へのメッセージ」の点で効果を期待
するとされている． 
 

表 3 災害後の時期の設定と，各段階での主な活動 

1．初動期 2．応急対策期 3．復旧期 
災害等発生 直

前・直後～災害

対策会議設置 

災害対策会議設

置～本会議開催

可能 

本会議開催可能

～平常時の議会

運営可能 
□議員は地域で

の支援活動を積

極的に行うこと 
□議員と事務局

職員の安否を確

認すること 
□参集時期など

当面の議会とし

ての対応を判断

すること 

□市の災害対策

本部業務を補完

する活動を行う

こと 
□本来の議会機

能の復旧を行う

こと 
□議会や議員の

強みを生かした

活動を積極的に

行うこと 

□復興政策・復

興計画へ市民意

見を反映するこ

と 
□議会や議員の

強みを生かした

活動を積極的に

行うこと 

（出所：芦屋市議会 BCP2）より作成） 
 

表 4 芦屋市議会 BCPの目次 

第 1編 議会機能継続計画について 
第 2編 災害時行動マニュアル 
 序章 災害時行動マニュアルについて 
 第 1章 初動期 
 第 2章 応急対策期 
 第 3章 復旧期 
第 3編 日常の備え 
第 4編 策定の経過 
第 5編 資料集 

（出所：芦屋市議会 BCP2）より作成） 
 
(2) 芦屋市議会 BCP の構成と概要 

 芦屋市議会 BCPの構成は，表 4のとおりである． 
第 1編では，議会 BCPの目的や発動基準，議会の役割，
今後の課題等が説明されている．議長や事務局長が不在

の場合の職務代行順位についても，議長は 6 番目まで，
事務局長は 4番目まで定められている． 
第 2 編「災害時行動マニュアル」では，災害発生後の
対応行動や情報の流れ等について，初動期・応急対策

期・復旧期の段階別に詳細に定められている． 
大規模災害が発生した場合には，市議会災害対策会議

が設置され，議員は 3 つの地区別のブロックに分かれて
市民にヒアリング等を行い，市災害対策本部に届いてい

ない被害状況や被災者ニーズ等を調査し，各ブロックか

らブロック長会議を経て，市議会災害対策会議や市災害

対策本部に情報を伝達する体制となっている．また，過

去の災害において，外部の視察等の受入が執行部門の負

担になった事例があることから，議員を通じて国会議員

や政党の視察の申し出があった場合，あるいは議員を通

じて外部から物資・食料や炊き出し等の支援の申し出が

あった場合には，当該議員は，執行機関に直接連絡する

のではなく議長へ連絡し，事務局と連携して対応するこ

ととしている． 
この災害時行動マニュアルの特徴として，議員が災害

時に留意すべき行動指針を「オススメ」「アカン！」と

いう見出しで，具体的に紹介している点がある．これは

過去の災害で，議員が個別に執行機関に問い合わせや要

望を伝達し市職員の負担を増やしたり，不正確な情報発

信をした事例等の教訓を反映したものである．例えば，

図 1 は，議員個人が情報発信する場合の留意事項を示し
た記述の抜粋であり，不確実な情報を発信しないこと，

肖像権・個人情報への配慮等について記されている．図

2 は，初動期の活動での議員の活動の留意事項であり，
自分や家族，近隣地域，来庁者の安全確保や避難誘導を

行うこと，スタンドプレーや市災害対策本部の邪魔とな

る行動を避けること等について記されている． 
 

 
図 1 議員個人の情報発信での留意事項 

（出所：芦屋市議会 BCP2）より抜粋） 
 

 
図 2 初動期の主な活動での留意事項 

（出所：芦屋市議会 BCP2）より抜粋） 
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第 3 編「日常の備え」では，第 2 編の災害時行動マニ
ュアルに基づいた対応を円滑に実施するために，平常時

に求められる備えについて記述されている．記述されて

いる項目は，表 5の 17項目である． 
第 5 編「資料集」では，表 6 に示すとおり，災害後の
議事次第や情報発信の文書，避難誘導マニュアル，タブ

レットの LEDライトの点灯方法，グループウェア（サイ
ボウズ）を用いた安否連絡方法，防災設備等の配置図な

ど，実際の災害発生時の対応業務に必要とされる文書や

様式等が添付されている． 
 

表 5 第 3編「日常の備え」の記載項目 

１ 会期直前や会期中に災害が発生した場合に備えて 

２ 会議中に災害が発生した場合に備えて  

３ 庁舎停電に備えて  

４ 議会施設・設備が使用不可となる場合に備えて  

５ 平常時の情報共有手段が利用できない場合に備えて 

６ 平常時の通信手段が利用できない場合に備えて 

７ 自宅不在中などに災害が発生した場合に備えて 

８ 自分で議会へ連絡できない場合に備えて 

９ 緊急連絡が必要となった場合に備えて（事務局）  

10 災害発生時に自宅から移動することに備えて 

11 安否確認が必要となる事態に備えて 

12 定足数の不足に対応が必要となる事態に備えて 

13 ブロック体制発動に備えて 

14 国や県等への要望活動に備えて 

15 議会 BCP を実効性のあるものにするために 

16 自分自身を守るために  

17 その他  

（出所：芦屋市議会 BCP2）より作成） 
 

表 6 第 5編「資料集」の掲載資料一覧 
資料 1 会議中の災害発生を想定した次第書（本会議・委員会） 

資料 2 会議中の災害発生を想定した事務局から発信すべき事

項 

資料 3 避難誘導マニュアル（傍聴受付用）  

資料 4 タブレット端末の LED ライトの点灯・消灯方法 

資料 5 サイボウズ掲示板（安否連絡）操作方法 

資料 6 災害用伝言サービス「171」＆「web171」  

資料 7 安否連絡票の様式（連絡箱投入用） 

資料 8 安否連絡票投入箱  

資料 9 安否連絡集約表様式  

資料 10 ブロック体制届出様式  

資料 11 ブロック情報連絡票様式  

資料 12 ブロック情報集約様式  

資料 13 初動活動マニュアル動員基準 

資料 14 会計年度任用職員採用時の災害対応に関する説明書 

資料 15 災害対応の記録様式 

資料 16 議会施設点検リスト 

資料 17 議場・委員会の代替会議室リスト 

資料 18 議会設備点検リスト  

資料 19 消防設備･消火器･AED･簡易担架･防災ラジオ等の配置

図 

資料 20 ヘルメット・懐中電灯・防災ラジオ等の議場配置図 

資料 21 警戒レベル４で全員避難（内閣府・芦屋市チラシ） 

資料 22 訓練への提案集（令和 2 年 1 月訓練後のアンケート等）  

資料 23 芦屋市議会災害対策会議設置要綱 

（出所：芦屋市議会 BCP2）より作成） 
 

(3) 市議会 BCPの今後の課題  

芦屋市議会では，7 ヶ月という短期間で集中的な検
討・訓練を行い，実践的な議会 BCPを策定したが，十分
に検討できなかった事項や今後の課題も残された．代表

的な今後の課題として，議会 BCPを定着させるための定
期的かつ継続的な訓練の実施，ブロック活動における注

意事項等の確認，アクションカードなどのスターターキ

ットの準備，災害時地域活動と議会活動の両立の考え方

の整理，災害見舞金の活用方法，定足数が充足できない

事態が生じた場合の具体的な対応，わかりやすい図など

の検討等が挙げられている． 
 
４．おわりに 
 本稿では，兵庫県芦屋市における市議会機能継続計画

の策定プロセスとその概要について報告を行った．自治

体の議決機関，特に基礎自治体の議会 BCPの策定につい
ては，まだ事例が少なく，その策定プロセスについても

共有されていない． 
芦屋市議会の事例では，以下の点が特徴的である． 
・ 議員が主体的に検討 WG を組成し，事務局と連携
して議会 BCPを策定 

・ 議会 BCP策定プロセスの中で，議員が全員参加の
研修，訓練を実施し，災害時の対応を模擬経験 

・ 党派横断的な地域ブロック体制をつくり，議員が
地域の支援に当たると共に，執行機関への情報の

流れを一元化する体制を検討 
・ 議員の行動が執行機関の災害対応に負担をかけな
いための行動指針を提示 

・ 議会 BCPの今後の課題を明示し，検討WGの後継
組織の設置を提案 

自治体により地域性や前提条件は異なるが，芦屋市議

会 BCPの策定プロセスや執行機関との連携方法，災害時
の議員の活動指針等については，今後，議会 BCPを策定
する自治体の参考になると期待される． 
 また 2020年 1月以降，日本においても 新型コロナウイ
ルス（SARS-CoV2）の流行が，議会運営の障害となって
いる．芦屋市議会 BCP では感染症については想定されて
いないため，今後，地震や風水害に加えて，感染症等も

考慮した包括的なマルチハザード型の 議会 BCP の策定が
求められるであろう． 
 
参考文献 
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2) 芦屋市議会「芦屋市議会機能継続計画（議会 BCP）～地震・
風水害編～」2020.3，ホームページ URL(2020年 4月 25日確認) 
http://www.city.ashiya.lg.jp/shigi/documents/gikaibcp.pdf 
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申送り事項の集中協議①「災害時等の対応」の協議結果（報

告）」2020.3，ホームページ URL(2020年 4月 25日確認) 
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4) 内閣府（防災担当）「市町村のための業務継続計画作成ガイ
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１．はじめに 
 
 市古ら 1）の平成23年の研究とに引き続いて、また既

往研究 2）〜7）を参考に，自主防災組織率がほぼ 100%であ

る東京都町田市の自主防災組織リーダー講習会の参与観

察を通じて講習会の運営の課題分析を通じて自主防災組

織の強化課題について考察するものである． 

特に筆者の参加した平成 29年から令和元年までの３年

間の活動報告と検討課題の抽出により町田市の特徴と他

地域での応用可能な問題の抽出が可能と考える． 
 
 
２．研究の方法 
 

 先行論文で地域防災力向上のための以後の取り組み課

題として以下の点が考察されていた． 

1−病院や高齢者福祉施設といった連携ニーズが高いが連

携実績の少ない施設との関係づくりを自治体全体として

支援していく必要性． 

2-自主防災組織の活動水準に応じて，連携実績と連携ニ

ーズに差異がある点に基づき，関係づくりの優先度を検

討する必要がある．同時に地域ごとのニーズの差異は地

域内外の関連施設の分布状況にも左右されてこよう．連

携支援策としても地域ごとのカスタマイズが求められる

ことになるだろう 

3-防災リーダー講習会は，質を高める場として有効であ

り，各自主防災組織での具体の活動にどう結実させてい

くか、実践的検討が求められる 

以上のことに基づき各年の自主防災組織のリーダー講習

会の実態を記述し考察を行う． 
 
 

３．リーダー講習会の運営構成 
 
 リーダー講習会は、以下の4つの運営段階と各段階で

の打ち合わせによって構成される。 

 

(1) 事前準備-グループインタビューとアンケート 
町田市自主防災組織リーダー講習会に向けて， 

模範的な活動を行う避難所運営委員会を構成する自主防

災組織を選定してグループインタビューを実施してい

る．このインタビューを通じて第１部の講習会での講演

内容を事前に運営側が共有し，講習会の毎年のテーマを

絞り込む役割がある． 

 次に，参加リーダーへのアンケートを通して、自主防

災組織リーダー講習会前に、参加の可否，選択制による

グループワークで希望するテーマの徴収，自主防災リー

ダーとしての自らの意識，自主防災組織の工夫，課題，

それぞれの取組みなどを聞くことがでる。アンケートに

記述することにより，ニーズにマッチしたグループワー

クへの参加実現と同時に参加者の問題意識の整理、心構

えを高めることができると考えられる． 

 

(2) 講習会 
 1部講演は、平成29年4つ／各10分，平成30年3つ，令和

元年２つの講演と毎年減少傾向にある。これは，参加者

にとって最も身近な成功事例である自主防災組織の活動

報告を主に，専門家の避難所運営手法などの講演をより

具体的な問題に絞っているからである．図1に講演会の様

子，表1に講演会のテーマの変遷をまとめた 
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図 1平成 30 年度講演の様子 資料提供(1) 

 

 

表 1 講演会のテーマの変化 
 令和元年 平成29年 平成28年 

専門家

講演 
●災害に備え

る・災害時に

命と健康を守

るために 

●避難施設開設

キットの役割 
●災害時の避

難施設の実態

と役割 

●避難施設に

おける避難者

の捨の向上を

目指した民間

の支援活動 

自主防

災組織

講演 

●多彩なテー

マで取り組む

共同防災訓練 

●オリジナルの

避難所キット

で、誰もが素早

く開設できるよ

うに 

●自主防災隊×

学校の協力タッ

グ 

工夫あふれる学

校防災訓練 

●住民の手で

開設・運営す

る避難施設 

●学校と連携

して推進する

地域活動 

 

 (3) グループワーク 
 グループワークの様子図２,3とグループワークのテー

マについて表2にまとめた． 

 

 
図 2 平成 31年度ｸﾞﾙｰﾌﾟﾜｰｸの紙管間仕切実演の様子 

資料提供(2) 
 
 
 
 
 
 

 
図 3 平成 31年度ｸﾞﾙｰﾌﾟﾜｰｸの紙管間仕切実演の様子 

資料提供(3) 
 

 

表2 グループワークのテーマの変化 
 令和元年 平成29年 平成28年 

共通 

テーマ 

 避難施設開設・運

営マニュアル 

自主防災組織の

本音，一言シー

ト 

個別 

課題 

トイレ問題か

ら考える避難

施設の実態と

課題 

地域の子供の視点

と保育・幼稚園と

の災害時連携 

避難所開設・運

営マニュアル 

災害要配慮者支援

について 

災害要配慮者支

援について 

避難施設間仕

切から考える

避難施設の実

態と課題 

 

避難施設運営ボラ

ンティア 

避難施設運営ボ

ランティア 

子供・女性の視点

から見た避難所運

営 

子供・女性の視

点から見た避難

所運営 

 
講演会の数の絞り込みと同じようにグループワークの

テーマについても，より具体的な問題への絞り込みと課

題数の絞り込みが見られるが，それぞれのテーマは平成

29年までは選択制で参加者の興味に合わせる工夫をとっ

ている．令和元年の２課題それぞれについてはより細か

い説問が用意され、女性や子供，要配慮者への検討を行

なっている．またトイレの排泄物処理の実演や紙管間仕

切り組み立実演を行い手に触ってもらうことで楽しみな

がら理解を深めてもらう工夫も行った． 

グループワークで出された課題は以下の通り． 

1-避難所運営マニュアルを独自で作成しても具体的内容

検討がまだ，住民への周知が課題（H28），発災対応型訓

練までで，避難所開設訓練は本格的に行えていない 

（H29）避難所のリーダー周知（H28・R1） 

2-災害時要配慮者作成時の個人情報保護の配慮（H28） 

3-災害時のボランティアは、外部に頼るだけでなく地域

内の潜在的な力の活用が必要（H28） 

4-子供・女性に限らず障害や家庭環境などの違いへ多様

なニーズへの柔軟な対応への難しさ（H28） 

5-役員の活動内容の引き継ぎがうまくいかない，若手後

継者不足，町内会と自主防災組織の兼務で仕事が多い

（H29） 

6-避難所での町会未加入者との区別（R1） 

7-間仕切りはプライバシー確保には良いが声をかけやす

くする工夫が必要（R1） 

8-避難施設では、健常者と要介護者を分けて要介護者の

リーダーを立てる方が良い．（R1） 
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9-避難施設のトイレ問題がイメージできた（R1） 

 各年度ごとにそれぞれテーマの設定を検討しながら自

主防災組織の発災対応訓練の次の避難所開設マニュアル

その先の運営への頭出し・導入への取り組みを行なって

いる．各自主防災組織の高齢化、地域への周知への課題

などが障壁となって現れているのがわかる． 

10-物を触って理解を深める実演は，その後の討論も活発

に行われ今後も取り入れていくべきだ（R1） 

 

(4) 講習会終了後のアンケート回収と振り返り 

 講習会終了後にはアンケートを配布し講習会の満足度

や講演，グループワークへの評価を選択式と自由記述で

行なっている．その上で次年度の取組みの頭出しを行な

っている．表3に講習会の満足度（択一），表4に地域の

防災活動貢献への感想を示す． 

 

表3 講習会の満足度 
 令和元年 平成29年 平成28年 

 回答

者数 

割合 回答

者数 

割合 回答

者数 

割合 

とても良かっ

た 

19 54.3% 12 36.4% 15 39.5% 

まあまあ良か

った 

14 40.0% 17 51.5% 19 50.0% 

どちらでもな

い 

0 0.0% 3 9.1% 3 7.9% 

あまり良くな

かった 

1 2.9% 1 3.0% 1 2.6% 

良くなかった 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 

無回答 1 2.9% 0 0.0% 0 0.0% 

 35  33  38  

 
 
表4 地域防災活動に役立つ知識は得られたか（貢献度） 

 令和元年 平成29年 平成28年 

 回答

者数 

割合 回答

者数 

割合 回答

者数 

割合 

大いに得ら

れた 

17 48.6% 14 42.4% 15 55.6% 

少し得られ

た 

14 40.0% 18 54.5% 7 25.9% 

どちらでも

ない 

2 5.7% 0 0.0% 3 11.1 

あまり得ら

れなかった 

0 0.0% 1 3.0% 1 3.7% 

得られなか

った 

0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 

無回答 2 5.7% 0 0.0% 01 3.7% 

 35  33  27  

 
表2,3より毎年満足度，講習会の貢献度は上がってい

る．各年度毎振り返り次年度への検討をしてきた点は以

下の通り 

1-できるだけ自主防災組織の具体的活動の事例発表やグ

ループワークの時間を確保すること 

2-グループワークのディスカッションを有意義にするた

め1テーブルあたりの人数を5〜6人にする 

3-時間が限られるためできるだけグループ討論のテーマ

を絞る 

4-避難所運営のフォローアップとして，避難施設運営に

特化した前提条件の共有も大切 

5-参加者の問題意識と学びたい内容と講習会の内容のギ

ャップをいかに埋めるか，予習としての事前資料配布や

テーマの絞り込み，ファシリテーターの体制整備が必要 

6-実演・体験の導入によりディスカッションが具体的に

なったが，参加者ニーズへの対応を考えるとテーマ選択

制の復活も検討の余地がある 

 
 

４．まとめ 
 

平成28年から令和元年まで３年間の町田市自主防災組

織リーダー講習会の変化を記述考察により以下の考察が

得られた． 

1-自主防災組織リーダー講習会参加者ニーズと講習会内

容のマッチングには，プレインタビューやアンケートが

必須であるとともに，毎年の振り返りや次年度への考察

が重要な役割を果たしている． 

2-各地域の自主防災組織の抱える高齢化，若手不足，地

域への活動の周知不足または方法，役員の任期の問題と

引継ぎ・継承の問題，町会への加入問題と未加入者への

対応，個人情報と要配慮者名簿の作成など共通する課題

をいかに乗り越えていくか，特殊事例であってもその活

動を伝える講演会はとても重要である．同時に専門家が

最新の対応事例や新たな問題の掘り起こしをすることも

重要である 

3-自主防災組織の発災対応の次ステップである避難所運

営に進むため課題も多い．これまで積み上げてきたアン

ケート調査分析により最適な講習プログラムの更新と工

夫を進め講習会のグレードアップを毎年続けていく必要

がある． 

 

 

補注 
 
（１）〜（３）資料提供：減災アトリエ 
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0才児が語る阪神大震災： 直後世代の震災学習と中間記憶 
Narrative of The Generation after The Great Hanshin-Awaji Earthquake: 
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   What has the local disaster learning in shools and story telling in families after the Great Hanshin-Awaji 
Earthquake(1995) passed down to the young people in the local post-disaster generation? The narrative by 6 young 
persons in the generation reveals that they have “medimemory” about the earthquake. In medimemory, they feel not 
having experience about the disaster, but feel it familiar. This paper discusses the repetitive story telling in family 
generates the medimemory in child and local disaster learning socialize it. 
 
Keywords : Disaster Education, Local Disaster Learning, Gteat Hanhin-Awaji Earthquake, Collective Memory, 

Collective Trauma, Medimemory. 
 

 
１. はじめに 震災学習の 25年 
阪神淡路大震災の直後から、被災地の学校教員たちは

震災に関する授業を始めた。被災市県の教育委員会は専

用の教材を編纂した。神戸市の専用教材『しあわせはこ

ぼう』の初版は 1995年 11月という㏿さである。 
こうした震災についての授業は教員たちの「喪の作業」

（小此木 1979）の一部であったかもしれない 1)。すなわ

ち埋めようの無い喪失に向き合い、死者を悼み、自分た

ちが生き残ったことに教え子たちと共に意味を与えよう

とする、先生たちの懸命の試みであったように思われる。

これらの授業はいまも続けられており、正式な呼称は無

いがおおむね「震災学習」と地域内で呼ばれている。 
 震災学習を定義付ける特徴は何か。ここでは暫定的に

[1]狭義の、つまり標準的な、阪神淡路大震災に限定され
ない「防災教育」と、[2]阪神淡路大震災の災害体験の
「継承」と、[3]震災で亡くなった当時在校の児童生徒や
震災死者全体への「追悼」の 3 つの要素を備える授業・
行事を指すこととする。 
 震災学習が始められて 25年が経ち、震災直前・直後に
生まれた世代の若者が教壇に立つ時代に入った。 
 

確かに 1月 17が来れば、あの、何年目やなあっていう話を、
まあしようと思ったらがんばったらできるんでしょうけど。

私が、経験はして、ないに近いから。私ができる話って、覚

えても記憶もないし、やっぱり。私は 0 歳であった。だから、
覚えてもないし。あの、ほんまに、そういう哺乳瓶が割れた

とかなんか、泣いて起きたらしいわっていう話しか。なんか

実のある話ができないなあっていうのがあって。（Fさん） 
 
 阪神地域の高校に勤めるこの教員は、1 月 17 日に生徒
に向かって自分は何ができるのかと言う。親から聞かさ

れてきたエピソードは彼女の家族史の一部である。しか

しそれはもう一つの実感としては「経験はして、ないに

近い」もので、自分が学んだ教師たちのように「実のあ

る話」として自信を持って語ることは難しい、と。 
これまでの震災学習を支えてきたのは、自らの体験を

児童生徒に語ることができ、そのことを責務と考える

“体験世代”の教員たちだった。彼らから震災学習を受

けてきた若い世代のひとびとが教員や親や地域のリーダ

ーとなってゆくとき、震災学習はどのように可能である

かという社会的課題が生まれている。そこで本稿では、

これまでの震災学習が子どもたちに何を与えてきたのか

という問いを探求したい。この問いを確かめなければ、

次の世代の震災学習のかたちを探ることはできないと考

えるからだ。 
 
２. 問題の準備的分析と先行研究 

阪神地域の震災学習を対象とした研究は少ない。塩飽

ら（2010）は、被災地には非被災地と異なる防災教育が
必要であることを指摘している 2)。西羅ら（2011）は、
阪神淡路大震災被災地域の公立小学校教員を対象として、

教員の震災体験を軸とした「内発的動機付け」と「地震

防災教育」の教材選択の関係を調査している 3)。 
震災学習の問いは、集合的記憶、外傷的記憶、世代と

継承という 3つの領域が重なる問題圏にある。 
人間の記憶はそもそも個人的なものではない（アルヴ

ァックス 1950）。それは集団によって担われ、メディア
を通じて思考される集合的記憶である 4) 5)。災害体験が集

合的記憶の典型であることは広く同意される。しかし災

害体験の継承と集合性の関連は深く探求されているとは

言えない。アルヴァックスは記憶の集合性が複数の世代

にまたがるものであることを記述しているが、かれが言

う「世代間の生きた紐帯」（邦訳書 64頁）は祖父母が生
きてきた時代の雰囲気を孫が自然と感じ取ってゆくとい

う例を範に取っている。時代の雰囲気の源泉となりうる

特定の社会的事件の記憶が、異なる世代間で集合性を持

ちうるのか、持ちうるならばそれはどのようなメカニズ

ムによるのかという問題をアルヴァックスは重視しない。 
 アルヴァックスが問題としなかったものがここで立ち
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現れてくるのは、災害体験が外傷性を帯びるからである。

災害は集合的かつ外傷的な体験である。体験世代の集団

内部では、その体験の内容・濃度に差異があるとはいえ、

「あの震災」という記憶の集合性が成立している。それ

はさしあたり〈あの〉としか指示しえない、容易に掴み

難い記憶である。しかし新しい世代では、〈あの〉とい

う感覚を共有することすら困難が伴う。 
 

僕が小 1 の時の、あの、先生の話がすごく印象に残ってて。
あの、まあちょうどその小学校 1年生の時の、1月 17日の時
に、まあ昔こういうことがあって、みたいな話があったんで

すけど。その時にもう、普段すごく優しい先生やったんです

けど、なんかもう号泣してて。なんか多分当時のこととか思

い出されて。なんかこう、地震が起きて、ひび割れた、穴の

中に人が落ちて死んだとかすごいそういう話しながら、すご

い取り乱した感じで話してるのを見て。すごいその印象は強

烈に残ってますね。〔…〕子供たちもうかなり聞く。聞く、

聞くしかないですよね。先生どうしちゃったんやろうみたい

な。あのもう、皆黙って聞いてましたね、周りは。（D さん） 
 
 冷静に伝えようとしながら感情がことばを追い越す。

語るまいとしているものが聞こえてしまう。伝えようと

するものと伝わるものが食い違う。その境界線上で、1
年生たちは「先生どうしちゃったんやろう」と戸惑う。 
 しかし世代の差は断絶ではない。舩木ら（2011）は、
阪神淡路大震災の直接体験を持たない学生が、震災時・

復興過程の写真の撮影過程や被写体となった人々らへの

取材を通じて、震災という出来事の多面性に気づいてゆ

く過程を詳細に追っている 6)。この過程では学生の働き

かけを通じて撮影者や被写体となった人物も当時の体験

を再認識するということが生じている。記憶が世代を超

えて容易に連続しないことは創㐀性の淵源でもある。 
 
３．方法と事例 
本稿では阪神地域で震災学習を受けてきた人々を対象

として、かれらが震災学習を被災地域内で受け、先行世

代の記憶に接し、内面化してゆく過程を分析する。これ

までの学習体験や家庭環境を振り返りながら語ることの

できる、1995年前後に生まれた人々を対象とする。 
調査方法は半構㐀化面接法を用い、まず学校で受けて

きた震災学習について、ついで家庭内で親や祖父母世代

から震災体験を聞いてきた体験を聞いた。対象者は下表

のとおりである。いずれも 1 名 1 回ずつ面接を実施し、
トランスクリプトの本人確認を経た上で分析を行った。

幼少時からの学校・家庭体験をふりかえっていただくと

いう方法であるため、語られる記憶の内容には濃淡や不

正確さが含まれうる。しかし当人の現在の視点から語っ

てもらうことになるため、震災学習の体験が当人にとっ

て持つ意味を浮き彫りにすることに適している。 
 震災時 

年齢 

面接時 

年齢 
備考 

Aさん 0歳半 24歳 防災関連機関勤務 
Bさん 2歳半 27歳 自治体危機管理部署勤務 

幼少時に仮設住宅生活 
Cさん 2歳半 27歳 舞子高校環境防災学科卒業生 
Dさん 0歳 2ヶ月 24歳 大学院生（面接当時） 
Eさん 3歳 28歳 神戸市中心部で被災 
Fさん 0歳半 25歳 高等学校教員（兵庫県） 
 

４．分析 
(1) 中間記憶 

直後世代のひとびとは震災の「記憶」をどのように持

っているのだろうか。まず語られることは、直接の記憶

がほとんどあるいは全く無い、ということである。 
 
まあ、かろうじてちょっと、もしかしたら記憶がちょっと

あれなんかもしれないんですけども、僕が一番ちっさくて、

兄が 5 個上なんですけども、私、で上に兄が覆いかぶさって、
さらに母、父、みたいな感じで覆いかぶさってたような気が。

〔…〕後はもう特に地震のときの記憶っていうのはちょっと、

あんまり残ってはないんですけども、はい。（Bさん） 
 

文字情報として、文字として 4 歳なる手前で阪神淡路大震
災を経験してるんですよ、とかは言うけど、それ以上も以下

もないというか。ものとして存在はするけど、やっぱり、う

ん。（Eさん） 
 
実験心理学の知見では、乳幼児も記憶能力を確実に持

つものの、成年期にまで至る連続したエピソード記憶を

形成するようになるのはおよそ 4歳ごろからである 7)。当

時 0 歳から 3 歳以下の語り手たちもまた成人と同様の記
憶を持ち得ない。 
しかし同時に、かれらは震災を「身近」なものとして

感じている。 
 
まあそこから小学校の頃からまあそういった、まああと、

やっぱり震災の被害にあって、そういった授業もあってとい

うところで身近な、まあ存在ではあったんですけども。（B
さん） 
 
ただやっぱり、うん。あの、関東とか行くと、阪神淡路大

震災こうだったんですけど、って言っても、へえそうなんみ

たいな感じでくるんで。ああやっぱり兵庫は、あの、うんや

っぱ日常的に阪神淡路大震災っていうのは、なんか。えっと

まあ、なんて言ったらいいんですかね。あの、日常的な会話

ではあんまりしないかもしれないですけど、自分にとっては

すごい身近なものっていう意識はあったかな。（Cさん） 
 
なんやろ、なんかこう…やっぱ身体的には経験してます、

けど、意識には無いっていう、なんなんですかね。うーん…

〔…〕あのう、周り、身近な人から、南北戦争の話を聞くっ

てことはまあないじゃないですか。ないですけど、震災に関

しては、自分の身近な、両親とかから、聞かされるっていう

ことで。まあより、身近、には感じます。（Dさん） 
 
記憶は（ほぼ）無いけれども、震災のことは身近に感

じているというこうした実感は、6 名の語り手におおむ
ね共通している。成人の場合、エピソード記憶に対して

「自分はそのことを自ら体験した。その記憶をいまもこ

のように思い出し、語ることができる」という実感を持

つ。歴史的・社会的事件の認知については「体験してい

ないが事実であることは理解している。そのことを話題

に出すとき、実体験であるという感情を伴うことはない」

という実感を持つ。成人による出来事の想起の仕方はお

おむねこの 2 種のいずれかである。ところが直後世代の
震災の「想起」は、この 2 つのいずれにも属さず、また
両方の性質をある程度重ね持っている。 
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あれ、まあ 2 ヶ月ぐらいの時やったんですけど。あのー、
まあ母親いわく、まあ当時は、毎朝 6 時に目を覚まして泣い
てたっていうことやったんですけど。なんですけど、そのぅ、

阪神淡路、1月17日の当日は、なぜか、5時半に泣き出して。
母親が、なんかどうしたんやろうって思ってた時に、地震が。

5 時 57 分。バーンって来て。で、もしそこで泣いてなかった
ら、寝てる、すぐ目の前ぐらいにすごいおっきなタンスがあ

ったんですけど。もし泣いてなかったら、もうそのタンス、

ダーンって倒れてて、その下敷きになって、亡くなってた。

（Dさん） 
 
ここで D さんは「母親いわく」「っていうことやった

んですけど」と伝聞型で語りはじめつつ、発災時の描写

は「バーンって来て」「もうそのタンス、ダーンって倒

れてて」と、擬音語・擬態語を交えて情景をこまやかに

描写する。発災直後の情景のこうした描写は成人時に災

害を体験した人々の回想に特徴的であるが 8)、直後世代

のひとびともまた、自身のエピソード記憶にある程度近

いかたちで「そのとき」を語る。 
直後世代のひとびとのこうした記憶のありかたを〈中

間記憶〉と仮に名付けてみたい。すなわち、「震災を自

分も体験しているはずだけれど、直接の記憶として思い

出すことはない。しかし遠い歴史的出来事のように感じ

るのではなく、むしろ身近な存在である」「『自分の震

災体験』を半ば実体験のように語ることができてしまう。

だが実体験という確信を伴って語るのではない」という

実感である。 
 

(2) 家族史への組み込み 

では、こうした〈中間記憶〉はどのように形成されて

ゆくのだろうか。第一の要因は、家庭内での幼少期から

の語りである。 
 

私は、生後 4ヵ月やったから、4ヵ月健診が受けれへんかっ
てんで、とかなんか（笑）。「母子手帳見てもほら、空やろ」

みたいなんとか、そういう私本人に関することはよく言って

くれてました。（Aさん） 
 

えっとうちの親は、色々細かく話を。え、結構、そうです

ねあの、当時弟が 0 才だったんですよ。で、ベビーベッドに
寝てたんですけど。なんか震災の 15分前に、普段夜泣きしな
いのに珍しく夜泣きして、あやしてたら 15分後に地震が来た
って。で、とりあえず色々どたばたしてたけど、落ちついた

ときにベビーベッド見たら、もう辞書とかいっぱい落ちてて、

もしかしたらもう弟はこう、地震の時に泣いてなかったら死

んでたかもしれないみたいな、その話を聞いたりとか。お前

はずっと寝てたとかそういう話を聞いたりだとか。〔…〕弟

も、夜泣きしたって話は散々聞かされてるんで、うんざりは

してると思います。（Cさん） 
 
 こうした家庭内での語りの特徴は、第 1 に震災の全容
についての説明ではなく、当人や家族の動向が語られる

ことである。そうした語りの多くは、当人と家族がな

ぜ・どのように助かったのか、その後に家族が何をして

どこへ移動したかというスタイルを取る。特徴の第 2 は、
特定のエピソードが反復して語られ、確認されることで

ある。上記の C さん姉弟は珍しく夜泣きしたがゆえに助
かったというエピソードを「散々聞かされ」ている。 
 こうしたエピソードの反復を通じて、震災という出来

事が「あなたの出来事」として少しずつ子どもの記憶と

家族史のなかへ統合されてゆく。 
 

父と母とかと寝てたんですけれども、あの祖父母がまあ漁

師をやってまして、その時間帯はもう漁に出てるタイミング

だったんですけども、まあただたまたま祖父は、その日は海

苔を作っているときで。で、祖父はたまたま家に帰ってて。

家に帰ってるタイミングで、まああの地震が起きたと。で、

祖母はその海苔を作る工場みたいなところで、あの地震が起

きたっていう形になるんですけども。で、そうですね。もう

祖母はもう何か机の下に隠れたと思うんですけども、すぐ隠

れて、特に怪我はなかって。で、私たちも特に何も、両親が

こう上に覆いかぶさってくれるような形で、特に怪我はなか

ったんですけども。で、祖父も怪我はなかったんですけども、

たまたまトイレをしてるタイミングで便座に座ってたという

ことで、まああの「拭いたか拭いてないか分からん」という

その話をちょっとまあ笑いながらよく話してるイメージが、

あの震災の時はありますね。（Bさん） 
 
この「B さん家の当日エピソード」において、B さん

が自身の記憶として想起するのは家族が「覆いかぶさっ

てくれ」たという部分だけであり、祖父の動向は「拭い

たか拭いてないかわからん」というユーモアを交えた語

りによって、また祖母の動向は「何か机の下に隠れたと

思う」という推測によって補強される。また、「父と母

とかと寝てた」という描写も、そのこと自体を直接覚え

ているというよりは、覆いかぶさられたという記憶から

の逆算や、当時の生活全般のおぼろげな記憶や、他の家

族の語りによって再構成されたものであるだろう。B さ
んはこのエピソード全体を当初から一貫して把握してい

るのではなく、家族の後からの語りや推測を丁寧に組み

合わせて再構成している。家族によるエピソードの反復

はおそらく幼少期から B さんの再構成作業を促し、かれ
自身の「覆いかぶさってくれ」たという直接の記憶もそ

こに組み込まれる。その再構成作業全体を、祖父の語り

口と祖父自身のイメージが包み、家族に「怪我はなかっ

た」ことの現在へ至る安心感と交じりあって、B さんの
「あの震災の時」を形成している。 
 このように、エピソードの反復的な語りは家族史のな

かに幼少期の体験を組み込み、それが〈中間記憶〉の身

近さをかたちづくる。 
 

だって私も多分、それこそ家族じゃない他人から聞いた話

を、じゃあ今のように語れるかって言われたら、たぶん語れ

ない気がするんですよね。それこそなんか、まあ節目節目と

いうか、ある時に、まあ母から話を聞くとか、節目節目で私

も経験した出来事として話を聞く中で、なんか私の、直接体

験したけどでも言葉にならないというか、あまり覚えていな

いようなことを、話すってなったときに、やっぱり人の話を

してるっていう感じにはならない。でも自分の経験は経験だ

と思って話すけど、ただ記憶は無いみたいな。（Eさん） 
 
 E さんが言うように、〈中間記憶〉に根ざした想起は
他人からの単なる伝聞によっては生まれない。直後世代

のかれらにとって、「私も経験した出来事として」聞き

続けたことで編み上げられた震災の「記憶」であり、ま

た家族それ自体についての記憶の一部である。それは

「直接体験したけどでも言葉にならない」が、言語化す

る際には「人の話をしてるって感じ」にはならず、自身

の経験だという感覚と「ただ記憶は無い」という感覚が

両立した、大人にはない記憶のあり方なのである。 
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(3) 学校での震災学習 

震災の身近さは、震災を共に生き延びたことを何度も

語り直してくれた家族への身近さである。では学校での

震災学習はかれら直後世代に何をもたらしたのだろうか。

それはまず、震災の全体像である。 
 

〔教師に写真を見せられて〕「あ、僕の家もこんな感じで

潰れてたわ！」みたいな（笑）。感じの子もあったりとか、

「わあー、こんなすごいひげ〔き〕、ひどい状況なんやあ」

っていう子もいたりとか。〔「人と防災未来センター」で

は〕もうただの遠足気分っていう感じではあったんですけど

も（笑）。まあやっぱり X 町っていう自分たちの、あの土地
の名前が、まああの、こういうグラフとかでも入ってたりっ

ていうところで、ほんとに自分たちのところも、かなり被害

あったんやなっていうところとか、もうほんとに自分のとこ

ろも被害受けてる子もたくさんいるので、すごい被害だった

んだなっていうのは皆感じてたかなと思いますね。（B さん） 
 
〔教師の話を聞いて〕や、もう、「そうなんや大変やった

んやなあ」（笑）。やっぱりそれぐらいしか、子どもの頃や

ったので、何も思わなかったし。でも、私そうやって結構、

学校は好きやったから、やっぱ先生の話めっちゃ聞いて。勉

強はどうかわかんないけど、そういう先生の雑談じゃないけ

ど、なんかそういう話は覚えてたから、家に帰って親にめっ

ちゃ、「なんかあの先生はこうだったらしい」とか。なんか、

お母さんも「ああそうやで、あそこの地域大変やったから」

とかなんか、そういう、ことは話してましたね。（Fさん） 
 
 家庭内での語りは、おおむね家族の構成者の行動範囲、

居住地区、親族の動向に視界が限定される。これに対し

て学校や学習施設では、全体像としての震災や、教師の

語り＝家族史の外部にも出来事が存在することを子ども

は学ぶ。それにより、子どもたちは自分たちが知ってい

たはずの震災を、改めて地図やグラフ上の一点として、

震災の全容の一部として認識しなおす。 
 第 2に、「死」のイメージへの暴露である。 
 

 なんか A小学校の子で亡くなった子はいないって。いない、
だったような気がするんですけど。ていうような記憶は、あ

るんです。何年生か分からないけど。先生だと思います。授

業中に、たぶんこういう震災学習とか防災学習をしてたとき

に、そういう話になって。たぶんないって聞いた記憶があり

ます。（Aさん） 
 
あと実際に C 小学校って、震災の時に、一人先生亡くなっ

ちゃってるんですよね。で、そん時の当時の、新聞とか、ま

あ学校自身がその時の資料いっぱい持ってて。それをなんか、

多目的室にこうばーっと資料置いて、自由に見ていって、っ

て見さして、で感想書かす、みたいな防災教育を受けた記憶

があって。それがいまだにインパクト残って頭に残ってるっ

ていう状態です。それ多分 5 年生ぐらいやったと思います、
確か。（Cさん） 

 
 語り手たちは震災学習の内容を逐一覚えてはいない。

しかし学校関係者の震災死者の有無や、震災死について

の教師の語りは一定の印象を残している。「身近な」震

災が、同じ校舎にいた少し年上の子どもたちや多くのひ

とが突然死んだという出来事として現れなおす。 
こうした死ないし大規模な破壊のイメージへの暴露は、

家庭内の語りにおいては回避・選択される傾向がある。

一部の語り手は、学校での震災学習を通じて、家族が震

災についての語りを微妙に選択・回避していたこと、話

す時期を待っていたことを逆算的に推測している。 
 

 まあ僕に気を遣ってかは分からないですけど、特につらそ

うな顔ではなく、「もう拭いたか拭いてないか分からんわ」

っていうまあちょっと笑い話のような形で、あの話してもら

ったので。特に私自身も、まあ震災に対して怖いイメージと

いうのは、あまりなかったですね。〔…〕親とすればまあ、

かなり強い揺れで怖かったとは思うんですけども。まあその

中で、まあ子どもたちにはそんなに怖い思いをさせないよう

に、というふうに気を遣ったかはしれないですけども、まあ

そんなに怖いような、形では話されたことはないですね。

「覆いかぶさって守ってあげたんやで」とか、まあほんとに

軽い感じでずっと話を受けてきたので、まあ特に。僕として

はそんなに、悪いイメージはないですね。（Bさん） 
 
 B さんは、家族が「笑い話のような」「ほんとに軽い
感じ」での語りによって持たせてくれた震災の「イメー

ジ」と、自分が推測する親自身の体験が同一ではないこ

とに言及する。こうした家族史の中間記憶の外側にある

震災像を学校での震災学習は提供していると考えられる。 
 

５. 考察 
 子どもたちは、学校での震災学習を通じて、自身の
〈中間記憶〉を、「あの社会的事件＝震災を、家族はど

う語っていたのか」という視点でさらに再解釈する。家

族内部での選択や配慮を推測し、家族史において除去さ

れた記憶を外傷化して継承しているとも言える。このプ

ロセスによって、家族という私的な領域で育まれていた

〈中間記憶〉は社会的な記憶として拡張される。一般的

に実体験・記憶はそもそも私的かつ社会的である。だが

震災学習では、「体験してないけれども身近」という中

間記憶に、このもう一つの中間性が半ば人工的に加わる。

この 2 つの中間性の交点に、「家族が語れないこと」と
いう世代間外傷が成立する。 
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   In a field of disaster prevention education, many research projects have focused on formal education. This study 
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Keywords : Disaster Education, Non-formal Education 
 

 
１. はじめに ノンフォーマル防災教育の可能性 
国内の防災教育研究の多くは学校教育を基礎としてい

る。地域安全学会・日本自然災害学会・日本災害情報学

会の各学会誌に掲載された防災教育（防災学習）に関す

る査読論文 40 件（「事例報告」「調査報告」を含み、
「特集記事」「巻頭言」は除く）を目的ごとに大別する

と、「教育プログラム・教材等の開発・検証」と分類し

うるものが 18 件（佐藤他 2018、永田他 2016 など）、
「防災訓練プログラムの開発・検証」が 2 件（秦他 2015
など）、「教育効果の検証・実態調査・意識調査」が 8
件（松賀他 2017、西羅他 2011など）、「事例にもとづく
理論研究、事例報告、文献調査、その他」が 12件（山下
他 2001など）であった 1）。既往研究の大半が学校内の授

業を中心として組み立てられており、教育学分野の学会

誌や教育学部等の紀要を調査対象に加えてもこの傾向は

おおむね変わらないと思われる。論文で扱われる防災教

育授業や訓練などの実践事例および質問紙調査の対象者

は当然ながら小中高生と教員に限定したものが多い（27
件）。これに対して地域住民を対象に含むもの、地域住

民と児童生徒を交えたプログラムを扱ったものは全体の

中では少数（8 件）である。全般的な傾向として、これ
までの研究の多くは「学校・授業・児童生徒」という枠

組みを前提として、授業プログラムや教材や訓練方法な

どをそこへ導入し、子どもの災害時の行動や「防災意識」

を向上させることをねらっていると考えられる。 
ところで教育・学習の機会は公的学校に限定されない。

ユネスコの国際標準教育分類（ISCED2011）は、教育の
場面を「フォーマル教育 formal education」「インフォー
マル学習 informal learning」「ノンフォーマル教育 non-
formal education」に分類している 2)。フォーマル教育は明

確な制度と意図を持った教育であり、つまり学校教育で

ある。これに対してインフォーマル学習は制度や意図を

持たず、日々の生活や遊びの中でいつのまにか知識や技

能を身につけてゆく過程である。ノンフォーマル教育は

広義には「フォーマルでない」教育全般を指す 3)。制度

や意図を持つものの公教育ほど厳密ではなく、市民講座

や NPOによる就業訓練や社会教育が該当する。 
この 3 分類を防災教育に当てはめてみると、〈フォー

マル防災教育〉は学校内で授業の一環として行われる一

般的な「防災教育」が当てはまる。〈インフォーマル防

災学習〉は、メディアを通じて防災ノウハウやグッズに

ついての知識を得たり、両親や祖父母の災害体験を子ど

もがたまたま聞くといった例が挙げられるだろう。〈ノ

ンフォーマル防災教育〉は、自治体が地域住民に対して

実施するワークショップや、地域の防災リーダーが防災

訓練を企画実施する例が該当すると考えられる。 
ショウ他（2013）は、インフォーマル／ノンフォーマ

ルな防災教育・学習と、通例の防災教育（＝フォーマル

防災教育）が組み合わされるべきだとする 4)。しかし上

述のように、防災教育に関する先行研究の大半は「学

校・授業・児童生徒」を前提としている。つまりフォー

マル防災教育に関する研究が大半であり、インフォーマ

ル／ノンフォーマル防災教育・学習の役割・特質・ある

べき姿・依拠すべき理論の解明、具体的事例等の蓄積が

不足している。 
そこで本発表では〈ノンフォーマル防災教育〉の具体

的事例の一つとして、日本災害救援ボランティアネット

ワークの「A 小学校子ども防災クラブ」の活動を分析し、
遊びを主体とした活動が複層的な楽しさをもたらし、防

災に関する主体性／種体性の獲得を助けるという特質を

持つことを示す。 
 
２. 事例と方法 

 認定 NPO法人「日本災害救援ボランティアネットワー
ク」（Nippon Volunteer Network Active in Disaster；以下
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NVNAD）は阪神・淡路大震災時のボランティア運動を
母体とする、国内最初の災害ボランティアネットワーク

NPOの一つである。 
 「A 小学校子ども防災クラブ」（以下「クラブ」）は
NVNAD の平常時の地域活動の一つである。2009 年より
兵庫県西宮市立 A 小学校の 3～6 年生を対象として、
「「防災」をキーワードにした遊び感覚のある様々なプ

ログラム」5)の体験を謳っている。なお、近年は隣接す

る B 小学校の児童も募集対象としている。年度ごとに
「子ども防災クラブ」の募集案内を校内で配布し、希望

者が 1年間活動に参加するという形式を取る。 
 本報告は「クラブ」をノンフォーマル防災教育の一事

例と考え、その特徴を参与観察とインタビュー調査を通

じて明らかにすることを目指す。「クラブ」は A 小学校
の協力のもと実施されているが、活動は授業時間外に行

われ、学校教員は基本的に関わらない。活動場所は学校

内の教室を借りることも、近隣の公園やキャンプ場等を

用いることもある。文部科学省や教育委員会の定めるカ

リキュラムに強く紐付けられた活動ではなく、公的ある

いは民間の資格や免許等の付与を担うものではない。以

上のようにフォーマル教育の場である学校と関わりつつ

も、その制度・意図・空間から独立した活動を続けてい

ることから、「クラブ」をノンフォーマル防災教育の事

例と考えた。 
 調査は次のように実施した。[1]NVNAD に保管されて
いた過去 10年間の「クラブ」活動記録を精査し、参加者
や活動内容の動向を把握した。[2]2019 年度の「クラブ」
活動に報告者が「リーダー」（後述）の一員として加わ

り、子どもたちと実際に活動を共にしながら参与観察を

行った。報告者である田代は 2019年度に 5回の活動のう
ち 4 回に大学生リーダーとして参加し、高原は神戸市内
の防災研究機関の人間であることをメンバーと保護者に

明示したうえで「社会人リーダー」として 3 回参加した。
寺本は主催者として全 5 回に参加している。[3]過去に
「クラブ」に A小学校児童として所属した人物 2名にイ
ンタビューを実施し、高校を卒業した現時点からふりか

えった「クラブ」について聞いた。 
 本報告では、防災教育研究で用いられることの多い質

問紙調査を選択しなかった。参加児童数が少ないため量

的調査に適さないことと、授業直前直後の調査・比較に

よって明瞭に析出できるような意図・目標が「クラブ」

では敢えて設定されていないと考え、むしろ活動のなか

で子どもたちが現している自然な様子をできるだけ同じ

視線・同じ空間で把握することを目指した。 
 
３．分析 
（１）１０年間の活動 
参加児童数は 10 名から 18 名の間を推移しており、転

校等の事情を除くとほとんどのメンバーが 6 年生時まで
続けて在籍している。中学生になってからも活動に顔を

のぞかせていたメンバーも数名おり、参加資格の規定は

ゆるやかである。活動は一貫して 3 年生から 6 年生まで
の児童が一緒に参加し、通常の学校授業のように学年・

クラス等による区分けは無い。3年生と 6年生では体格・
体力や手先の器用さに大きな差があるが、活動中は学年

が上のメンバーがゆるやかに配慮している。 
活動は大学生リーダーに支えられている。京阪神の国

公私立大学からボランティア学生が参加し、児童メンバ

ーの活動を手助けし、また安全面の目配りを受け持つ。

大学生リーダーの数は 7名から 18名の間を推移している。
大学の授業等の都合もあるためリーダーとして登録した

学生が 1 年間のうち全ての活動に顔を出すわけではない。
社会人となってからも活動に関わっている事例も見受け

られた。大学生リーダーを確保する安定した基盤は無く、

「クラブ」を持続させるうえでの課題となっている。 
「クラブ」のプログラム内容は多彩である。2009 年か

ら始まり、1 年間に 4～6 回の活動が行われてきたが、毎
年固定されている活動は 3つのみである。1つは「防災チ
ャレンジキャンプ」である。この活動は 2010年から 2019
年まで毎年開催されており、その内容は年によって多少

の違いはあるが、自炊や水遊び、バケツリレー、防災ク

イズなどが行われてきた。2 つ目は「事前説明会」であ
る。これは 2013年から毎年開催されており、年度のはじ
めに子どもとその保護者、大学生リーダー、NVNAD ス
タッフが顔を合わせる会となっている。1 年間の活動の
紹介、次回の活動である防災チャレンジキャンプの説明、

ゲームを通じた交流会が行われる。3つ目は「1年のふり
かえり」である。これも事前説明会と同様に 2013年から
毎年開催されており、1 年間行ってきた活動をクイズと
ともにふりかえったり、卒業する 6 年生に色紙を渡した
り、最後の思い出作りの活動を行ったりという内容とな

っている。 
定番でないプログラムとしては「わがまち再発見ワー

クショップ」、「人と防災未来センター」見学ツアー、

クロスロード、足湯体験、防災クイズ大会、「ボッチ

ャ」、防災カルタ、阪神淡路大震災のお話を地域住民か

ら聞くことなどが挙げられる。毎年のプログラム内容に

幅があるのは、大学生リーダーと NVNAD スタッフが年
度ごとに内容を検討するためである。活動の達成目標や

評価基準といったことが厳密に規定されていないため、

大学生リーダーが自分たちがしたいことを比較的自由に

発案・企画することができる。こうした仕組みにより大

学生リーダーの主体性が保持されることで、後述する児

童メンバーの遊びの自由さと主体性が支えられていると

考えられる。 
 
(２)エスノグラフィ「防災チャレンジキャンプ」の一日 
報告者（田代・高原）がリーダーとして参加した活動

のうち、第 2回「防災チャレンジキャンプ」（8月 7日）
の様子を記述する。 
この日は西宮市立甲山キャンプ場にて日帰りのキャン

プを行った。キャンプ場に着くと調理器具と薪を事務所

から炊事エリアまでみんなで運ぶ。細い山道の段を降り

るたび、メンバーやリーダーたちが持つアルミの器具が

かちゃんかちゃんと音を立てる。段差は大人の脚にも高

いが、子どもたちは意外と着実に上り下りをする。ハチ

がいるという声が聞こえると子どもたちの首が肩のあい

だにすっこみ、池に何かいるという声が聞こえると首が

にゅっと伸びる。 
さっそくお昼ご飯のカレー作りが始まる。3 つのかま

どに鍋と飯盒が一つずつ掛けられる。NVNAD スタッフ
がかまどごとの班分けをメンバーに伝えるが、それ以上

の役割分担は指示されない。おそるおそるピーラーでジ

ャガイモの皮を剥く子もいれば、慣れた手付きでざくざ

くと野菜に包丁を入れ、豚肉を掴んで鍋に放り込む子も

いる。やわらかい指先が野菜や刃物の柄や蛇口の取っ手

を探り、貼り付く。かまどの火に五感を集中させる子も

いれば、乾いた落ち葉の山を探り当ててくれる子もいる。 
野菜を炒める。「水どのくらい入れる？」とメンバー

- 126 -



 

  

に聞かれる。このボールに半分くらい入れてきてくれ

る？と頼む。水を入れたボールを持ってきてくれる。

「次どうするの？」とメンバーの方から聞いてくれて、

うれしくなる。木の枝を持ってきて見せてくれたので、

かわいいねと応える。初回の顔合わせのときよりも子ど

もたちとの距離が縮まったように感じられた。 
カレーが完成し、飯盒の蓋を開ける。昔っからある凹

んだ黒い飯盒やないとうまいこと炊けへんなぁ、とスタ

ッフがこぼす。皿にご飯とカレーがつがれ、ブルーシー

トの上に座るメンバーとリーダーたちに順々に手渡され

てゆく。皆で協力して作ったカレーはとても幸せな味が

した。何人かはおかわり。 
皆がカレーを食べ終る頃合いを見て NVNAD スタッフ

が「防災クイズを始めます！」と号令をかけた。子ども

たちはブルーシートの上に座りながら彼の方を見つめ、

説明に耳を傾ける。クイズは 3 択問題で計 6 問あり、簡
単に答えられるものから大人にとっても難しく感じるも

のまであった。途中で高学年のメンバーたちが「去年も

おんなじ問題やったぁ」と不満げに言うが、正答にはす

ごい速さでぴょこんと手を挙げる。「津波が陸地に近づ

くと、波の速さはどうなるでしょう？ ①速くなる ②遅
くなる ③変わらない」という問題の解説をするよう、ス
タッフが報告者（高原）に突然投げる。浅くなるほど波

は遅くなってく、だから海岸に近づくほど津波は遅く高

くなっていくよ、と答える。お、今年はちょっと雰囲気

ちがうやんけ、聞いとこ聞いとこ、といった表情がブル

ーシートのうえに広がる。 
6 年生のメンバーが生き生きと問題に答えている様子

に目を奪われた。最年長ということもあるだろうが、答

えを選んだ根拠までちゃんと答えられており、報告者は

素直に感心していた。それは他の子どもたちも同様に感

じていたのではないかと思う。後に知ったことなのだが、

この女の子は小学校 3 年生の頃から継続して子ども防災
クラブの活動に参加しているということだった。これま

で得た知識が彼女の中に定着していたのかもしれないと

思うと、なんだかうれしく思う。 
防災クイズを終えると、子どもたちは水着や濡れても

いい服に着替え、カレーを食べていた場所からすぐ近く

にある浅い川へと向かう。前回の説明会のときの緊張し

ていた様子からは想像もつかないくらいに子どもたちは

大はしゃぎしていた。子ども同士で水をかけ合って遊ん

だり、ときには大学生リーダーにもちょっかいをかけた

りして楽しそうに笑っていた。着替え持ってきてへんか

ら！と逃げる男子大学生のリーダーに、ペットボトルの

蓋に穴を開けた即席の水鉄砲で水をかけてゆく。浅い川

底をばしゃばしゃと蹴って走るリーダーを、ゴーグルと

ペットボトル鉄砲を完備した子どもたちが包囲する。 
その一隊と少し離れたところで、水中の石をひっくり

返す子どもがいる。へんな虫がおる、と見せてくる。別

の子が流れを遮るように石を置き始める。砂地に溝を掘

って運河をつくる。3 年生の女子メンバー数人が、石を
並べると水が静かに溜まることに気づき、特に事業計画

を相談しあうこともなくいつのまにかダム建設を始めて

いる。工事区画の分担が自然とでき、離れた場所からよ

り大きな石を探り当て、水中に設置してゆく。空のペッ

トボトルを上流から流し、ダムで堰き止められることを

確認する。 
そうして 1 時間ほど川遊びをしたところで子どもたち

はちらほらと川から上がりはじめ、身体を拭いて服に着

替えていた。後片付けをして記念撮影をし、帰るころに

は子ども同士だけでなく、リーダーとのふれあいが増え、

会話がはずんでいた。 
 
４．考察 
（１）ノン・フォーマルであるということ 

 以上の記述から、ノン・フォーマル防災教育としての

「A 小学校子ども防災クラブ」活動に以下のような特徴
が見いだされる。 

非中心性 「防災クラブ」と銘打っているものの、通例

の防災教育に属する要素は活動の中心ではない。前節の

「キャンプ」では「防災クイズ」が途中で挟まれるもの

の、朝から夕方までの日帰りキャンプのなかでクイズ自

体が占める時間はわずか 15分ほどである。他の活動でも
この傾向は同様であり、防災・災害に関する要素はある

程度織り込まれるものの、時間配分や活動内の強調点と

して中心化されることはない。子どもたちにとっての

「クラブ」は、まず遊びの体験であり、「防災」は付随

的なものとして感じられていると思われる。 

非指示的・非評価的 メンバーは各活動のなかで、達成

すべき学習目標を指示されない。子どもたちは何も求め

られない。個別の行動についても、カレーを作ろう、み

んなで食べよう、クイズをしよう、遊ぼう、そろそろ帰

ろう、というおおまかに区切りを入れる程度である。リ

ーダーとメンバーにくりかえし指示されることは熱中症

を防ぐこと、怪我をしないことである。スタッフとリー

ダーの事前打ち合わせでは各活動が子どもたちに与えう

る意義は確認されるものの、それを達成しなければ活動

自体が失敗だったとみなされるような目標は設定されな

い。したがって、子どもたちの行動に対する評価基準も

存在しない。 

非導入的・非体系的 防災に関する具体的なノウハウや

スキルや知識の導入は意図されない。キャンプでの「防

災クイズ」も、災害時のラップの活用法、津波の速さ、

イタリア語で「地震」は何というか、といった一見脈絡

の無いものである。 

遊びと自由 初回の顔合わせである第 1 回を含めて、全

ての回には何らかのかたちで「遊び」「ゲーム」が含ま

れ、それらは必ずしも防災と強く結び付けられていない。

指示されず評価されず、役に立つような知識やスキルを

提示されないとき、子どもたちは遊ぶ。空間の使い方、

行動、遊び方の選択の自由は、安全性に問題が無いかぎ

り最大限許容される。 

では、こうした特徴を持つ「ノンフォーマル防災教育」

は、子どもたちに何をもたらしているのであろうか。 

 

（２）「楽しさ」と〈楽しさ〉 

「防災チャレンジキャンプ」での調理や川遊びで、子

どもたちは「防災」を意識することなくその場面を純粋

に楽しんでいたように感じられる。では、この楽しさと

は具体的にどのような体験なのだろうか。 
それは複層的なものであると考えられる。第 1 に、子

どもたちが学校の休み時間や放課後に友達と遊んでいる

ときの楽しさと近いタイプの「楽しさ」がある。「キャ

ンプ」では、川で大学生リーダーに水をかけようとはし

ゃいでいた場面がそれに当たる。 
この意味での「楽しさ」と連接して、ただ遊ぶことを

遊ぶだけでなく、指示や強制によらずに、子ども自らが

ある目標に対して集中力を維持し、そのことに充足感を

得るという体験がある。これを第一の「楽しさ」と区別
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して〈楽しさ〉と表記しよう。たとえば第 2 回「防災チ
ャレンジキャンプ」において、調理やダム作りに集中し

たり、6 年生の女の子が生き生きとクイズの回答をして
いた様子があった。また、第 3 回「ボッチャ」というゲ
ームのあと、「災害時、目の不自由な方が避難所に行く

にあたり、どのような障害や困難があるか」というテー

マに対し、社会福祉協議会職員の話を真剣なまなざしで

聞いている子どもたちの光景が見られた。このように誰

かに強制されたわけではなく、自主的に発言したい、話

を聞きたいという、ある種の「熱」を帯びた状態である

〈楽しさ〉は、遊びの中のポジティブな体験でありつつ、

第一の「楽しさ」と異なる体験である。 
こうした複層的な「楽しさ」〈楽しさ〉体験は、活動

の継続性の基盤となっていると考えられる。過去の「ク

ラブ」活動資料では、単純にキャンプが楽しかったとい

う声だけでなく、来年度もキャンプに行きたい、子ども

防災クラブに参加したいというメンバーのコメントが多

く見受けられた。多くのメンバーが毎年 6 回前後の活動
に 4 年間参加していることは、「楽しさ」と〈楽しさ〉
の両立が参加意欲の維持に寄与していることを示してい

る。 
二重の楽しさは相互にスライドしてゆく体験であると

考えられる。〈楽しさ〉は基本的に「楽しさ」を入り口

にして起動する。ダム作りは水遊びではしゃいでいるう

ちにいつのまにか発見される。また、「防災クイズ」に

集中力をもって答える 6 年生メンバーの〈楽しさ〉は、
過去の 4 年間の「楽しさ」の積み重ねのなかから生じて
いる。 
こうした複層的な楽しさ体験は、意図や目標を明示せ

ず、また「防災」を中心に据えないことによって成立し

ている。遊びを通じて単純に活動を「楽し」む段階から、

防災に対する〈楽しさ〉を感じるようになるというプロ

セスが「クラブ」のノンフォーマルな形態のなかで想定

されていると考えられる。渥美（2006）は防災そのもの
を前面に出すのではなく、行事を楽しむうちに防災に出

会うような事例のことを「防災と言わない防災」がデザ

インされている事例であるという 6)。「クラブ」は「防

災教育と言わない防災教育」がデザインされている事例

である。 
 
（３）ノンフォーマル型防災学習活動が育む“種体性” 

以上のようなノンフォーマル防災教育は、教育者があ

らかじめ想定した知識や技能を導入するという形式をと

らず、子どもたちの複層的な楽しさ体験のなかで何かを

獲得していくことを目指すため、教育上の「効果」を測

定しがたい。では「クラブ」の 10年間はメンバーに何を
与えてきたのであろうか。 

2 名の「クラブ」卒業生は大阪府北部地震（2018）発
生時に「とっさに玄関開けに行きました。逃げ道の確保

みたいな。〔クラブで〕学んでなかったら、何も〔せず

に〕その場にいたみたいな感じやったのかなと思います」

「スーパー行ったときに、水が本当に一切売ってなくて。

〔…〕そういうときに言われて備えてあったので、別に

うちは水道止まったりとかはしてないんですけど、やっ

といてよかったなと」と対応したとインタビューで語っ

ている。 
 待避用にドアを開ける、水を備蓄しておくといった防

災上のノウハウを直接教え込むことは「クラブ」の目的

ではない。しかし災害に対する事前の備えや発災時の即

座の行動として成功しており、2 名ともそれを過去の

「クラブ」での活動に起因するものとして自身で説明付

けている。一方でこの 2 名の卒業生は、「クラブ」在籍
時にはそうしたノウハウや事前の備蓄等について強く意

識しておらず、むしろ思い出すのは活動が「楽しかった」

ことだという。 
 こうした「時間差」での教育効果の発現は、ノンフォ

ーマル防災教育としての「クラブ」の最大の特長である。

子どもたちにとって、「クラブ」での体験は一種の種子

である。ノウハウやスキルや知識をそのまま導入させる

場合と異なり、「クラブ」の教育上の効果は即座に測定

できない。しかし「楽しさ」と〈楽しさ〉の複層的な体

験によって、防災という種が子どもたちの心の深いとこ

ろに植え付けられる。それははじめ、自然に対する感受

性や身体運動を通じてはっきりとしたかたちを持たずに

獲得される。はじめのうちは、この種に水を与えるのは

大人であるが、気づかぬうちに子どもたちは自らその種

に水を与えるようになる。いわば主体性ならぬ、“種体

性”が子どもたちのなかで生まれる。 
 
参考文献 

1) 
佐藤公治 , 木村玲欧 , 林春男, 2018, 生徒が主体的に取り組む「避
難所運営訓練」によって「生きる力」を育む体験的防災教育

プログラムの提案:－宮城県南三陸町立志津川中学校での試み
－, 地域安全学会論文集(33), 313-323. 

永田俊光 , 木村玲欧, 2016, 火山災害から「生きる力」を高めるた
めの火山防災教育プログラムの開発, 地域安全学会論文集 (29), 
175-184. 

秦康範 , 酒井厚 , 一瀬英史 , 石田浩一, 2015, 児童生徒に対する実
践的防災訓練の効果測定:－緊急地震速報を活用した抜き打ち
型訓練による検討－, 地域安全学会論文集 (26), 45-52. 

松賀信行 , 糸井川栄一, 2017, 防災教育施設での児童の防災体験学
習が児童とその保護者に与える効果に関する研究:―本所防災
館を対象として―, 地域安全学会論文集 (31), 125-135. 

西羅憲作 , 糸井川栄一 , 梅本通孝, 2011, 小学校教員の地震防災教
育に対する内発的動機づけと地震防災教材の活用可能性に関

する研究, 地域安全学会論文集(15), 415-425. 
山下未知子 , 林春男 , 元谷豊 , 竹本加良子 , 山本晋吾, 2001, 効果
的な防災教育に向けた防災知識体系化のための基礎的研究 : 防
災知識の意味ネットワーク表現, 地域安全学会論文集(3), 189-
198. 

2) UNESCO, 2011, International Standard Classification of Education: 
ISCED2011, 
http://uis.unesco.org/sites/default/files/documents/international-
standard-classification-of-education-isced-2011-en.pdf 

3) 丸山英樹, 大田美幸編, 2013, ノンフォーマル教育の可能性 ：リ
アルな生活に根ざす教育へ, 新評論. 

4) ショウ・ラジブ, 塩飽孝一, 竹内裕希子〔編著〕, 2013, 防災教
育： 学校・家庭・地域をつなぐ世界の事例, 明石書店, 14-19. 

5) NVNAD ウェブサイト（http://www.nvnad.or.jp/bousai.html）
より（2020年 4月 6日アクセス） 

6) 渥美公秀, 2006, 防災教育をデザインする, 自然災害科学 24(4), 
350-356. 

 
補注 

本研究は JSPS科研費 19K23332の助成を受けたものです。 

- 128 -



 
 

 

 
 

地震火災の延焼拡大予測データベースを活用した 
リアルタイム避難誘導支援システムの開発 

Real-time Evacuation Guiding Simulation System under Post-Earthquake Fires 
using Fire Spreading Prediction Database 

 
鈴木 雄太1，糸井川 栄一2 

Yuta SUZUKI1 and Eiichi ITOIGAWA2 
 

1 筑波大学大学院システム情報工学研究科博士後期課程 
     Graduate School of Systems and Information Engineering, University of Tsukuba. 
2 筑波大学システム情報系 
     Faculty of Engineering, Information and Systems, University of Tsukuba. 
 

In the simultaneous fires that are a concern in the case of an earthquake directly below the Tokyo metropolitan 
area, the issue is how to quickly and safely determine the evacuation guidance of residents. In this study, for the purpose 
of constructing prototype model of actual evacuation guiding operations under the post-earthquake fires, we developed 
the real-time evacuation guiding simulation system that aggregates detected fire information that predicts fire spreading 
and calculates evacuation route minimizing evacuation risks based on fire information. In the system, using fire spread 
prediction database pre-calculated, output of prediction result is accelerated for ensuring real-time performance. In this 
result, the time flow of the operations is reproduced and in the system and application for training is expected. 
 
Keywords : post-earthquake fires, real-time evacuation, evacuation guiding, fire simulation. 
 

 
１．はじめに 
 
 近年，首都直下地震や南海トラフ巨大地震等，大規模

地震の発生が危惧されており，大都市を中心として同時

多発火災による甚大な人的被害が想定されている 1)．そ

の火災による人的被害の多くは，木㐀住宅密集地域と呼

ばれる火災に対する脆弱性が高い地域，住民の逃げ惑い

による避難途上の被害とされている．そのため，適切な

時期かつ安全な経路で住民を避難誘導する方策の検討が

喫緊の課題である． 
 これまでに，筆者らは，地震発生後に消防機関等によ

って収集された覚知された火災情報(以下「覚知火災情

報」)に基づき，住民らを地記事的に避難誘導する方策で

ある，リアルタイム避難誘導を提案し，避難経路の決定

方法に関する理論的なモデルの構築及び避難経路の可視

化システムの開発を行ってきた)))．一連の研究では，覚

知火災情報の不完全性として，避難誘導時に覚知されて

いない未覚知火災の存在と延焼予測のばらつきという 2
つの不確実性に着目し，避難者が誘導された経路上で火

災に遭遇するリスクの評価指標の数理モデルを構築し，

避難リスクを最小化する避難経路の導出を行っている． 
しかしながら，以上のモデルでは，地震火災について，

市街地上で一様かつランダムに出火し同心円状に等㏿度

で延焼する現象という強い仮定を置いており，実際の建

物の分布や風による延焼の傾きへの影響が考慮されてい

ない．同心円状への延焼という全風向対応型モデルとい

う特性から，事前評価におけるリアルタイム避難誘導の

戦略検討や効果検証にとっては有用である一方，その

時々の気象条件に適応していないため，現実のリアルタ

イム避難誘導への応用において課題が残される． 
そこで我々は，実際の避難誘導時の運用に応用できる

プロトタイプモデルの開発を目的として，建物及び気象

条件を考慮した延焼拡大予測モデルによる延焼シミュレ

ーション結果に基づいて，延焼状況の把握及び避難リス

クの評価を実施し，より頑健な避難経路の導出及び可視

化を行うリアルタイム避難誘導支援システム(以下「本シ

ステム」)を東京都 23 区を対象として開発した． 
本システムは，実際の運用モデルのプロトタイプであ

るため，2 つの目標を設定し開発した．1 点目は，リアル

タイム性の確保である．リアルタイム避難誘導では，避

難圏域及び周辺地域という広域な領域を対象としている

ため，建物数や対象避難者の多さにより，火災の延焼シ

ミュレーションおよび避難経路計算の多大な計算量が予

想される．そのため，事前評価が可能なものについて，

事前に計算・データベースして運用する．本システムで

は，東京都 23 区内各建物を出火点とした風向風㏿別

の延焼拡大予測を予めデータベース化することで，

運用時の延焼シミュレーションの簡略化及び避難リ

スク計算の効率化を図った． 

2 点目は，地震時の時間的な流れを意識した，火

災情報の集約から避難経路の把握までの一連作業の

訓練利用を想定することである．本システムでは，

自由に時間指定が可能な時計を導入し，ある設定し

た時刻に，一度登録した火災情報及び避難者情報に

ついて，次の時刻までの状況を再現・更新した情報

を次の入力とすることで，時間の進行とともに状況

が推移していく仕組みを構築し，システム上で発災

後の時間の流れを再現した． 
本稿では，本システムの構成及び延焼予測 DB を用い

た避難リスク評価方法を説明し，ESRI 社の GIS ソフトウ

ェアである ArcGIS Pro をプラットフォームとして開発し

た UI システムの紹介を行う． 
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２．リアルタイム避難誘導支援システムの構築 
 
 (1) 避難誘導支援シミュレーションの流れ 
 本システムの構成及び避難誘導支援シミュレーション

の流れについて，図 1 に示す．本システムは，「環境条

件の設定」「火災シミュレーション」「避難シミュレー

ション」「避難リスク評価」の 4 つの機能で構成されて

いる．まず，「環境条件の設定」にて，避難誘導支援シ

ミュレーションの実施環境の想定として，対象の避難圏

域，気象条件，想定出火件数，想定覚知確率及び発災時

刻を設定する．その後，現在時刻を任意の時間に進め，

「火災シミュレーション」にて，覚知火災を登録し，延

焼拡大予測を行う．同時に「避難シミュレーション」に

て，避難者を登録すると，覚知火災の延焼拡大予測に基

づいた避難経路が計算され，避難者毎に指定した時刻に

避難を開始する．ここで，現在時刻を進め，上記の流れ

を繰り返すと，最初に登録した避難者について，現在時

刻まで状況の追跡・更新がされ，新たな覚知火災情報に

基づく避難経路の更新が行われる．全ての避難者が避難

完了するまで繰り返し実施することで，避難誘導支援の

シミュレーションが疑似的な時間の流れの中で行われる． 
 
 (2) 延焼拡大予測データベースの構築 
 本システムでは，リアルタイム性を確保するために，

東消式 20015)による延焼シミュレーションシステムを用

いて，東京都 23 区内について，気象条件(風向・風㏿)，
出火建物別に延焼拡大予測を事前計算し，データベース

化した．これを用いることで，覚知火災に基づく延焼拡

大予測を高㏿に出力できる仕組みを構築した． 
また，図 2 に示すように，出火建物別に各道路リンク

への最早閉塞時間を計算し，建物から道路リンクへの閉

塞関係を構㐀化することで，以下で説明する避難可能確

率の効率的な計算を可能とした． 
 

(3) 延焼予測 DB を活用した避難リスクの評価 
 「避難シミュレーション」では，避難リスクに対する

安全性として避難余裕性 2)及び避難可能確率 2)を延焼予測

DBを活用して計算し，最小化することで避難経路を導出

する．本稿では，避難可能確率の導出方法について説明

し，避難余裕性については紙面の都合上,割愛する． 
 避難可能確率とは，”覚知火災を迂回した避難経路にお

いて，未覚知火災に遭遇せずに避難場所(避難経路の終

点)に到達できる確率”である．既存のモデル 2)では，未覚

知火災が存在する場合に，避難者が未覚知火災に遭遇し

てしまう範囲を出火警戒領域と定義し，その中に，未覚

知火災の出火点が存在しない確率を，幾何学的なモデル

によって導出している．実際の延焼拡大予測を考慮する

場合，図 3 に示すように，各建物を出火点としたときの

最早閉塞時間が通過時間よりも早い建物群が，出火警戒

領域内の建物に該当する．また，出火時間を考慮する場

合，閉塞時間は出火時間の分だけ遅れる．よって，道路

リンクを避難者が通過する前に，ある建物 iの出火による

火災で道路リンクが閉塞する条件は，[1]で表される． 
建物𝑖の出火時間 ≤ 𝑡௝ − 𝑡௘

௜,௝ [1] 
𝑡௝:避難経路上の道路リンク j の終点における避難者の通過時間 
𝑡௘

௜,௝:建物 i から避難経路上の道路リンク j への最早閉塞時間 
即ち，[1]の右辺が，避難者が未覚知火災に遭遇しうる出

火時間の最大値(以下「出火警戒時間」)である．ゆえに，

図 4 のように，各建物について，経路上の各道路リンク

に関する出火警戒時間の中の最大値を求め，”全建物が， 

 
図 1 避難誘導支援システムの構成とシミュレーションの流れ 

 

 
図 2  出火建物から各道路リンクの最早閉塞時間の計算 

 

 
図 3 避難経路上の一つの道路リンクにおける出火警戒建物 

 

 
図 4  避難経路に対する各建物の出火警戒時間の計算 

 
出火警戒時間の最大値までに覚知されていない条件の下，

出火していない確率”が，本モデルの避難可能確率である．

本避難可能確率𝑃௘௩௔を式で表すと，[2]で表される． 

避難可能確率𝑃௘௩௔ = ෑ
1 − 𝑝௙

௜ ൫𝑡௙
௜൯

1 − 𝑝ௗ௘௧
௜ ൫𝑡௙

௜ , 𝑡ௗ௘௧൯

௡

௜ୀଵ
 [2] 

𝑡௙
௜ = max

௟௜௡௞ ௝∈ோ௢௨௧௘
൫𝑡௝ − 𝑡௘

௜,௝൯ 

𝑡௝ − 𝑡௘
௜,௝
：避難経路上の道路リンク j に関する建物 i の出火警戒時間 

𝑝௙
௜ (𝑡):建物𝑖が𝑡までに出火する確率 

𝑝ௗ௘௧
௜ (𝑡ଵ, 𝑡ଶ):建物𝑖が𝑡ଵまでに出火し，𝑡ଶまでに覚知する確率 
最後に，避難可能確率𝑃௘௩௔を最大化することで，未覚知

火災に対して頑健な避難可能確率最大経路が得られる．  
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３．ArcGIS Pro をプラットフォームとした 

リアルタイム避難誘導支援システムの開発 
 
(1) 本システムのユーザーインターフェース 
 本研究では，レイヤーによる表示マップの変更や機能

の配置等，比較的自由に UI デザインの開発・変更が可能

である，ESRI社のGISソフトウェアであるArcGIS Pro 2.4
をプラットフォームとして避難誘導支援システムの開発

を行った．図 5 に，ArcGIS Pro 上の UI の配置図を示す．

リボン上において，対象避難圏域の選択及び新規シミュ

レーションの作成やモードの切り替え(①, ②)，左ウィン

ドウに表示レイヤーの切り替え，中央に表示マップ，右

ウィンドウに環境設定や各種情報の登録及びシミュレー

ションの実行を行う操作パネル(⑤)を配置した． 
 
(2) 使用する地理情報データ 
 市街地上の建物及び道路，避難場所等の地理情報につ

いて，東京消防庁の東京都の市街地状況調査報告書(第 10
回)6)の地理情報データ及び東京都の震災時火災における

避難場所及び避難道路等の指定(第 8 回見直し)7)より，以

下のデータを用いる． 
・建物現況 6) 
・道路ネットワーク(ノード，リンク)6) 
・避難場所 7) 
・避難圏域 7) 
 また，沿道建物について，薄井ら 8)より，各道路リン

クの中心線から発生させた道路幅員+4ｍのバッファによ

る接道判定に基づいて指定した． 
 
(3) リアルタイム避難誘導シミュレーションの情報登録 
 本システムでは，避難誘導シミュレーションを実施す

る前に，避難経路を導出するために必要な情報を登録す

る必要がある．ここで登録した情報は，現在時刻を進め

た際，現在時刻の状況まで更新されて引き継がれる．図

6 に情報登録の手順を示す．例では，9 時に発災したとし，

9 時現在の情報登録を行っている． 
a) 地震発生時の環境設定 
 まず，操作パネルにおいて，発災時刻を設定し，火災

の発生条件として想定出火件数と想定覚知確率，風㏿・

風向を設定する(図6中(a))．ここで設定した想定の下，火

災が発生していると判断し，延焼拡大予測及び避難誘導

経路が計算される． 
b) 開設する避難場所の登録 
 次に，避難者の目的地点となる避難場所の登録を行う．

避難場所付近のノードについて，入り口となるノードを

マップ上で選択することで登録できる(図 6 中(b))．この

時，開設・閉設時刻を設定・変更することができ，現在

時刻に応じた避難者の行先の変更が可能である． 
c) 誘導する避難者の登録 
 マップ上のノードを選択することで，誘導する避難者

を登録できる(図6中(c))．避難者には，避難開始時刻と避

難者種別の属性が与えられる．避難者種別の属性は，予

めリスト化し，プルダウンメニューより設定できる．例

では，各町丁目重心付近のノードに，13時(地震4時間後)
に避難開始する「一般」属性の避難者を登録している． 
d) 覚知火災の登録と延焼拡大予測の表示 
 マップ上の建物を選択することで，覚知火災の出火点

として登録できる(図 6 中(d))．覚知火災には，出火時刻 

 
①：対象避難圏域の選択, シミュレーションの新規作成 ②：実行モード
の選択 ③：表示する地理情報・避難場所情報・避難者情報・覚知火災
情報・避難リスク情報の選択 ④：表示マップ ⑤：環境設定, 覚知火災
情報,・避難者・避難場所の登録, 避難誘導シミュレーションの実行  

図 5  ArcGIS Pro 上のユーザーインターフェース 
 

 
(a) 地震発生時の環境設定 

 
(b) 開設する避難場所の登録 

 
(c) 避難者の登録

 

(d) 覚知火災の登録と延焼拡大予測の表示 

図 6  リアルタイム避難誘導情報のための情報登録手順 
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図 7 避難誘導シミュレーションの実行後の リアルタイム避難経路と避難者状況の可視化例 

 
出火時刻及び覚知時刻が記録される．延焼シミュレーシ

ョンを実行することで，延焼予測 DB より，覚知火災を

出火元とした延焼拡大予測結果を取り出し，マップ上に

表示することができる．覚知火災は複数建物の集合(炎上

中の建物群)として登録可能であり，この場合，それぞれ

を出火点とした予測結果より，各建物への最早延焼時刻

によって，延焼範囲が生成される．また，タイムスライ

ダーによって将来の予測結果を確認でき，例では 13 時

(地震 4 時間後)の延焼範囲が表示されている． 
 
(4) 避難誘導シミュレーションの実行 
 避難誘導シミュレーションを実行することで，げんざ

で登録した避難者について，覚知火災情報に基づき避難

経路が計算・可視化され，現在時刻までの避難が実施さ

れる．図7に，リアルタイム避難経路と避難者状況の可視

化例を示す．登録した避難者の避難開始地点より，最短

経路(破線)及び避難可能確率最大経路(緑色の実線)が可視

化され，それぞれ設定された歩行㏿度(2000[m/h])で避難

開始する．タイムスライダーより，本避難誘導に従うの

避難者の将来状況を確認できる(図7中，青色の人型マー

ク)．例では，13時半(地震4時間半後)の避難者状況を表示

している． 
図7より，最短経路では，市街地中心に存在する火災の

間を縫うように避難している．一方で，避難可能確率最

大経路では，風下側の南方の環七通り方面へ，避難が集

中していることがわかる．このように，本システムによ

る避難誘導シミュレーションによって，リアルタイム避

難誘導の状況を再現することで，模擬的な訓練への活用

が期待できる． 
 
４．まとめと今後の展望 
 本研究では，ArcGIS Pro をプラットフォームとして，

実運用のプロトタイプモデルである，延焼拡大予測 DB
を活用した避難誘導支援システムの開発を行った．本シ

ステムの開発を通して，実際の延焼拡大予測に基づく安

全な避難経路の導出が可能となり，また，模擬的な避難

誘導を実施する避難誘導シミュレーションを構築した．

今後は，本システムの機能の継続的な技術改善を行うと 

 
ともに，本システムを用いた訓練手法の確立及び効果的

な避難誘導方策の検討を行う．加えて，本システムで生

成した避難誘導情報を行政や市民向けに情報発信する情

報伝達システムの検討・開発を行う． 
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 Volcanic hazard maps are basic and crucial materials for considering disaster management measurs. Volcanic eruptions are 
not necessary to erupt at estimated craters on the hazard maps. Therefore we propose that the Government of Japan should 
develop multiple volcanic hazard maps corresponding to each craters and those database on its own responsibility for 
applycaion of those maps on disaster management measures.  
 
Keywords : volcano, hazard map, volcanic eruption, database, disaster management measure 
 

 
１．はじめに 

国は、活動火山対策特別措置法（昭和 48 年 7 月 24 日

法律第 61 号）の一部を改正し（平成 27 年 7 月 8 日法律

第 52号）（以下「改正法」という。）、2015年 12月 10

日から施行している。 

改正法第 3 条第 1 項に基づき、火山災害警戒地域に指

定された当該地域をその区域に含む都道府県及び市町村

は、想定される火山現象の状況に応じた警戒避難体制を

検討するため、火山防災協議会（以下「協議会」とい

う。）の設置が義務付けられ、協議会は、火山現象が及

ぶ恐れがある範囲を地図上に表示し、防災対応をとるべ

き範囲を分かり易くした「火山ハザードマップ」（以下

「ハザードマップ」という。）を作成し、広く公開して

いる。 

このハザードマップは、噴火の起こりうる可能性の一

事例を示したものである。したがって噴火の可能性のあ

る場所を可能な限り想定し、防災対応に活用できるよう

に、国において、噴火が想定されるそれぞれの場所毎の

ハザードマップを作成し、そのデータベース化を行うこ

とを提言する。 

 

２．火山ハザードマップ 
(1) ハザードマップの作成 

協議会は、噴火に伴う噴石、火砕流、溶岩流、融雪型

火山泥流などの火山現象（以下「火山現象」という。）

に対応する警戒避難体制の協議を行う。 

その内容は、火山現象とその影響の推移を時系列で示

す「噴火シナリオ」、火山現象が及ぶ恐れがある範囲を

地図上に表示し、防災対応をとるべき範囲を分かり易く

した「ハザードマップ」、「噴火シナリオ」･「ハザード

マップ」を基に、火山活動の段階に応じた入山規制、避

難等を定めた「噴火警戒レベル」、避難場所や避難経路、

避難手段等を示す「避難計画」など、一連の警戒避難体

制についてである。 

協議にあたり、ハザードマップは必須の基礎となる重

要な資料である。このため、ハザードマップがない協議

会においては、まず、ハザードマップの作成を行わなか

ればならないが、国による財政的支援がなく、協議会に

おいて作成するには財源の確保が大きな課題となってい

る 1)。 

 
図 1 活動火山対策特別措置法の改正概要 2) 

 

一方、既にハザードマップを作成済の協議会において

も、作成から長期間経過し、また、新たな知見や居住地

の状況変化、土地利用の変化など作成時の前提条件が変

わり、火山現象が及ぶ範囲や影響が変化しているような

場合には、新たにハザードマップを改訂することが求め

られる。 

また、前述した新規に作成したハザードマップも時間

の経過とともに、同様に改訂が求められる。 

このため、協議会には、新規作成と同様に改訂時にも、

多額の財源の確保が大きな課題となっている。 

 

(2) 噴火を想定した複数ハザードマップの必要性 

 御嶽山のハザードマップは、1979年の噴火口を中心に

御嶽山の噴火の教訓、火山防災対策の特殊性等を踏まえ、活動火山対策の強化を図るため、火山地域の関係者が一体となっ
た警戒避難体制の整備等所要の措置を講ずる。

１．改正の背景

２．法律の概要

○ 明瞭な前兆がなく突如噴火する場合もあり、住民、登山者等様々な者に対する迅速な情報提供・避難等が必要（御嶽山噴火の教訓）
○ 火山現象は多様で、かつ、火山ごとの個別性（地形や噴火履歴等）を考慮した対応が必要なため、火山ごとに、様々な主体が連携し、
専門的知見を取り入れた対策の検討が必要

○火山災害警戒地域における警戒避難体制の整備

火山災害警戒地域の指定（第３条） 警戒避難体制の整備を特に推進すべき地域を国が指定（常時観測火山周辺地域を基本）

国による活動火山対策の推進に関する基本指針の策定（第２条）

・ 都道府県・市町村は、火山防災協議会を設置（義務）

都道府県・市町村 地方整備局等
（砂防部局）

気象台

自衛隊火山専門家

※他、環境事務所、森林管理局、交通・通信事
業者等。集客施設や山小屋の管理者も可。

観光関係団体 等

火山防災協議会（第４条）

必須構成員

必要に応じて追加

・・・関係者が一体となり、専門的知見も取り入れながら検討

協議事項

【都道府県】（第５条）
１．火山現象の発生・推移に関する情
報の収集・伝達、予警報の発令・伝
達（都道府県内）
２．右の２．３を定める際の基準
３．避難・救助に関する広域調整

等

【市町村】（第６条）
１．火山現象の発生・推移に関する情報の収集・伝達、予警報の発令・伝
達（市町村内）
２．立退きの準備等避難について市町村長が行う通報等（噴火警戒レベル）
３．避難場所・避難経路
４．集客施設・要配慮者利用施設の 名称・所在地
５．避難訓練・救助 等

【協議会の意見聴取を経て、地域防災計画に記載（義務）】

・ 噴火警戒レベルの設定、これに沿った避難体制の構築など、一連の警戒避難体
制について協議

噴火シナリオ
※噴火に伴う現象と及ぼす影響の推移
を時系列に整理したもの

火山ハザードマップ
※噴火に伴う現象が及ぼす範囲を地
図上に示したもの

噴火警戒レベル

※噴火活動の段階に応じ
た入山規制、避難等

避難計画

※避難場所、避難経路、
避難手段等を示したも
の

【市町村長の周知義務】（第７条）
火山防災マップの配布等により、避難場所等、円滑な

警戒避難の確保に必要な事項を周知

警察 消防

【避難確保計画の作成義務】（第８条）

集客施設（ロープウェイ駅、ホテル等）や要配慮者利
用施設の管理者

等による計画作成・訓練実施

○自治体や登山者等の努力義務（第11条）

○火山研究機関相互の連携の強化、火山専門家の育成・確保（第30条）

活動火山対策特別措置法の改正 （平成２７年１２月１０日施行）

・自治体による登山者等の情報把握の努力義務を新たに規定
・登山者等の努力義務（火山情報の収集、連絡手段の確保等）を新たに規定
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火山現象が及ぶ範囲を定め、これにより警戒避難体制の

検討を行ってきた。しかし、2014年の噴火では、剣ヶ峰

の南西側で火口が開き、1979年とは異なっていた。町村

では、噴火した火口は異なるものの、既設のハザードマ

ップに基づいて検討を行い、事前に取り決めていた噴火

警戒レベル３の場所で、警戒範囲を設定し、立入規制等

の対応を行った。 

 2018年に噴火した元白根山は、想定されていない火口

からの噴火であった。このため、元白根山のハザードマ

ップは作成されておらず、噴火警戒レベルも運用されて

いなかったため、噴火時は、当面、草津白根山の噴火警

戒レベルに基づき、事前に定めていた噴火警戒レベルの

規制箇所の立入規制を行った。 

これらのことを踏まえると、 噴火の可能性のある既知

の噴火口に加えて、未知の噴火口を含めた様々な噴火口

からの噴火の可能性が考えられることから、特定の噴火

口を想定した１つのハザードマップを活用した警戒避難

体制の検討だけでは、不十分であることは明らかである。 

当然のことながら、登山者等への注意喚起にもつなが

る代表的なハザードマップを広く周知することは重要で

ある。一方、火山の噴火は必ずしも想定の火口から噴火

するものではないため、協議会としては噴火可能性のあ

る複数の地点を中心としたハザードマップを作成し、警

戒避難体制を検討しておくことが求められる。 

また、ハザードマップを複数作成し、避難体制を検討

ておくことにより、たとえ、想定の火口以外で噴火した

としても、一番近いハザードマップを活用することによ

り、適切な噴火対応や登山者等の救助・救急活動を行う

ことが期待できる。 

しかし、ハザードマップの作成には多額の財政負担が

求められ、 協議会において、噴火が想定される様々な位

置のハザードマップを複数作成することは困難である。 

このため、少なくとも、火山災害警戒地域に指定され

た 49火山については、国の責任において、火山専門家等

の意見も踏まえ、噴火が想定される地点のハザードマッ

プを事前に作成し、協議会に提供するとともに、データ

ベース化し、一元的に管理することにより、協議会関係

者や火山専門家等がいつでも必要な検討や研究にこのハ

ザードマップを活用できるようにすべきである。 

(3) リアルタイムハザードマップ 
国土交通省では、2018年に実際の火山活動状況を速や

かに反映させたハザードマップを緊急的に作成する「火

山噴火リアルタイムハザードシステム」を開発している。

富士山や浅間山など５火山を対象とし、降灰後の土石流、

火山泥流、溶岩流、火砕流の土砂災害について、協議会

等を通して市町村等に提供し、住民避難の避難誘導等に

活用が期待されているが、今後、有効に活用していくた

めに、対象火山の拡大や火山現象の追加、噴火前の活用

などの運用が求められている。 

  

３．おわりに 
火山ハザードマップは、一連の警戒避難体制の検討に

は、基礎となる重要な資料である。 

しかし、その作成・改訂には多額の経費がかかるため、

協議会にはその財政負担は大きな課題となっている。こ

のため、協議会では過去の噴火を踏まえ、少しでも可能

性の高い火口を想定したハザードマップの作成・改訂を

進めるのが精一杯であるのが実情である。火山の噴火は、

必ずしもこのハードマップの火口から噴火するものでは

ない。当然に、想定された火口以外からの噴火であれば、

地形等により、火山現象の影響範囲が大きく変わってく

ることも十分に考えられ、それにより、避難対象地域等

も大きく変わってくる。 

このため、噴火の可能性のある火口位置を想定し、複

数のハザードマップを事前に作成しておけば、避難計画

の検討や、登山者等への情報伝達、救助・救急活動の検

討を行う上でも有益なものであることは言うまでもない。 
また、このハザードマップをデータベース化し、必要

に応じ関係機関や火山専門家がいつでも活用できるよう

にすることは、火山防災や火山研究のためにも有益であ

ろう。 

本来であれば、米国地質調査所（USGS）のような機関

を国の責任において組織し、この機関において、多くの

火山専門家の検討の下にハザードマップを作成し、デー

タベース化して平時から広く活用するとともに、噴火時

にもハザードマップを活用して、避難行動に繋がるよう

にしていくことが望ましい。しかし、残念ながら日本の

火山監視や調査研究体制はそのようになっていない。こ

の点においても、課題があることは多くの火山専門家な

どから指摘されているところである。 

本稿では、火山防災協議会を設置し、避難計画を検討

する自治体の立場から、ハザードマップ作成に係る課題

を提示した。 
とりわけ想定外を無くすためにも、 噴火の可能性のあ

る火口位置を想定した複数のハザードマップの作成を、

国の責任において早急に行うことが必要なことをを重ね

て指摘したい。 
 

参考文献 

1) 南沢修・秦康範：活動火山対策特別措置法の改正点

と運用の課題，第 20 回日本災害情報学会研究発表大

会予稿集，pp.66-67，2018 

2) 内閣府：活動火山対策特別措置法の概要 

3) 気象庁：御嶽山火山リーフレット（旧），2008.3.31 

 
図 2 御嶽山噴火警戒レベル（旧）3) 

- 134 -



 
 

  

 
 

地域防災における人材育成の日米比較 
－防災士と米国CERTの事例から－ 

Comparative studies of disaster management training 
in Japan and the United States 

 
飯塚 明子

1 

Akiko IIZUKA1  
 
1 宇都宮大学 留学生・国際交流センター 
     Center for International Exchange, Utsunomiya University 
 
This study compares disaster management training in Bousaishi, disaster prevention expert in Japan, and Community 
Emergency Response Team in the United States. The two programs were compared with regard to their training 
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１．はじめに 

1995 年の阪神淡路大震災以降、地域防災力の向上に自

助と共助の役割が強調されるようになった。大規模な災

害が発生すると、消防や警察と言った公的な専門機関の

救助の手がまわらず、地域の自治体も被災することがあ

る。災害対応の意識調査で、39.8％の人が「自助」に重

点をおくべきと答え、24.5％の人が「共助」、28.8％が

「自助」、「共助」、「公助」のバランスを取るべき、

6.2％の人が「公助」に重点をおくべきと答えている 1)。

「自助」に重点をおくべきと答えた人は、2002 年の

18.6％、2013 年の 21.7％から、2017 年になって 39.8％

と近年大幅に増加しており、「自助」や「共助」を基本

とする地域防災の人材育成は喫緊の課題となっている。 

阪神淡路大震災の教訓から始まった日本の防災士は地

域防災における人材育成を目的としている。防災士は特

定非営利活動法人、日本防災士機構が認証する民間資格

で、2003 年に研修が始まって以降、その数は毎年急増し、

現在は国内で合計 18万 2,583人が防災士研修を受け、防

災士の資格を保持している 2)。 

 米国では、地域住民の防災力を高めることを目的とし

た Community Emergency Response Team（以下 CERT）プ

ログラムが 1993 年に始まり、現在 60 万人以上が研修を

受け、プログラムを修了している 3)。CERT は、ロサンゼ

ルス市消防局の職員がカリフォルニアのウイッティア地

震の経験や日本の防災訓練を視察したことから考案し、

そ の 後 連 邦 緊 急 事 態 管 理 庁 (Federal Emergency 

Management Agency、以下FEMA）が制度化し、全国的に広

めている。本研究は防災士と米国の CERTを比較し、学び

合うことを目的としている。防災士が始まるまでは、日

本では防災や減災に関する一定の基準を目標とする資格

はなく、その成果や教訓を立証することは難しい。一般

市民が防災の研修や修了証を受ける全国的に制度化され

たプログラムは CERT以外にはない。災害の種類や地域特

性は日米間で異なる点があるものの、教育や経済の水準、

災害対応や防災に関する制度や概念が大きく異ならない

両国を比較することで、地域防災における人材育成の教

訓や課題を明らかにすることを目的とする。 

 

２．研究手法と先行研究 
 防災士と米国の CERTについては、それぞれについて書

かれた論文や報告書等の二次資料をもとに、1）背景、2）

役割と活動、3）実施と研修プログラム、4）受講者の視

点から分析する。それをもとに 2 つのプログラムの類似

点と相違点を明らかにし、今後の課題や提案に結びつけ

ることを目的とする。米国 CERTについては、ボストン大

学危機管理室室長で、大学で CERT を運営している John 

Tommaney氏から聞き取り調査を行い（2019年 10月 8日）、

その後 2019年 10月から 12月まで 9回にわたりボストン

大学が行う CERTプログラムに参加した筆者の経験も踏ま

える。 

地域防災における人材育成や防災士についての先行研

究や報告は多くはないが、地域の防災リーダー育成事業

の現状として、日本の先進的な自治体が行う事業の紹介

や 4)、地域の人材育成を促進するために内閣府が作成し

た地域防災リーダー育成用研修テキストがある 5)。また

防災士の現状と今後の課題について、防災士機構や地方

自治体が自ら行っている取り組みについて分析したもの

や 6)、静岡県が行っている防災士講座の受講者の動機や

背景について分析した論文がある 7)。このように行政や

大学などが事業の仕組みや個々の事例について報告した

ものや、指導の立場からの教材や事例紹介は存在する一

方で、防災士の成果や教訓を分析する研究は少ない。防

災士は一定の基準を目標とする日本で初めての資格であ

るため、その成果や教訓を立証することは難しく、これ

まで国際比較に基づく検証はされておらず、本研究では

米国の CERTとの比較を通して防災士の教訓や課題を明ら

かにする。本論文の構成は、以下の 3 章で防災士を 4 章

で CERT を、(1)背景、(2)役割と活動、(3)実施と研修プ

ログラム、(4)受講者の視点で解釈し、5 章で類似点と相

違点を分析する。 
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３.防災士 
(1) 背景 

防災士は、日本防災士機構が認証する民間資格で、地

域防災力を高めるための人材育成を目的としている。

1995 年に発生した阪神淡路大震災で、救助が必要だった

約 35,000人のうち、約 8割が近所の人たちによって助け

出されたという事実から、住民同士の助け合いや住民一

人一人が防災対応能力を高めることの重要性が教訓とな

った。特に広範囲で甚大な災害が発生した場合、警察や

消防と言った公的な専門機関が短時間で救助に来るとは

限らず、地域住民の一人一人が救助活動や初期消火活動

を行い、被害を最小限に抑えることや、防災・減災意識

の向上や平常時の備えを厚くすることが重要である。こ

のような地域防災力の向上を担うことができる人材を育

成することを目的に、2001 年に日本防災士機構が設立さ

れ、2003 年から防災士養成研修と資格取得試験が始まり、

防災士の資格を認証するようになった 6)。 

(2) 役割と活動 
日本防災士機構によると、防災士は主として地震や水

害、火山噴火、土砂災害などの自然に対して、以下の 3

つの役割や活動を期待されている。 

1) 平常時の防災意識の啓発、自助・共助活動の訓練 

2) 災害時、公的支援が到着するまでの間の被害の軽減

（初期消火、救出救助、避難誘導等） 

3) 災害発生後の被災者支援の活動（避難所の運営や復旧

活動等） 

家庭、職場、地域の様々な場所で、防災士の資格を取

得する際に習った知識や技能を生かして、災害発生後の

被害を最小限にするだけではなく、災害発生前に備えを

厚くしたり、防災意識を高める活動も期待されている 2)。 

(3) 実施と研修プログラム 
防災士の資格を取得するには、以下の 3 つの条件を満

たす必要がある。 

1）日本防災士機構が定めたカリキュラムに則った防災士

研修講座を受講すること 

2）日本防災士機構が実施する防災士資格取得試験で 8割

以上を正解すること 

3）消防署や日本赤十字社等が実施する 3時間以上の救急

救命講習（心肺蘇生と AED を含む）を受け、過去 5 年以

内の受講修了書を提出すること 2) 

防災士研修は、日本防災士機構が認証した研修機関が

実施し、2019 年度は 25 の県、38 の市区町村、大学を含

む 32 の教育機関、3 つの民間法人が研修を実施している
2)。研修費は研修機関によるが、毎年全国各地で 80 回以

上研修を行っている防災士研修センターが実施する研修

の受講料は 53,900円で、それに加えて受験料 3,000円、

認証手続料として 5,000 円かかる。警察官や消防士等に

は受講料について特例の規定があり、地域防災を担う防

災リーダーの育成が急務であるため、受講に対して補助

制度を設けている自治体もあるが 2）、財政的に多額の予

算を支出することが難しい自治体もあるのが現状である。 

防災研修プログラムを実施する研修機関は、防災士の

役割や制度の紹介に加えて、教本にある 31 の履修講目

（表 1）の中から 12 講以上を選び、講義と演習を通して

行う 2)。研修プログラムは、最低 2日以上（1日 6時間）

の日程で地域特性等を考慮に入れ、研修実施機関が講義

講目やプログラム時間は異なる。和歌山県と和歌山大学

が連携して実施している「紀の国防災人づくり塾」では、

県と大学が連携し、県内の講師を選び、南海トラフ地震

や和歌山県の気象特性、県の対策等を取り入れた地域性

のあるプログラムを実施している 6)。 

表 1 防災士研修の履修講目 2) 

序論 

第 1講 近年の自然災害に学ぶ 

第 2講 防災士の役割 

災害発生の仕組みを学ぶ 科学 

第 15講 地震のしくみと被害 

第 16講 津波のしくみと被害 

第 17講 火山噴火のしくみと被害 

第 18講 風水害と対策 

第 19講 土砂災害と対策 

第 20講 火災と防火対策 

いのちを自分で守る 自助 

第 3講 身近でできる防災対策 

第 4講 耐震診断と補強 

第 5講 災害とライフライン 

第 6講 災害と交通インフラ 

第 7講 災害医療 

災害に関わる情報を知る 情報 

第 21講 災害情報の入手と活用 

第 22講 災害と流言・風評 

第 23講 公的機関による予報・警報 

第 24講 地震に関する知見・情報 

第 25講 被害想定とハザードマップ 

第 26講 避難と避難行動 

地域で活動する 共助・協働 

第 8講 行政の災害対応 

第 9講 避難所運営と仮設住宅

の暮らし 

第 10講 災害と応急対策 

第 11講 地域の自主防災活動 

第 12講 災害とボランティア活

動 

第 13講 緊急救助技術を身につ

ける 

第 14講 防災訓練 

新たな減災や危機管理の手法を身に

つける 予防・復興 

第 27講 都市防災 

第 28講 災害と危機管理 

第 29講 企業防災と事業継続計画 

第 30講 災害と損害保険 

第 31講 地域の復旧と復興 

 

(4) 受講者 
受講者は行政の防災担当者、地域の防災組織に所属し

ている人、消防団員、警察官、企業の防災担当者、教育

関係者、学生等、様々である。防災士の認証登録者数は、

研修が始まった 2003年は 1,500人が研修を受け資格を取

得したが、それ以降 2020年 3月末までの間に、国内で合

計 19万 3,533人が認証を受け、その数は毎年急増してい

る 7)。男女比は、男性は 161,957 人で全体の 84％にのぼ

り、女性は 31,576人で 16％にとどまる。女性の比率は、

2003 年の開始当初の 5％、10 年前の 2009 年の 10％未満

と比べると増加傾向にあるが、日中に災害が発生した際

に、家や近所にいる可能性が高い女性の地域防災におけ

る役割を考えると、女性受講者の比率を増やしていく努

力が必要である。静岡県ふじのくに防災士養成講座の受

講者調査によると、受講者 297名のうち、男性は 86.4%で

女性は 12.4%となっている。また年齢は 60 歳以上が

27.2％と最も多く、50 代が 27.2％、40 代が 21.4％と若

くなるほど減少している。また職業は会社員が 36.8%、

公務員が 26.4％、無職 12.4％（無職 31名のうち 27名は

60 歳以上）を占める 8)。このことから受講者の多くは自

治体や消防等で、防災関係の仕事をしたり、定年後地域

活動に関わっている人が多くを占めていると推測される。

また兵庫防災リーダー講座においても、2004年から 2006

年の間の女性受講者は、全体の 10％から 20％にとどまり、

50 歳以上の受講者が多くを占め 4)、全国的に女性や、若

い人材、及び仕事やボランティアで防災に関わっていな

い人が受講する割合が少ないと言える。 

 

４．米国のCERTプログラム 
(1) 背景 
 CERT プログラムは、米国の地域住民の防災力を高める

ことを目的とした基本的な災害対応の知識や技術に関す

る研修である。1985 年にロサンゼルス市消防局（Los 

Angeles City Fire Department、以下 LAFD）が、日本の

地域防災プログラムを視察したことを機会に考案した 9)。

その後 1987年にロサンゼルス郡で発生したウィッティア

地震で、地震の脅威や一般の地域住民が災害対応の知識

や技術を得ることの重要性を強く認識したことから、

LAFD は災害準備部を新設し、訓練プログラムを開発し、

基本的な知識や技術を持つ住民によるボランティアの緊
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急対応チームである CERT を創設した。その後 CERT の研

修プログラムは、地震だけではなくハリーケーンの危険

のある地域を含む消防局でも適応され、1993 年には米国

の連邦政府レベルで大災害の対応を行う FEMAが、自然災

害や人的な災害を含むあらゆる災害やコミュニティにも

適応できるプログラムとして、CERT の概念や訓練方法を

制度化し全米で広がった。FEMAは 2002年のブッシュ政権

時に国土安全保障省（Department of Homeland Security）

に入り、CERT プログラムは市民のボランティアプログラ

ムである Citizen Corps の傘下に入ったが、引き続き制

度や財政を支援している。このような防災を目的に一般

市民を対象とした制度化されたプログラムは CERTが最初

で 9）、現在は全米の全 50州で広く採用されている 3)。 

(2) 役割と活動 
 CERT プログラムは地域で発生する災害に備え、対応で

きる人材を育成することを目的としている。プログラム

の受講者は以下の 3つの活動が期待されている。 

1）人的災害、及び自然災害から身を守り、どのように安

全に対応するかを学ぶこと 

2）基本的な災害対応を行うこと 

3）地域の防災イベントの主催や参加を通して、災害に備

えること 3) 

CERT プログラムでは、地震やハリケーンといった自然

災害だけではなく、爆発や有害物質、テロといった人的、

及び技術的な災害も研修範囲に入る。大規模な災害が発

生した場合、地域の交通やインフラが遮断され、消防や

警察等の緊急救援の対応も制限される。その際に専門的

な救助機関や外部支援が来るまでの間、被害を最小限に

抑えるには、個人や家族の備えや対応、近隣住民との助

け合いや地域資源の活用が不可欠である。 

一方で、災害時は自分や家族の安全を最優先に行動し、

危険を冒した救援活動や訓練で習った以上の専門的な救

援活動を行わないことを徹底して周知する。例えば、破

損した危険な建物内での捜索活動は行わない、消火器を

使った初期消火は行うが、消防士が行う大規模火災の消

火活動は行わない、被災者のトリアージや軽度の医療措

置、運搬、治療エリアの設置は行うが、専門的な医療措

置は行わない等、自分の安全を最優先にすることと、研

修で習った以上の活動は行わないことが強調する 10)。 

(3) 実施と研修プログラム 
 CERT プログラムは、自治体や消防、警察、教育機関等

が実施主体となり、認定された講師が地域性を考慮し、

研修の企画や運営、プログラム受講者との連絡等を行っ

ている。教材費を含む研修の参加費用は無料である。研

修は指定の教材やパワーポイントを使い、1 人の講師だ

けではなく、消防や警察、医療の専門家等が来て、講義

と実践を交えて行う。プログラムには 1．災害の備え、2. 

消防とユティリティー制御、3-4. 災害医療活動、5. 捜

索活動、6. CERTの組織、7. 災害心理、8. テロ、9. コ

ースのまとめ、試験、災害対応訓練の 9 つの履修科目が

あり、各項目で 2～4 時間の研修がある（表 3）。開催方

法は実施機関によるが、毎週 1 回夜に開催される場合や

週末に開催されることが多い。教材は、9 科目全てを網

羅した「Community Emergency Response Team: Basic 

Training Participant Manual」を使用し、必要に応じて、

動画や参考教材を利用する。教材は項目ごとに、FEMA の

ホームページにも掲載してあり、参考動画や「Basic 

Training Instructor Guide」という講師向けの教材等も

英語とスペイン語で掲載されている 10)。 

表 2 CERTプログラムの 9つの履修科目 10) 

1. 災害の備え（Disaster preparedness） 

2. 消防とユティリティー制御（Fire safety and utility 

controls） 

3. 災害医療活動 I（Disaster Medical Operation I） 

4. 災害医療活動 II（Disaster Medical Operation II） 

5. 捜索活動（Light search and rescue operations） 

6. CERTの組織（CERT organization） 

7. 災害心理（Disaster psychology） 

8. テロと CERT（Terrorism and CERT） 

9. コースのまとめ、試験、災害対応訓練（Course review, 

final exam, and disaster simulation） 

 

科目の最後にコースのまとめと試験を行うが、CERT と

して認証されるための試験の正解率は特に定まっていな

い。災害対応訓練では、CERT プログラムで学んだことを

反映し、地域性や設備等によって研修実施機関が運営す

る。筆者が参加したボストン大学の CERTプログラムでは、

日曜の 10 時から 16 時に大学のフットボールスタジアム

を使用し、地震と竜巻、爆発物の設定で 3 回の災害対応

訓練を行った。まず緊急本部（Command post）に待機す

るチームリーダーと CERTチームメンバーを決め、CERTチ

ームは 2 組に分かれて建物内を確認し被災者の安否確認

やトリアージを行い、緊急本部へ搬送したり、初期消火

を行ったり、緊急本部と無線で連絡をしたりする。シミ

ュレーションにはボストン大学 Emergency Management 

Services のメンバーやボランティアの学生が、災害の被

害に遭った現場を設営したり、被害者を演じたりする。

受講者は研修内容をもとに緊急対応を行い、その後感想

や助言を共有する。 

9 項目全てを修了すると、修了式で修了証書が授与さ

れ、地域の CERTの一員として活動することが期待されて

いる。ボストン大学はこれまで 18 回 CERT プログラムを

実施し、250人の学生や教職員が修了している。 

CERT プログラムは 9 科目をカバーする教材は標準化さ

れているが、プログラムの運営方法は地域性を鑑み運営

組織に委ねられている。イリノイ州では、シカゴの都市

部では緊急時の体制や設備が整っているが、イリノイ州

南部の農村部では警察や消防といったインフラが都市部

のように整っていないため、特に農村部で専門的な救助

機関が来るまでの間を担う CERTの役割が重要であると結

論づけているように 11)、災害時の体制において都市部と

農村地域でも状況は大きく異なり、地域に合ったプログ

ラムを運営することが求められている。 

(4) 受講者 
 CERT プログラムは 1993 年にアメリカの 28 の州とプエ

ルトリコで始まり、現在は全米の全 50州で広く採用され

ている 3)。2013年には全米に 2,430の CERTがあり、現在

は 2,700 の CERT プログラムがあり、60 万人以上が CERT

プログラムを修了している 3)。受講者の年齢や性別は公

表されていないが、高校生のCERT（Teen CERT）、大学の

CERT（Campus CERT）、職場の CERT（Workplace CERT）が

あり、若い世代が受講しやすい 3)。全米 500 の大学で

CERTがあるという報告もあり、若い世代にも CERTが普及

していると言える。米国において大学は 1 つの地域を形

成しており、大学内で緊急事態が発生した時、消防や警

察が来るまでの間に学生や教職員自身で対応する方法を

学ぶことができるのは Campus CERT の強みであるが、学

生や教職員の入れ代わりや、予算の確保、専門性につい

ての課題も指摘されている 12)。ホームページに郵便番号

を入れると、その地域にある CERT と連絡先について調べ

ることが可能で、CERT を修了した人が地域でどのように
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活動を始めていくかについての教材もある 3)。 

５．まとめと考察 
(1) 類似点 

米国の CERTプログラムは、ロサンゼルス市消防局がウ

イッティア地震の経験や日本を視察したことから考案し、

1993 年に FEMA が全国で制度化した。防災士は、1995 年

の阪神淡路大震災の教訓をもとに NPO 法人日本防災士機

構が考案し、2003 年から研修を開始し防災士の資格認証

を行っている。このように 1990 年から 2000 年にかけて

大災害をきっかけに、災害による地域の脆弱性や一般市

民の自助や共助の重要性を認識し、地域防災の人材育成

を目的に始まったという点で、2 つのプログラムは類似

している。また様々な課題はあるものの、両プログラム

の受講者数が急増しているという点でも共通している。 

 どちらのプログラムも標準化された教材を使用し、全

国的に制度化、及び標準化された初めての防災分野の民

間資格である。運営はどちらも地域性を鑑み自治体や地

域の専門機関、及び教育機関に委ねられ、講義と実践を

交えたプログラムで、日本の場合は 12時間以上、米国の

場合は約 20時間研修を行い、最後に試験を行うという点

でも類似している。 

(2) 相違点 
 本研究を通して相違点も明らかになった。まず大きな

違いは対象とする災害が、防災士は自然災害が主である

が、米国の場合は人的な災害を含み、9 科目のうち火災

とテロに 1科目（各 2～3時間）ずつ費やし、地震や津波

等の自然災害は、1科目目のハザードの 1つとして解説さ

れるのみである。研修実施機関によって異なるものの、

米国の場合は人的災害を多く取り扱い、火災や犯罪の多

さを反映していると言える。 

また日本の場合、自然災害の発生のしくみやメカニズ

ムを学ぶ項目が 21 講目のうち 6 講目を占めるが、米国

CERT の場合は 1 科目目のハザードの部分で災害の種類に

ついてふれるのみである。日本の防災士研修の講師は大

学教員が多く、CERT プログラムの講師は消防士や警察、

看護師、危機管理の専門官と言った実務者が多いのも理

由として挙げられる。また防災士の場合は標準化された

教材の 31 講目のうち、研修でカバーするのは一部のみ

（例えば 12講目のみ）であるが、試験では全てをカバー

する。CERT は教材にある 9 科目全てを研修でカバーし、

試験や訓練においても研修で習った 9 項目を網羅する。

その点で防災士は研修実施機関の柔軟性が担保される一

方で、受講者は研修でカバーされない部分も、自力で勉

強し、試験に臨む必要がある。また CERTは試験の正解率

は問わないが、防災士は試験で 80％以上正解して合格と

なる。この点で日本防災士は災害について学び、試験に

合格して資格を取ることに重きを置いていると言える。 

費用は米国では無料であるが、日本の場合は自治体や

受講者の所属機関の補助がある場合もあるが、通常は受

講費と教材費に数万円以上かかり、受講者の経済的な負

担が大きい。防災士の受講者は公務員が多いこと、若い

人の受講が少ないことはこの点を起因していると推測さ

れる。防災士研修センターは学生割引制度があり、学生

は通常の研修受講料の約半額（36,600 円）で受講するこ

とができるが、学生にとっては安くない金額である 9)。

一方で、CERTは FEMAから補助があったり、消防や警察と

いった地域の人材を講師として迎えることが多いため、

無料での実施が可能となるが、補助金の額が年により変

わるため予算の確保が課題となっている 11)。試験や教材

費に関する受講者の負担については、防災士の受講者が

男性が 84％を占め、公務員の割合が多いこと、若い人の

受講が少ないことの原因として挙げられ、多様な住民に

向けた地域防災を鑑みると、女性や様々な世代に防災に

関心をもってもらうような制度作りが求められる。 

2 つの研修プログラムの特筆すべき違いは、受講者の

役割の明確さである。目的はどちらも災害が発生する前

の備えから、災害後の対応や復旧の活動であるが、災害

が発生してからどのように行動するかという役割の明確

さが大きく異なる。CERT 受講者は、自分や家族の安全を

確保した上で、チームを編成し、被害の査定、被災者の

トリアージと医療処置、被災者の救出、初期消火等、専

門機関が到着するまで地域のファーストレスポンダーを

担う役割を期待されているため、災害発生直後からとる

べき行動について、実践的な研修を受ける。また最後の

災害対応訓練でも実際に起こりうる災害対応のシミュレ

ーションを、ボランティアを動員し、運営機関の資源を

活用して大規模に行う。防災士研修は、外部の専門機関

が実施する 3 時間以上の救急救命講習を受け、修了書を

提出することになっていて、それぞれの地域でファース

トレスポンダーとしての役割が明確ではない。修了後に

地域でどのような役割を担うかは基本的には両方とも受

講者の判断に委ねられるが、CERT は地域の防災の活動を

ボランティアとして担うために実践面に重きを置いた研

修を実施し、防災士は防災の知識を習得し資格を取得す

ることに重きを置いていると言える。 
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  Within the living space, differing entrance size is considered to affect privacy, and there are few studies that 

investigate it. Mixed reality (MR) is able to be expressed using a 3D model created by SketchUp, a 3D CAD 

software. By using MR, it is possible to save on resources, without cardboard waste, and it is efficient as it does not 

require a large space for experimental evaluation.  In this study, the researchers conduct an experiment using MR to 

evaluate privacy from gaze between inside and outside the living space of evacuation shelters according to entrance 

size. In conclusion, when designing the entrance size of the living space to ensure privacy for evacuees, it is shown 

that privacy can be secured in where the entrance size is 94.0 cm or 52.0 cm wide. 
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1. Introduction 

In the case of disasters such as earthquakes and tsunamis 

occur, many evacuees need to live in evacuation shelters. 

When living large mass of people in evacuation shelter, it is 

necessary to ensure privacy of evacuees in living space. In the 

living space, the gaze of others can be felt to varying extents 

dependent on the entrance size, which is considered to affect 

privacy; within the living space, it is considered that privacy is 

affected by feeling gaze and discomfort from gaze, as if 

someone is watching from outside an individual’s living space. 

Outside the living space, it is considered that privacy is 

affected by feeling gaze and visibility of those from inside of 

the living space. Since Japan is prone to disasters, the national 

government (Cabinet Office1)) and prefectures publish 

guidelines for evacuation shelter management (the guidelines). 

However, the guidelines of the national government and 

prefectures do not specify guidelines for entrance sizes to 

maximise privacy, and it is important to clarify privacy from 

gaze based on this. 

As previous research, Yagi and Fuji2) conducted an 

experiment using cardboard, and investigated the ideal height 

of cardboard partitions to ensure privacy; Iino, Kurabuchi, 

Ogasawara and Yuasa3), and Chen et al.4) investigated the 

actual situation of privacy at evacuation shelters; Mizuno, 

Okamoto-Mizuno, Tanabe and Niwano5), and Tsuzuki et al.6)  

analysed privacy in relation to sleep in the living space; 

Yamato, Shen and Masrul7) discussed passage width by 

assuming living spaces that ensure privacy; and Kawano et al.8) 

9), and Xu, Okada, Hatayama and Takeuchi10) investigated the 

actual situation of living area per person based on crowding 

situations in evacuation shelters.  

In previous research, some has investigated the living 

area per person based on the actual situation of evacuation 

shelters, and some research has described privacy in relation to 

sleep. However, within the living space, differing entrance size 

is considered to affect privacy, and there are few studies that 

investigate it. In recent years, development of mixed reality 

(MR) technology that displays visual information as virtual 

reality superimposed on real space has proceeded. The MR is 

able to be expressed using a 3D model created by SketchUp, a 

3D CAD software. By using MR, it is possible to save on 

resources, without cardboard waste, and it is efficient as it does 

not require a large space for experimental evaluation. This 

study aims to clarify effectiveness of impression evaluation 

experiments using MR and to ensure privacy from the 

viewpoint of evacuees in the living space. Therefore, the 

researchers conduct impression evaluation experiments using 

mixed reality, and evaluate privacy regarding gaze from 

entrance size in living space. 

 

2. Method 

In order to detail planning assumptions of the living 

space, the area of the living space, different entrance sizes, and 

position of evacuees and relief goods in the living space are 

described (Section 3). One method for expressing 3D MR 

models for use in the experiment is described, and the 

experiment is conducted in a full-scale MR to evaluate privacy 

based on the entrance size from both inside and outside the 

living space (Section 4). 

 

3. Planning assumptions of the living space 

 

3.1. Area of the living space 

In order to assume the area of the living space, first, 

living area per person is assumed. 25 out of 47 prefectures in 

Japan have published guidelines for this, and living area per 

地域安全学会梗概集 No.46, 2020. 5
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person is most frequently described as 2 m2 (N=7/25). 

Therefore, a living area of 2 m2/person is applied. In addition, 

in the guidelines of prefectures, the life of each household in 

the living space is described (N=12/25). Since the average 

household in Japan is about 2.4 persons (Ministry of Health, 

Labour, and Welfare11)), two persons per household are 

assumed, and therefore, the area of one living space is assumed 

to be 2m x 2m = 4m2, as a square. Furthermore, the height of 

partitions in the living space is 1.8m, which secures the most 

privacy as proposed by Yagi and Fuji2). 

 

3.2. Entrance size 

Since the average shoulder width of men and women is 

43.2cm (National Institute of Bioscience and Human-

Technology12)), this is the minimum width required for 

entering and exiting. Since cardboard is usually used for 

partitions of the living space, this is adapted to standard-size 

cardboard in Japan so that the living spaces can be made easily. 

The standard entrance sizes are as follows, and as illustrated 

below: (i) the entrance size is 124.0cm, as it is the largest 

entrance size it provides easy thoroughfare, (ii) the entrance 

size is 94.0cm, this passage width allows people to pass by one 

another at the entrance, (iii) the entrance size is 52.0cm, as it is 

the smallest entrance size, it restricts easy thoroughfare (Figure 

1). 

 

 
Figure 1. Entrance sizes 

 

3.3. Position of evacuees in the living space 

In this section, the position and area of evacuees in the 

living space, and the position and area for relief goods (such as 

food and clothing), are described. Relief goods necessary for 

evacuation shelter life are organized based on the guidelines of 

prefectures. These are grouped as necessary relief goods for 

evacuation shelter life. The following groups are categorised 

based on related items, Group A: (two) evacuees; Group B: 

food, water and cookware; Group C: bedding; Group D: daily 

necessities (see Table 1). 

 

Table 1. Grouping 

Group 

A Evacuees 

B Food, water and cookware 

C Bedding 

D Daily necessities 

 

Group A assumes that men and women sit down in the 

living space. Since Group B assumes that relief goods are 

supplied every day from initial to middle stage evacuation 

shelter life, assumed foods are for one day. Group C assumes 

two single-size futons, folded. Group D assumes daily 

necessities such as towels, toothpaste, tissue paper, flashlights, 

and so on. The position of each group is then assumed. The 

positions of two evacuees (Group A) are set front and rear, and 

the other groups are set in the remaining vacant space (see 

Figure 2). 

 
Figure 2. Position of each group 

 

4. Design of the entrance size 

 

4.1. Making 3D model of the living space, expression in MR  

First, the living space is made as a 3D model using 

SketchUp, a 3D CAD software. Microsoft HoloLens (see 

Image 1) is used as a device for MR expression. 

 

 
Image 1. HoloLens 

 

The HoloLens is equipped with a sensor that senses the 

environment for expressing an MR, and allows a transmissive 

display that fuses virtual reality and reality, and supports 

spatial recognition, gaze movement, gesture input, and voice 

input. Since 3D models made by SketchUp do not support use 

with HoloLens, data cannot be imported directly into HoloLens. 

Therefore, in order to visualize SketchUp data in HoloLens, it 

is necessary to develop a system for expressing the MR via 

Unity3D, a generic model game engine, which can then be 

imported it into HoloLens. The flow is as follows: Make a 3D 

model of the living space by using SketchUp, then import the 

3D model into Unity3D and express the 3D model in Unity3D. 

In this stage, the 3D model can be imported into HoloLens, but 

can only be viewed from a fixed angle. Therefore, when 

developing a HoloLens application in Unity3D, it is necessary 

to change settings such as camera position, and the HoloLens 

dedicated tool, the HoloToolkit, is used. An editor is then made 

using Visual Studio. Since code cannot be written in Unity3D, 

it is possible to express the 3D model in HoloLens by editing 

and debugging code with Visual Studio, making an editor for 

the Unity3D project. 

 

4.2. Evaluation of privacy based on experimentation 

Privacy based on the entrance size is evaluated by 

experimental methodology. Evaluation of the experiment is 

conducted using a radar chart, and the evaluation items are 

shown in Table 2, below. 
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Table 2. Items related to ensuring privacy 

Living 

space 

Inside Outside 

Items  Feeling gaze from 

outside the living 

space 

 Discomfort from 

gaze from outside 

the living space 

 Feeling gaze 

from inside the 

living space 

 Visibility from 

inside the 

living space 

 

There are two evaluation items inside the living space: 

“feeling gaze from outside the living space” and “discomfort 

from gaze from outside the living space”. There are two 

evaluation items outside the living space: “feeling gaze from 

inside the living space” and “visibility from inside the living 

space”. For evaluating each of the four items, seven levels are 

set. From “privacy is very well secured” to “privacy is not 

secured at all”, assigning points “3, 2, 1, 0, -1, -2, -3”, and the 

total score is evaluated. 

The 3D model is imported into HoloLens, and the 

impression evaluation experiment is conducted from both 

inside and outside the living space (see Images 2 and 3), and 

for each item a questionnaire is filled out. The experiment was 

conducted in a meeting room of the Kanazawa University, 

Japan. Table 3 shows the attributes of the 12 participants, 11 

males and one female, all in their 20s. 

 

 

Table 3. Attribute of participants 

Attribute Sex (N=12) Age (N=12) 

Men Women 20s 

Number of 

responses 
11 1 12 

Ratio 91.7% 8.3% 100% 

 

Based on the impression evaluation experiment results, 

the researchers analyse privacy based on the different entrance 

sizes. As described in the previous section, the entrance sizes 

are 124.0 cm, 94.0 cm, and 52.0cm. The position of evacuees is 

“front and rear”, and the 3D model according to the entrance 

size is shown in Figure 3, below. 

 

 
Figure 3. The living space for each the entrance sizes 

 

 

The result of the privacy evaluation felt by the 

participants is shown in Figure 4, below. There is a tendency to 

feel that privacy is not secured where the entrance size is wider. 

There is a big difference in privacy between the entrance size 

of 52.0 cm and 94.0 cm, but there is not a big difference in 

privacy between the 94.0 cm and 124.0 cm sizes. Comparing 

gaze inside and outside the living space, in the case of 52.0cm, 

privacy from inside the living space tends to differ greatly 

compared to privacy from outside the living space, and privacy 

tended to be secured. It is considered that privacy is secured 

without feeling gaze from outside to inside the living space 

because the partition partly overlaps with the body width of 

evacuees in the living space. 

 

 
Figure 4. Privacy based on each entrance size 

 

5. Conclusion 

In this study, the researchers conduct an experiment using 

MR to evaluate privacy from gaze between inside and outside 

the living space of evacuation shelters according to entrance 

size. In summary, the privacy of each entrance size is shown in 

Table 4, below. In the cases where the total score is 0 or more, 

it is considered that privacy is secured and this is shown as “✓”. 

In the case it is less than 0, it is considered that privacy is not 

secured and is shown as “✘”. In conclusion, when designing 

the entrance size of the living space to ensure privacy for 

evacuees, it is shown that privacy can be secured in where the 

entrance size is 94.0 cm or 52.0 cm wide. 

 

Table 4. Summary of privacy from the entrance size 

Items Feeling 

gaze 

from 

outside 

the 

living 

space 

Discom-

fort from 

gaze 

from 

outside 

the 

living 

space 

Feeling 

gaze 

from 

inside 

the 

living 

space 

Visib-

ility 

from 

inside 

the 

living 

space 

Entran-

ce size 

124.0cm ✘ ✘ ✘ ✘ 

94.0cm ✓ ✓ ✓ ✓ 
52.0cm ✓ ✓ ✓ ✓ 

 

In addition, this study focuses only on ensuring privacy of 

evacuees and does not consider ease of access or ease of living. 

This should be investigated in future research. Furthermore, 

  
Image 2. The experiment 
outside the living space 

Image 3. The experiment 
inside the living space 
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previous experiments have required time and effort for 

preparation, requiring a large space, and there is a problem 

with waste materials used in the impression evaluation 

experiments, however, in this study, when a realistic 3D model 

can be made, situations do not change significantly from real 

space. Therefore, this study can clarify effectiveness of 

experimentation using MR. However, HoloLens has a narrow 

angle and is heavy. Therefore, there may be problems when 

conducting experiments on petite people, such as children. 
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駿河湾における詳細な海底地形データに基づく地形判読の試行 
Trial of interpretation based on detailed submarine topographic data in Suruga Bay  

 
○阿部 郁男1 

Ikuo ABE1 
 
1 常葉大学大学院環境防災研究科 
     Graduate School of Disaster Research, Tokoha University 
 
   Recently, in order to grasp the location of landslides on land, topographic interpretation was performed by calculating 
the slope and rate of change from a digital elevation model (DEM). However, the submarine landslide was discussed 
only when a unique tsunami occurs, and the frequency and scale of submarine landslide were not fully discussed. 
Therefore, I tried to interpret the submarine landslide by calculating the slope from the detailed topographic data of the 
seafloor. As a result, it was found that some characteristic terrains could be read. 
 
Keywords : Submarine landslide, Terrain interpretation, Digital elevation model, GIS 
 

 
１．はじめに 
インドネシアのスラウェシ島で 2018年に発生した地震

の際，海底地すべりにより津波が増幅され，被害を大き

くした可能性がある 1)．地震による地すべりは，日本国

内でも 2016 年の熊本地震や 2018 年の北海道胆振東部地
震などのように，震度 6 強以上の揺れが観測された地震
の際には陸域での発生が頻繁に確認されており，地すべ

りの危険個所を把握するために，数値標高モデルから傾

斜や変化率を算出した地形量図を用いた地形判読が行わ

れている 2) 3)．一方，スラウェシ島の事例ような海底地す

べりについては，地震断層から想定された津波よりも津

波到達時間が早い，または津波の高さが異なる場合には

議論されるものの発生する頻度や規模は十分に検討され

ていない状況である．しかし，近年では，陸域における

詳細な地形データと同様に海洋研究開発機構によって海

底の詳細な地形データが計測および公開されているため
4)，これらの詳細な海底地形のデータを利用することで

陸域で検討されているような地形判読が可能ではないか

と考えている．そこで，本研究では，公開されている詳

細な海底地形データをもとに陸域で作成されているよう

な詳細な海底地形図の作成とそれらを用いた地形判読を

試みることとした．  
 
２．DEMの作成 
 海洋研究開発機構により公開されている JAMSEC 航
海・潜航データ・サンプル探索システム(DARWIN) 4)より，

海洋調査船「なつしま」「かいよう」，深海潜水調査船

支援母船「よこすか」，海洋地球研究船「みらい」およ

び深海調査研究船「かいれい」により計測された 2000年
以降の海底地形データをダウンロードして詳細なDEMの
作成を試みた．初めにダウンロードしたデータの中から

図 1に示す駿河湾内のデータのみを抽出し，54,161,969地
点のデータを取得することができた．これらのデータは

ランダムに計測された点群データであるため，フリーの

GISソフトである QGISを利用して 10m間隔の DEMを作
成した．DEM の作成では，QGIS の TIN 補間（線形）の
機能を利用した． 

 

 
図 1 地形データを抽出した範囲 

 
３．地形量図の作成 
 陸域における地形判読では，等高線，傾斜量，斜面方

位，ラプラシアン変換などが利用されており，それらの

中でも傾斜量を基に遷急線，遷緩線を抽出し，滑落崖や

地すべり移動体の判読が行われている事例が多い．また，

斜面勾配を表した傾斜図と曲率図を GIS で重ね合わせた
立体図の作成が地形判読において有効であることも報告

されており 5)，本研究では QGISのラスタ変換機能を利用
して等高線，傾斜，地形凸凹指標(TRI指標)を抽出し，こ
れらのレイヤを重ね合わせた地形図の作成を試みた．重

ね合わせでは，TRI 指標を 11 階層の変分位，不透明度
60%，傾斜を 9 階層の変分位，不透明度 60%，その上に
20m 間隔の等深線の条件設定を行ったレイヤを作成した．
今回の研究では，点群データの平滑化処理などは一切行

わなかったために大きな地形変化となる箇所がいくつか

出現し，TRI 指標では最小値が -991.683，最大値が
710.667，傾斜では最大値が 88.4621 と算出されることと
なった．このため，レンダリングのモードを等分位また

は連続とした場合には，地形変化が大きな部分のみが強

調表示され，本来の地形変化が分かりにくい状況であっ

た．そこで，モードやクラス数指定の組み合わせを試行

錯誤して，地形変化が判別しやすくなる条件での作図を

試みた．なお， TRI 指標が負の値の場合は凸地形，正の
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大きな値の場合は凹地形を示すとされており 6)，本研究

では，負の値を赤，正の値を青で表現している． 
 
４．地形量図を用いた地形判読 
前述の条件によって駿河湾内の地形量図を作成した中

から特徴的な地形がみられたものを図 2～図 4に示した． 
 

 
図 2 沼津市大瀬崎～戸田沖の海底地形 

 

 
図 3 静岡市三保沖の海底地形 

 

 
図 4 静岡市用宗沖の海底地形 

 
図 2 の沼津市戸田周辺は，1498 年の明応東海地震の津

波痕跡が高いことが指摘されている地域 7)であり，この

地域の沖合には，地すべり地形の特徴である滑落崖と思

われる地形が数多くみられることが分かる．その中でも

図 2中の(a)(b)，図 3中の(c)(d)のような複数の急崖が重な
り合う地形，さらには (c)付近には，移動体の末端部の特

徴とされる急斜面 8)を判読することができる．また，図 4
中の(e)には，地すべり地形の特徴とされる分離小丘のよ
うな地形 8)も判読することができる．このほかにも(f)付
近では谷の前面に緩斜面も形成されていることが分かり，

これも地すべり地形の模式図 8)で示された特徴的な地形

ではないかと思われる．これらのほか，図 2～4では，陸
域での事例で抽出されているような数多くの遷急線と遷

緩線を識別することが可能である． 
 
5．まとめ 
 本研究では，詳細な海底地形データから作成した DEM
を基に傾斜量などの地形量図を作成し，地形判読を行う

ことによって海底地すべりなどの判読が可能であること

を示すことができた．一方，これらの図の作成において

は，図 2 の左下に帯状に並ぶような明らかに計測データ
に影響された地形変化が出現し，地すべりなどの特徴が

見えにくくなることも把握できた．今後は，データの平

滑化，あるいは観測船，年度ごとにデータを分類するな

どの整理を行った後に，再度，地形量を算出し，特徴的

な地形が明瞭に識別できるようになるか否かを検討する

必要がある． 
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トレイルによる被災地域の活性化 
--輪島市における復興とまちづくりの視点から-- 

Activation of Disaster Area by the Trail 
--Regarding Recovery and Community Development in Wajima City-- 
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A knowledge of past disasters is essential to inform the future. After the Noto Peninsula earthquake, the Kuroshima 
area of Monzen-machi, Wajima City, was selected as an important traditional building preservation area due to the 
residents’ enthusiasm for community development. Specifically, through the reconstruction process, Kuroshima has 
been valued by the residents as a shipowner’s village. This paper explores the possibility of creating a trail 
approximately 2 km in length from the Kuroshima Community Center to the Morooka Community Center. By 
presenting a trail between the two areas with different reconstruction processes, we show that the streets of 
Kuroshima have a different value from other earthquake disaster education sites. 
 
Keywords : Ttail, Community Development, Wajima City 
 

 
１．はじめに 
 過去の災害について知ることは，未来への教訓として

の大きな意義がある． 

 災害を知る者からその体験を聞くことで被害の伝承や

教訓を得る「語り部」や災害によって被害を受けたまま

の姿で建物などを保存展示する「震災遺構」，地震によ

る被害を追体験できる人と防災未来センターのような研

修施設の展示などにより，多くの教訓が得られることが

知られている．また，宇田川1)（2016）や倉本(2017)2)に

おいては，IoT を利用した街歩きを災害伝承に応用する

可能性についての報告がある． 

 本稿では，復興過程の異なる２つの地区間の街歩きを

通じ，住民主体の復興によってリノベートされた黒島地

区の街並みが，通常の震災遺構とは異なる啓発的な価値

を有することについて，主として観光学の視点から論じ

る．  

 

２．本研究の意義 
 輪島市門前町黒島地区では，2007 年に発生した能登半

島地震において多くの建物が被災した．再建，復興の過

程では，地区住民が中心となって以降，急㏿にリノベー

ションが進み，文化財保護法における重要伝統的建㐀物

群保存地区に選定された． 
 これまでの防災教育では，様々な手法が提案されてい

るものの，多くは送り手側から危険であることや被害の

悲惨さといった惨禍にまつわる情報を与えるという形を

とってきた．これは一般に，ダークツーリズムと呼ばれ

る方法論であり，しばしば，地域との軋轢を起こしかね

ないという懸念が指摘されている3)．しかし今回の提案

は，負の側面を強調した防災教育ではなく，地域住民が

自らのまちについて考え，議論し，守った街並みを地域

アイデンティティとしてとらえ，トレイルとして提示す

ることで，歩行者が地域資源を楽しみながら防災やまち

づくりの意識を高められるという点で新規性を有してい

る． 

 
３．先行研究 
(1) トレイル 
 本稿におけるトレイルとは，西村4)（1993）が示す

「なんらかの歴史的な痕跡をたどりながら，コースに沿

って巡ること，また，そのコース」と同義であり，今回

の提案は「能登半島地震の被災地を街並み復興のテーマ

に沿って歩く仕組み」と言える． 
 岡本5)（2019）は，観光が交通機関を利用し大衆化さ

れ，高㏿移動が可能となった結果「歩くことを選択した

旅に価値が見いだされてきた」とし，今後は歩く旅によ

ってこそ旅先の日常生活の理解と自己発見がなされるた

め，この種の旅には価値があるとしている． 
 トレイルという語を用いてはいないが，平野ら 6 )

（2012）は，「暮らしや生業の中で形成された道を歩く」

ことには「地域らしさの体感」があるが故に，「それ自

体が観光資源である」と考え，「定点的な他の資源同士

を結びつける役割」が望まれるとともに，「人々との交

流を通じて，自分達の暮らしや地域の魅力を再発見し，

地域活性化に向けての誇りや活力を醸成することが期待

できる」とトレイル的な街歩きの可能性に言及している． 
  
(2) 防災意識の醸成と地域 
 国は，自然災害に対する危機意識や防災意識を醸成す

る意義があるとして震災遺構の保存のための初期費用を

助成するとしている7)．また国土地理院は，自然災害伝

承碑の情報周知により地域住民に対し教訓を踏まえた的

確な防災行動による被害の軽減を目指すとしている8)． 
 松岡9)（2020）は，「震災遺構を拠点としたツーリズ
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ムには，地域振興や防災教育などの新たな可能性」があ

るとしながら，「来訪者が地域に思いを寄せ，地域から

防災を学ぶ仕組み」の必要性を述べている．さらに佐々

木ら10)（2018）は，震災遺構の保存，語り部活動につい

て「寂しいなど来訪者がネガティブなイメージを受け取

った場合には訪問満足度が低下」するとして，ツーリズ

ムの課題を示している． 
 

４．トレイルによる啓発の可能性 
 本稿では，黒島地区と道下地区間の風景・街並みを感

じることができる黒島公民館と諸岡公民館との間の約 2

キロメートルをトレイルコースとして設定する．（図 1） 
 黒島地区は，2009 年 6 月に集落の建物が重要伝統的建

㐀物群保存地区に選定されている．災害当時には，古い

木㐀住宅であるが故，多くの家屋が被害を受けた．復旧

復興にあたり，地域の有力者を中心に被災住宅の取り壊

し撤去を再考するよう働きかけ，地域をまとめ，行政に

働きかけることで古い街並みを守ったのである．多くの

震災遺構としての建㐀物が「負の遺産」の性質を帯びる

中で，当該地区の建㐀物群は防災意識の涵養と復興まち

づくりの重要性が連続的に把握できるため，一般に「震

災遺構」と呼ばれる構㐀物とは全く意味が異なる地域資

源となっている． 
 隣接する道下地区も同じように木㐀住宅が集落内を縦

断する旧国道の両脇に立ち並んでいる．ただし，在来工

法とは異なる住宅メーカーによる建物が建てられている

とともにかつて住宅があったことを示す空き地があちこ

ちに見られる．被災地の空き地はネガティブイメージを

持つことが示されている11)ことからも２地区の対比構㐀

が明らかとなる． 
 この２地区の起点及び終点となる両公民館は，能登半

島地震当時地区の避難所にもなった場所である．また，

両地区を結ぶコースの中間には広大なグラウンドゴルフ

場を見ることができる．この場所は当時，市内最大規模

の１５０戸の応急仮設住宅団地が設置されたが，現在で

は元のグラウンドゴルフ場に戻り，地区住民の憩いの場

となっている． 
  
５．将来に向けて 
被災地域の持つ力強さや地域の暮らしの魅力に住民自

らが気づくことが交流人口の拡大につながるという指摘
12)もあり，今回のトレイルの提案は，防災教育を含め，

地域資源の再発見および再評価につながるであろう．ま

た，日常の街並みが来訪者によって評価されるのであれ

ば，それは高齢化の進む輪島市の住民にとって生きがい

にもつながると考えられる．今後は地元 NPOなども含め，

実現とプロモーションの可能性を探っていきたい． 

 

図 1 

 
（注）本研究は筆頭著者の所属組織の見解とは全く関係

がなく，発表者個人の知見である． 
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LocalWikiを฼⏝しࡓ㜵⅏ᩍ⫱情報のアーࣈ࢖࢝ 
2019年台風19ྕ時の㜵⅏行動 

Archive of information on disaster prevention education using the LocalWiki 
Disaster Prevention Actions during Typhoon No. 19 in 2019 
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 In order to improve the disaster preparedness of a community, it is necessary to work together with schools, local 
governments, disaster prevention organizations and local residents. In this study, we are developing a local disaster 
prevention education website using the Local Wiki, which stores information on local disaster prevention as editable 
digital maps and can be used continuously for disaster prevention activities. In this report, we report on the information 
collected on the disaster prevention actions during Typhoon No. 19 in 2019 to be used as an article. 
 
Keywords : Local Wiki, GIS, Time line, Workshop 
 

 
1.◊✲の┠的 

地域における防災ຊを向上させるためには，その地域

に位置する学校や管㎄する自治体，防災関係機関，地域

住民が一体となった活動が必要であり，地域に₯む危険

性や過ཤのṔྐを共通認識として持つことが重要である．

さらに，活動を継続していく中で，その情報を振り返り

ながら，また，᭦新しながら地域の防災教育に生かして

いくことが必要である．しかし，地域住民の高齢化や，

㌿出・㌿入等の理⏤により，そのような情報が引き継が

れない場合や，住民に伝達されない場合が想定される．

そのため，住民がᖖに情報を見ることが出来，持続的に

使用可能な方ἲが必要と考えられる． 
� 本研究では，地域の防災に関する情報を⦅集可能なデ

ジタル化した地図として保Ꮡし，防災活動に継続的に使

用することができる地域∧防災教育サイトを Local Wiki
を活用して作成することを行っている．本報告では，そ

の記事として活用するための，2019年台風 19号時の防災

行動について収集した情報について報告する． 
 
��地ᇦの㜵⅏情報の཰㞟�

図 �� ௝台ᕷ⚟住町の㐣ཤのỈᐖによるᾐỈ῝とᾐỈ᝿定区ᇦ㸦+��㸧�

ซ例�

��� ����FP�

��� �������P�

��� �������P�

��� �������P�

�

ὀ � ࣋ ー ス マ ッ プ は

2SHQVWUHHWPDS を฼用しており，

参考ᩥ⊩ �，� で実施した研究の

成果である．�

地域安全学会梗概集 No.46, 2020. 5
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��� 対象地ᇦ�

対象とする地域の㑅定にあたっては，被災地において

先駆的に防災活動を実施している地域から学ぶことが多

いことから，地域が学校や防災関係機関とも連携して防

災活動を✚ᴟ的に行っている，௝台ᕷᐑᇛ㔝区⚟住町を

㑅定した． 
���� 地ᇦの≉ᚩにࡘい࡚�

� ௝台ᕷ⚟住町は，௝▼線とᱵ⏣川にᣳまれた地域であ

り，᫛和 40 年代前半に宅地化された町である．平成 27
年の国ໃ調査で，ୡ帯数 782，人口が 1704 人であり，65
ṓ以上の高齢化率は 21㸣である．近くには，災害時に指

定避難所となる高砂小学校があり，過ཤの水害や地震の

際に避難者を受け入れた経験がある．この町では町内会

長が中心となり，2003 年には自主防災マࣗࢽアルと町民

の住民名⡙を作成しており，住民のࢥミࣗࢽティー形成

や防災に関する活動を✚ᴟ的にᒎ開している 3)． 
� 地理的には，௝台 から௝台ᇛへ繋がる水㊰として整

備されたᱵ⏣川 4)流域にἢった水⏣地帯にあるため，過

ཤに᫛和 61 年 8 月ὥ水（1986/8/5），平成 27 年 9 月関

東・東北豪雨（2015/9/11）で῝刻な水害に見⯙われてい

る 5)．なお，これらの被害については⚟住町の Localwiki
にᴫ要と෗┿を公開している． 
図 1 は᫖年までの WS で作成したオープンストリート

マップに過ཤの浸水被害を重ねたものである．さらに国

土地理㝔の浸水想定区域データ（H24 ∧）を重ねた．⚟

住町周㎶は H27 年関東・東北豪雨災害で最大 140cm の浸

水被害があり，今回も同様の地域が被害を受けている．

また，㟷くሬられている地域が，浸水想定区域である．

⚟住周㎶には 12，13，14 の地域があり，それぞれ 0.5-1.0，
1.0-2.0，2.0-5.0mの浸水が想定されており，H27年の豪雨

被害だけでなく，今回の浸水エリアとも重なっていた． 
 
��࣡ーࣉࢵࣙࢩࢡの実施�

���� ࣡ーࣉࢵࣙࢩࢡ実施の⤒⦋�

� 2019 年度は，当初，⚟住地域の災害のṔྐに関する

WSを実施する予定であったが，2019/10/12，13の台風 19
号によって対象地域が浸水被害を受けたため，WS の内

容を台風被害に関する内容に変᭦したうえで，3 月上᪪

に実施する予定で準備を進めていたが，新ᆺࢥロ࢘ࢼィ

ルスのᙳ㡪により断念し，町内会と調整の上，台風 19 号

時に関するୡ帯別行動記録の分析を行った． 
���� 台風 �� ྕの㝿の情報཰㞟�

WS 参加者にあらかじめ࣡ークシートを配布し，台風

19 号（2019/10/12-13）前後の経験について記述を依頼し

た．記述を依頼した内容は，日時，内容，分㢮（見た，

聞いた，調べた，行動，被害）である．なお，この分㢮

は，次⠇のタイ࣒ライン作成時に，被害，防災活動，避

難行動，情報収集，事後ฎ理に再分㢮をおこなった．ま

た，それぞれの内容が生じた場所を地図情報として記述

依頼を行た．このように依頼をすることで，記述内容を

༢なるエピソードとしてだけではなく，日時，場所付き

のデータ࣋ースとしてฎ理することができ，また，他の

データ（地図，気象データ，行政機関のタイ࣒ライン）

と重ね合わせ，対象地域の行動分析を行うことが可能に

なった． 
現在，予 のしやすい災害である水害に関しては，

2012 年のࣁリケーン・サンディでのタイ࣒ラインの効果

が認められ，ᡃが国でも H28 年に国土交通省がタイ࣒ラ

イン（防災行動計画）策定・活用指㔪(初∧)を作成し，

各自治体でタイ࣒ラインの策定が進められている．ᡃが

国での効果の検証はこれからであるが，少なくとも，策

定が行われた自治体においては，上位自治体や気象庁か

らの情報やアクションはタイ࣒ラインにἢって出てくる

ようになっている（図 2）．避難行動や防災活動を時系

列でホ౯し，次の防災活動やその防災教育に連携させる

のは効果的と考えられる． 
 
� タ࢖࣒ࣛ࢖ンのసᡂ�

図 2 は気象庁がタイ࣒ラインにᇶづいて発した警報

（関係部分のみ）である．台風 19 号は大ᆺの台風であっ

たため，10/8 から警報が発せられ，10/12 の昼頃から௝台

ᕷから避難準備情報が発令され始める（ᮍᥖ㍕）．この

とき，レ࣋ルは 2 まであがっている．その後，緊急度は

レ࣋ル 3，4 と上がっていき，୐北⏣川についても 10/13，
0:00 頃にレ࣋ル 4 相当の氾濫危険情報が発表されている． 
図 3 は⚟住町の住民の防災行動をタイ࣒ライン形式で

表したものである．ᕥ端にୡ帯番号を表示し，それぞれ

のୡ帯で，時間のᖜがある内容とない内容で別々に表示

を行っている．また，帯，࣏イントの色はそれぞれの分

㢮を表している．ୡ帯番号 16 は，避難所の運営を行った

方の情報であり，下部のグラフは気象データである． 
௝台ᕷの雨㔞のピークは 10/12 の 23 時ころであり，そ

の後，雨㔞が急⃭にῶ少したころに気ᅽが最も低下した

ことがわかる．一方，風速は気ᅽが最も低下した際に最

大となり，その後，すこしᙅまるものの翌日も 10m/s 程

度を保っていたことがわかる． 
タイ࣒ラインは台風の接近に伴って，㉥の防災行動が

起こり，また，㟷の情報収集も㢖⦾に行われるようにな

る．この地域の防災活動として特ᚩ的なのは，自動車の

避難である．多くのୡ帯が前もって自動車を高台に避難

させている．過ཤの水害の経験が生きていると考えられ

るが，一方で，いくつかのୡ帯では自動車がෙ水し動か

なくなった報告もされている．ୡ帯番号 16 の動きをみる

と，10/12 の 14 時頃から町内を広報車でᕠ回し避難を呼

びかけるものの，避難所の人数が急増したのは 21 時ころ

だったことがわかる．その頃（20:40）にୡ帯 7 の住宅の

前で 50cmのෙ水が確認されており，やはり，周㎶のෙ水

が῝刻になってきたことで，避難者が増加したことがわ

かる．その後，ᗋ下やᗋ上浸水が確認されるようになる． 
ୡ帯番号 1-15 の避難行動については，自宅避難，あるい

は避難所(高砂小学校)への避難は 17 時くらいから記述さ

れている．避難所の最大人数は 171 名（10/13 1:30）とな

っており，多くの避難者が夜間に避難してきたことがわ

かる． 
その後は，3:00 に⏣子࣏ンプ場が浸水し動作しなくな

る問題があったものの，4:00 頃には水が引き始めたとい

う記述がある．また，その後はෙ水の῝さもὸくなって

いく，事後ฎ理として浸水した住宅の᤼水は 6:00 頃から

始まっており，その後，避難所でも朝食が出され，8:00
には避難者が帰宅している． 
このように，タイ࣒ラインを作成することで各ୡ帯の

行動記録を行政の発信情報や気象データと重ね合わせる

ことができ，様々な分析を行うことができた．なお，今

回ᥖ㍕したタイ࣒ラインは多くの情報がᥖ㍕されている

ため，ᩥ字に関してはほとんど判別不能であるが，実際

には html で書かれており，࢝ーソルを内容の上に置くと

  ．ップアップで内容が表示される࣏
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図 �� Ẽ象ᗇによるタ࢖࣒ࣛ࢖ンにᇶ࡙ࡃ㆙報発表㸦関係部分のࡳ㸧�

図 �� ྛୡᖏの㜵⅏ά動グ㘓とẼ象ࢹータ�

�㸸事後ฎ理ڦە，㸸被害ڦە，㸸避難行動ڦە，㸸情報収集ڦە，㸸防災活動ڦە

雨㔞>PP���PLQ@�

気ᅽ>K3D@�

風速>P�V@�

防災行動のタイ࣒ライン（図 �）作成期間�
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��௒後のண定�

� 2019 年度の研究においては，ࢥロ࢘ࢼィルスのឤᰁᣑ

大のため，住民が参加した形式での WS を実施すること

ができなかった．この WS のなかでは，道㊰の浸水῝の

把握と෗┿の収集を行う予定であった．今後，この WS
を実施する予定である．その際には，台風被害だけでな

く，᫛和 61年 8月ὥ水，平成 27年関東・ᐑᇛ集中豪雨，

東日本大震災時のὠἼ被害等の情報を合わせて収集し，

⚟住町の Localwiki に記㍕する予定である． 
また，WS から得られた知見の Linked Data 化手ἲにつ

いて検討を行う．今回はイ࣋ントともに時刻情報と位置

情報を取得することで気象データやタイ࣒ラインと関連

させての分析が可能になった．例えば，イ࣋ントだけで

なく，෗┿等も加えることでより⢭度の高い振り返りが

可能になり，防災教育の教ᮦとしても有効になると考え

られる．また，࣡ークシートの作り方を工夫することで

より整理がしやすく，質の高い情報を把握することがで

きるため，࣡ークシートの書式について検討を行う予定

である． 
 
�とめࡲ��

� 本報告では，地域の防災に関する情報を⦅集可能なデ

ジタル化した地図として保Ꮡし，防災活動に継続的に使

用することができる地域∧防災教育サイトを Local Wiki
を活用して作成することを目的に 2019 年台風 19 号時の

防災行動について収集した情報について報告した．その

結果，以下のことがわかった． 
1)2019 年の WS はࢥロ࢘ࢼィルスのឤᰁᣑ大によって実

施できなかったが，その代᭰としてୡ帯別行動記録の収

集をおこなった． 
2)ୡ帯行動記録の収集時に時刻と地図情報を収集したた

め，気象データや行政の活動記録と重ね合わせることが

可能になった． 
3)記録の提出を依頼したୡ帯は早い段階から準備を開始

し，それぞれの避難行動をしていたものの，避難所への

避難は台風が最も接近した時間に行われており，危険が

あったと言える． 
4)多くのୡ帯が前もって自家用車の避難や土ᄞの準備を

行っており，防災活動が活発な地域であることがఛえた． 
5)2020 年中に実際の WS を行いより多くの情報を収集す

る予定 
 

ㅰ㎡ 
本研究は，2019 年度東北大学災害科学国際研究所リソ

ースを活用した共同研究ຓ成によるものであり，࣡ーク

ショップの実施および防災情報マップの作成にあたって

は，⚟住町町内会のⳢཎᗣ㞝会長，同町内会の大内ᖾ子

防災・ῶ災部長に多大なご༠ຊをいただきました．ここ

にឤㅰ⏦し上げます． 
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250mメッシュ解像度全国住宅資産データの構築 

Construction of the Nationwide Housing Asset Database of 250m Mesh Resolution 
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   Expectations are growing for early and detailed estimation of physical and economic damage during earthquakes, 
and for more precise assessment of damage risks for future earthquakes. In order to estimate the damage and risk of 
building, exposure data with building information such as building attribute and replacement value is indispensable. 
However, the resolution of available data can only be obtained at the low resolution. This study constructs nationwide 
housing asset database of 250m mesh resolution using public and private data for the purpose of the utilization to 
earthquake damage estimation and risk assessment. As a result of the analysis using the database for the 2018 
Northern Osaka Earthquake, it was confirmed that the actual distribution of building damage was well estimated. 
 
Keywords: damage estimation, risk assessment, housing asset database, the 2018 Northern Osaka Earthquake  

 
１.はじめに 
 近年の 2016 年熊本地震や 2018 年大阪府北部を震源と

する地震，2018 年北海道胆振東部地震等の発生を受けて，

発災時に被害エリアや被害額を早期に推定して詳細に把

握することや，今後発生が予想される地震に対する被災

リスクをより精緻に評価することへの期待が高まってき

ている．建物の被害推定やリスク評価の実施には，建物

属性情報や建物金額情報等が付与されたデータが不可欠

であるが，一般に公開されている建物属性情報等のデー

タは市区町村レベルの解像度までしか入手できないのが

現状である． 

 本研究では官民研究開発投資拡大プログラム(PRISM)1)

の一環として，地震被害推定やリスク評価への活用を図

ることを目的に，民間データおよび公的データを用いて，

250mメッシュ解像度の全国住宅資産データ（以降「資産
データ」と称す）を構築する． 
 
２.資産データ構築に使用するデータ 
 資産データの構築に使用する保険契約データを表1に，

建物属性情報データを表2に示す． 

表1 保険契約データ 

 
表2 建物属性情報データ

 

３.資産データの構築手法 
資産データの作成手順を以下に，作成フローを図 1に

示す． 

手順 1：収集した公的データと民間データに含まれる建

物属性情報データを用いて，250mメッシュ解像

度で建物属性分布データを作成する．（建物属

性分布データには建物タイプ別/構造別/建築年

区分別/階数区分別に建物件数，建物価額，世帯

人員，住宅件数情報が含まれる） 

手順 2：市区解像度の地震保険契約データを手順１で作

成した建物属性分布データを用いて 250mメッシ

ュ解像度へ分配し，全国保険資産データを作成

する．（地震保険契約データには保険契約件数，

建物保険金額，家財保険金額が含まれる） 

手順 3：手順１で作成した建物属性分布データと手順 2

で作成した全国保険資産データを基に，世帯加

入率を用いて資産データを作成する． 

 

図 1 資産データの作成フロー 

次に建物属性分布データの作成手順を以下に，作成フ

ローを図 2に示す． 

手順 1：250m メッシュで物件種別別に建物件数，建築面

積のデータを作成する．建物件数は株式会社ゼ

ンリンの「建物統計データ 2018」から入手し，

建築面積は NTT 空間情報株式会社の「GEOSPACE 

電子地図データ」の建物ポリゴンから 250mメッ

シュごとに平均建築面積を算出し，建物件数×

平均建築面積により算出する． 

手順 2：手順 1で作成したデータに構造，建築年区分，

階数区分の建物属性を付与し，さらに延床面積，

世帯人員，住宅数の数値項目を追加する．構造，

階数区分の建物属性と世帯人員，住宅数の数値

保険契約データ 提供元
地震保険　地方別統計表(2018年度) 損害保険料率算出機構
損害保険料率算出機構統計集(2018年度版) 損害保険料率算出機構

建物属性情報データ 提供元
GEOSPACE 電子地図データ NTT空間情報株式会社
建物統計データ2018(メッシュ対応版250ｍ) 株式会社ゼンリン
国土数値情報　行政区域データ 国土交通省
住宅・土地統計調査(2018年度) 総務省
建築着工統計調査(2018～2014年度) 総務省
住民基本台帳(2018年度) 総務省
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項目は総務省の「住宅・土地統計調査」から付

与する．建築年区分は「建物統計データ 2018」

から付与する．延床面積は階数区分ごとに代表

階数を設定し，建築面積×代表階数により算出

する． 

手順 3：手順 2で作成したデータに建築価額の数値項目

を追加する．建築価額は総務省の「建築着工統

計調査」から延床面積当たりの建築価格を入手

し，延床面積×延床面積当たりの建築価格によ

り算出する． 

 
図2 建物属性分布データの作成フロー 

 

４.資産データの構築結果 
 ３．に基づき構築した資産データの仕様を表 3に，可

視化結果を図 3に示す． 

表3 資産データの仕様 

対象物件 ・日本全国の住宅物件 

・日本全国の地震保険を付保している住宅物件 

位置情報 標準地域メッシュ 

解像度 250mメッシュ 

測地系 JGD2000 

基準年 2018年度末 

データ形式 CSVファイル形式 

建物属性 

情報 

＜建物タイプ＞ 

戸建/集合住宅/不明 

＜構造＞ 

RC造/S造/防火木造/非防火木造/不明 

＜建築年区分＞ 

1970年以前/1971-1980年/1981-1990年/ 

1991-2000年/2001-2010年/2011-2015年/ 

2016-2018年/不明 

＜階数区分＞ 

3階以下/4-6階/7-10階/11-20階/21-30階/ 

31階以上/不明 

数値情報 ・建物/家財再調達価額（円） 

・建物/家財地震保険金額（円） 

・建物件数（棟） 

・地震保険契約件数（件） 

 
図3 資産データの可視化結果(東京都23区) 

一般的に住宅物件が存在しないと推測される河川部や

山岳部，港湾付近では，本資産データにおいても住宅物

件が存在していないことを確認した．また，住宅物件の

分布と相関が高いと考えられる人口分布と同様に都心部

特有のドーナツ化現象も確認できる． 

 
５.本資産データを用いた被害推定結果の検証  
 2018 年大阪府北部を震源とする地震を対象に，AIR 

Worldwide 社の自然災害リスク評価モデル 2)による本資

産データを用いた分析結果と損害保険会社提供の支払保

険金データにより地理的な被害額の分布の比較を行った．

比較結果を図 4 に示す．全体の被害エリアと相対的に被

害が大きいエリアを比較的良好に表現できていることを

確認した． 

 
図 4 地理的な被害額の分布比較 

 
６.おわりに 
民間データおよび公的データを収集し，250mメッシュ

解像度の資産データの構築を行った．本資産データを活

用して支払保険金の推定を行った結果，地理的な分布は

概ね実態に対応した結果が得られていることを確認した．

今後，地震時の被害把握や地震リスク評価などの実務へ

の活用について検討を進める予定である． 
 
謝辞 
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間情報株式会社および株式会社ゼンリン，支払保険金デ

ータを提供頂いた三井住友海上火災保険株式会社に謝意

を表します．また，本研究の一部は，官民データ連携に

よる応急対応促進(PRISM)(委託元：国立研究開発法人防

災科学技術研究所)によって実施されました．関係者各位

に記して感謝の意を表します． 
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社会統計情報に基づく地震災害脆弱性評価の都市間比較 
Study on Inter-city Comparison of Seismic Disaster Vulnerability 

 Based on Social Statistical Information 
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   In this paper, we tried to approach the seismic vulnerability evaluation by using the statistic indexes and items 
published as “The Annual Statistic Tables on Comparison between Big Cities”. we selected the several indexes and 
items related to seismic disaster, and then we classified and settled the weight as a numerical value for index and items, 
respectively. Then, after integrate these numerical values for each index and item in order to evaluate the seismic 
vulnerability. Also, the National Seismic Hazard Maps for Japan in J-SHIS gives the provability as expected seismic 
hazard by NIED. So, we included in the result of seismic disaster vulnerability. Finally, we compared the calculated 
value for each city as inter-city comparison of seismic disaster vulnerability. We would like to introduce the results. 
 
Keywords : Seismic disaster vulnerability; Facilities and social situation; Statistical information; Government-

ordinance-designated city; Big city 
 
１．はじめに 
2019 年東日本豪雨災害など近年多発する水害が大きな

脅威となっているが、2013 年東日本大震災や 2007 年阪

神・淡路大震災など地震災害に関しても忘れてならない

教訓を与えている 1)-5)。最近では、南海トラフ巨大地震

や首都圏直下大地震などの地震災害を始めとして津波災

害、洪水災害、火山噴火災害など各種の自然災害に関す

る被害想定やハザ－ド評価が進められ公表されている 6)-

9)。特に最近の自然災害で注目されることは社会生活に

おける災害の連鎖性であろう。ある地域が災害で機能を

失うと、関連して他地域に被害が波及する。あるいは１

つの地域内である機能が損傷すると多くの機能が低下す

るなどの連鎖性が顕著になる。災害の連鎖を防ぎ、災害

の規模を最小限にするには地域の災害脆弱性を事前に把

握することが必要である。 

地域に内在し、地域の災害環境を特徴づける社会統計

データや情報は極めて多岐にわたるが、人口 100 万人規

模の大都市（政令指定都市）においては統一したフォ-マ

ットで収集整理され公表されている 10)。そして、都市的

統計情報が図－1 の地震災害の概念図と図－２の災害規

模の概念図に示すように、地震時の被害量を規定する大

きな内的要因となっている。 

本報告では、この点に着目して、政令指定都布として

指定され、統一した比較的精度の良い都市的統計データ

が整備されている 21の大都市を対象として、大都市比較

統計年表に基づいて、先行研究の文献（4）を参照して、

都市的特徴を表す統計資料から地震災害の要因となる項

目を抽出し、相対評価により現状の大都市の地震災害脆

弱性の都市間比較を行った。また、近年防災科学技術研

究所により公開されている J-SHIS(確率論的地震動予測

地図)から各都市の地震ハザ－ドを抽出して地震災害脆弱

性評価の結果について考察を加えた。 

２．統計資料の整理 
本報告では、比較的統一された統計データが整備され

ていることから、平成2030年5月に刊行された 「大都市

比較統計年表／平成29年」に掲載されている、大都市

（政令指定都市）である21大都市を対象とする。 

 

 
図－１ 地震災害の概念図 

 

 
図－２ 災害規模の概念図 
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表－１ 対象とした21大都市（政令指定都市） 

 
 
これらの大都市は、表－1に示す21 都市である。いずれ

の都市も人口60 万人を越す、我が国を代表する大都市で

あり地域の経済・文化の中心となっている拠点都市であ

る。この21大都市の中には、阪神・淡路大震災あるいは

熊本地震における被災地である神戸市、熊本市が含まれ

ている。「大都市比較統計年表」は毎年刊行され、21大

都市の市勢ならびに行政の基礎的な統計資料を相互に比

較すること、そして都市行政および都市運営上の指針と 

して活用することを目的として編集されたもので、必ず

しも防災に視点を当てて編集されたものではない。 

 統針資料の内容は、(1)土地及び気象，(2)人口，(3)事

業所，(4)農業，(5)工業，(6)商業，(7)貿易，(8)金融，

(9)物価及び家計，(10)労働，(11)建物及び住居，(12)運

輸及び通信，(13)ガス及び上・下水道，(14)教育及び文

化，(15)衛生，(16)民生，(17)警察・司法及び消防，

(18)市（都）民，経済計算，(19)財政および(20)選挙及

び職員の20指標である 。 

 本論では、これらの統計資料の項目から、表－２に示

す30項目を抽出して整理した。なお、この統計資料から

抽出した30項目については、各都市間の比較が目的であ

ることから、基本的には人口や市域面穂などの値により

基準化した数値を用いることとした。これら30項目の統

計データを基礎として、表－３に示す区分特性値により

各都市の特性をＡ〜Ｄの4区分により分類した。基本的に

は、30項目すべてに対して区分Ａは統計値が高い値を示

す区分とし、区分Ｄは低い値を示す区分として、その中

間区分として区分Ｂ，区分Ｃを設定した。各項目につい

て抽出された特性として、Ａ〜Ｄの4区分の結果を表－２

に示した 。 

３． 相対評価のためのデータ処理 
 本論では、これらの項目に基づいて、各項目の相対評

価から地震災害脆弱性の都市間比較を賦みる。各項目が

地震災害に対して災害あるいは被害量を低減するように

働くと考えられる項目の場合は、防災的要因として（＋）

側の負荷を与え、逆に災害を拡大したり被害量を増大さ

せるように働くと考えられる項自の場合には、非防災的

表－２ 社会統計情報の抽出項目と都市別特性区分 
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要因として（－）側の負荷を与えることとした。 

ただし、データ処理の都合上、(＋)負荷は各項目の統計

値に比例し、(－)負荷は統計値に逆比例する形式の正の

整数値を与えることとした。ここで与えた負荷量は、当

初採用した30項目の統計資料により、各都市の特性区分

として示した表－２のＡ〜Ｄ区分を参照して、Ａ～Ｄに3

～0の数値を設定し各都市の30項目に対して相対的な正負

の数値を与えた。このことにより、負荷量の高い方の側

で脆弱性が低く、逆に負荷量が低い方の側で脆弱性が相

対的に高いことを示すように配慮している。 

 
４．脆弱性評価の都市間比較 
上記のように設定した30項目に対する各項目の負荷量

を用いて、各都市の地震災害脆弱性に関する相対評価値

を算定する。算定結果を表－４に示し、評価値の高い

（脆弱性の低い）都市から順に低い（脆弱性の高い）都

市に並び変えた結果を図－３に示した。同図より、最も

脆弱性騨価の低い都市は岡山市であり、最も高い都市は

大阪市と評価された。また、熊本市、浜松市を含めて仙

台市、新潟市および静岡市などは、脆弱性評価が比較的

低く、逆に川崎市，横浜市，名古屋市，東京都区部など

は、脆弱性が高く評価される。また、相模原市，京都市，

神戸市、北九州市などは中間的に位置づけられている。 

 
表－４ 都市別の地震災害脆弱性の評価値 

 

表－３ 抽出項目別の特性区分値の設定 

 

 

 X：各抽出項目の数値を示す。ただし、項目［2］は宅地地目の面積比率(%)を示す。 

項目[3]は市街化区域の面積比率(%)を示す。項目[13]は 400万円未満の世帯数比 

率(%)を示す。[17]は 100m2未満の敷地住宅数比率(%)を示す。項目[18]は S55年 

以前の住宅比率(%)を示す。 

- 155 -



 

  

 
図－３ 地震災害脆弱性評価の都市間比較 

 
５．J-SHISによる地震ハザ－ドの評価 
1995年阪神・淡路大震災以降に防災科学技術研究所

（NIED）は地震防災に資することを目的として地震ハザ

－ドの共通情報基盤として、J-SHISを2005年5月から運用

し「全国地震動予測地図」を公開している。これは全国

を一様にカバ－しており、活断層や地震の震源域、規模、

地盤構㐀など種々の条件の下で約1km×1kmメッシュ毎に

「最大震度」、「最大㏿度値」、「今後30年以内に震度6

弱以上の揺れに見舞われる確率」等の地震ハザ－ドの評

価結果を算定して表示するシステムとなっている。最も

一般的に用いられている地震ハザ－ドとして「今後30年

以内に震度6弱以上の揺れに見舞われる確率(%)」が利用

されている。本研究では、最新版である「2019年(NIED作

成版)」による「全ての地震を対象とする」ケ－スで「今

後30年以内に震度6弱以上の揺れに見舞われる確率（超過

確率3%）」を21大都市において算定される地震ハザ－ド

として評価した。結果を表－５に示した。この表より、

川崎市、横浜市および名古屋市において30%以上と非常に

高い確率が示されており、次いで千葉市、大阪市が10%以

上の高い値を示して、残る都市では10%以下で比較的低い

値となっている。最後に、前章までに算定した地震災害

脆弱性評価値とJ-SHISによる地震ハザ－ド値の両評価値

の相関関係について比較し、結果を図－４に示す。同図

によれば、東京都、川崎市、横浜市、名古屋市および大

阪市では非常に高い地震災害脆弱性評価値と地震ハザ－

ド値の高い確率を示す結果となっている。これらの都市

では地震災害に対する脆弱性が高いと同時に地震災害が

発生するリスクも高いと評価される。 

 

表－５ 地震災害脆弱性評価値と地震ﾊｻﾞ-ﾄﾞ値 

    

 
図－４ 地震災害脆弱性評価値と 

地震ﾊｻﾞ-ﾄﾞ値の相間関係 

 
６．まとめ 
本論では、統一的に整理された「大都市比較統計年表

／平成29年」を用いて、都市的特徴を示す統計指標デー

タから地震災害脆弱性の都市間比較を試みた。方法綸は

先行研究に示された極めて単純な方法を採用しているが、

大都市間の相対的な都市間比較を行った。その結果、対

象とした21大都市においてかなりの差異が認められ、都

市の特徴を示すことができた。 

販神・淡路大震災で多くの被害を受けた神戸市は、本

論の結果から見る限り中間的な状況を示しており、2016

年熊本地震で被災した熊本市は脆弱性の最も低い結果を

示している。川崎市，横浜市，東京都区部および名古屋

市や大阪市など、いわゆる三大都市圏を構成する各都市

で、もし首都圏直下巨大地震のような大地震が発生した

際には、極めて大きな被災規模を想像させる結果となっ

ている。また、これらの都市ではJ-SHISによる地震ハザ

－ド評価では「今後30年間のうちに震度6弱以上の揺れに

見舞われる確率」が高く、首都圏の都市では80%以上、名

古屋市，大阪市でも50%程度と大規模な地震の発生リスク

も高く、地震災害に関してより有効な対策が望まれる。 
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�
１．はじめに 背景と目的 

本稿では、宮城県⽯巻市の東⽇本⼤震災害後の⼈⼝動
向を整理することで、災害後の地⽅⾃治体における⼈⼝
減少を緩やかにするための⼀つの仮説の導出を試みたい。 

全国的に⼈⼝減少社会と⾔われて久しい。「⽇本創成
会議」⼈⼝減少問題検討分科会が、2040 年までに全国約
1800 市町村のうち約半数(896 市町村)が消滅する恐れが
あると発表した(2014 年)。少⼦化の進⾏に伴う⼈⼝減少
により、⾃治体の存続が困難になると予測されている。 

地⽅にとって深刻な問題で、例えば、地⽅では、⾼齢
者は、住み慣れた⼟地で住み続けたいが、加齢により介
護サービスのある市街地に引っ越さないといけない、も
しくは、若者では（市街地の）仕事場の近くに引っ越す
など、⼈⼝流出が考えられる。 

そのような状況の中、災害が起こり、家を失うと、⼈
⼝流出が加速する引き⾦になる。津波被害を受けた沿岸
部の⾃治体では⼈⼝が減少している(1) 。 

災害復興については、東⽇本⼤震災発⽣以前から、
「⼈⼝減少社会における⼈が住まない地域については過
剰な復旧をしないことも⾒据えた新たな視点での復旧対
策についての議論が必要」との指摘がある 1)。 

本稿では、宮城県⽯巻市の復興事業による⼟地整備や
災害公営住宅の整備の結果、復興事業でできた利便性の
良い新市街地へ⼈⼝が集中したことを⽰し、その原因や
影響を考察することによって、災害にあった地⽅⾃治体
の⼈⼝減少を緩やかにするための⼀つの仮説の導出を試
みたい。 

２．研究の概要 
���先行研究 
被災地で⻑期にわたって⼈⼝動向を扱った先⾏研究と

して、越⼭ ��では、国勢調査を活⽤して、阪神・淡路⼤
震災により⼤規模な被災を受けた都市圏域の⼈⼝の変化
と住宅再建施策の関係が分析されている。佐藤 ��では、
阪神・淡路⼤震災と新潟県中越地震を対象として、被災
前の⼈⼝トレンドが被災地の地域⼈⼝構造へ与える影響
を⽰しており「被災程度や復興事業が地域⼈⼝に与える
影響は限定的である、被災前の⼈⼝トレンドが与える影
響が⼤きかった。」としている。⼈⼝減少社会の地⽅の
災害復興では、先⾏研究のような結果になることが推測
される。本稿では地⽅に位置するリアス式海岸を対象に
災害から 9 年間、半⽉ごとの⼈⼝動向を把握する。 

図１ 石巻市と旧町の位置図（国土地理院地図より） 

地域安全学会梗概集 No.46, 2020. 5
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���対象地域 
対象⾃治体は、⽯巻市とする。⽯巻市は、2005 年に 1

市 6 町（河北町、雄勝町、河南町、桃⽣町、北上町、牡
⿅町）の合併され設⽴された（図１）。 

���研究方法 
使⽤するデータは、⽯巻市の住⺠基本台帳による⼈⼝

推移（住所（字）別・年齢別⼈⼝）を⽤いる。期間は東
⽇本⼤震災直前の 2010 年 9 ⽉から災害復興住宅が完成
して 1 年を経た 2019 年 3 ⽉とし、間隔は 6 カ⽉毎とす
る。 
 
３．結果 

���旧町の人口比較 
⽯巻市と旧町の⼈⼝構成において、旧⽯巻市の⼈⼝が、

他の旧町に⽐べて⼤きい（表１）。⽯巻市の震災前⼈⼝
と⽐較し経年変化を⽰す（図２）。 

⼈⼝が明らかに減少している旧町は、沿岸部に位置す

る雄勝、北上、牡⿅であり、約６割〜３割になっている。
しかし、内陸部で被害の無かった河南の⼈⼝は震災前
（2010 年 3 ⽉）を超えている。新市市街地を整備した旧
⽯巻市と、内陸部に防災集団移転事業した河北は、震災
前の⼈⼝の約９割である。 

旧⽯巻市の中で、新市街地を形成した蛇⽥地区の震災
前の⼈⼝との⽐率の経年変化を⾒てみる（図 3）。蛇⽥
字では、震災直後から、徐々に⼈⼝が増加している。理
由は、⺠間開発の分譲地へ震災後、被災者が⼟地を求め
殺到した���。その周辺に新市街地が整備され、さらに⼈
⼝が増加している。また、沿岸部に近い河北（旧桃⽣郡
の中⼼地）でも、⼤規模な防災集団移転促進団地が整備
され、沿岸部の被災者が移り住み、震災前の⼈⼝の約 9
割を維持している。 
 
４．おわりに 

本稿では、沿岸部・農村部・市街地と多彩な特⾊を持
つ地⽅（⽯巻市）の事例を⽤い、沿岸部と市街地の⼈⼝
の動向を把握した。 

少⼦⾼齢化時代の地⽅の住⺠が被災し家を失い、新た
にどこに再建するか。事情を考えると、都市部での再建
を選択することはやむを得ないのかもしれない。その結
果、被災した⾃治体の⼈⼝が減少する傾向がある。しか
し、⾃治体内で利便性の良い⼟地があり⼤規模復興事業
ができれば、結果として、まとまって住むことで、⼈⼝
流出を緩やかにできる可能性がある。結果、被災者の環
境（介護、利便性と元の⼟地や社会的⼈間関係のバラン
ス等）の変化を少しでも軽減でき、⾼齢被災者が従前地
近くで⽣活できるかもしれない。 

今後の課題として、①先⾏研究のように年齢構造等も
含め精密に分析、②アンケート調査で被災者の実態を把
握、③他の⾃治体での応⽤性等、仮説を進化させたい。 
 

補注 
����例えば朝日新聞「人口 �� 万人流出、避難なお � 万人

超 東日本大震災 �年」（����年 �月 ��日）�
(2) 例えば日本経済新聞「「内陸は手が出ない」 被災

地の住宅再建に壁 路線価公表、浸水区域で捜す動きも」

（2013 年 7 月 1日） 

 
参考文献  
�� 牧紀男：災害対策基本法の総合性��計画性と巨大災害

への対処� �� �� 世紀前半の巨大災害時代を踏まえた災

害対策のあり方 �地域安全学会論文集 1R���SS����
�����������

�� 越山健治：国勢調査データを用いた阪神・淡路大震

災大都市部被災地の住宅復興過程に関する分析�� �地
域安全学会論文集 1R���SS������������������

�� 佐藤慶一：国勢調査データを用いた阪神・淡路大震

災大都市部被災地の住宅復興過程に関する分析�� �地
域安全学会論文集 1R���SS������������������

図３ 新市街地を形成した地区の人口比率の経年変化 

表１．石巻市内の人口と復興事業種 

2010年9⽉(a) 2019年3⽉(b) ⼈⼝⽐率
(b)/ (a)

区画 防集

旧⽯巻市 113,180 100,580 0.89 ○ ○

河北 12,001 10,616 0.88 ○

雄勝 4,366 1,253 0.29 ○

河南 17,312 19,207 1.11

桃⽣ 7,867 7,174 0.91

北上 3,913 2,382 0.61 ○

牡⿅ 4,577 2,489 0.54 ○

※区画：区画整理事業（新市街地）、防集：防災集団移転促進事業

図２ 石巻市と旧町の人口比率の経年変化 
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㞵⅏ᐖࡢ⿕⅏⪅ࠕࡣࡽ࠿ᙉ࠸㞵㡢࡟㐽࡚ࢀࡽ㸪㜵⅏⾜ᨻ

ࡢࡑ㸪ࡾ࠾࡚ࡗࡀᣲࡶኌ࠺࠸࡜ࠖࡓࡗ࠿࡞࠼ࡇ⪺ࡣ⥺↓

⬟ຊࢆ඘ศ࡟Ⓨ᥹࡛ࡀ࡜ࡇ࠸࡞࠸࡚ࡁၥ㢟ࡿ࠸࡚ࡗ࡞࡜㸬

㧗㱋⪅ࡢከ࠸ᆅᇦࡣ࡛࡝࡞㜵⅏⾜ᨻ↓⥺ࡢࡽ࠿㑊㞴᝟ሗ

ㄢ㢟࠸࡞ࡽ࡞ࡤࢀࡅ࡞ࡋゎỴ࡟㔜せ࡛㸪᪩ᛴ࡚ࡵࢃࡁࡣ

 㸬ࡿ࠶࡛
⥺↓㜵⅏⾜ᨻࡿࡼ࡟ᗘ⛬ࡢ㝆㞵ࡣ࡛✲◊㸪ᮏࡾࡼࢀࡇ

࠼ࡇ⪺ࡢᨺ㏦ࡀ㸪㞵㡢࡟ࡵࡓࡿ࡭ㄪࢆኚ໬ࡢ᪉࠼ࡇ⪺ࡢ

᪉࡟ཬࡍࡰᙳ㡪ࢆ⡆᫆࡞ᶍᨃᐇ㦂࡚ࡗࡼ࡟ᐃ㔞ⓗ࡟᫂ࡽ

 㸬ࡿࡍ࡜ⓗ┠ࢆ࡜ࡇࡿࡍ࡟࠿
 
㸰㸬ᐇ㦂᪉ἲ 
� ᮏ◊✲࡛ࡣ㸪ᅗ � ࡜ᙳ㡪ᢕᥱࡢ㸪㡢㉁ኚ໬ࡾ㏻ࡍ♧࡟

㞵㔞ኚ໬ࡢᙳ㡪ᢕᥱ࡟㛵ࡿࡍᐇ㦂ࡓࡗ⾜ࢆ㸬ྛᐇ㦂ࡢᴫ

せࢆ௨ୗ࡟グࡍ㸬�

�

(1) 㡢㉁ኚ໬ࡢᙳ㡪ᢕᥱ࡟㛵ࡿࡍᐊෆᐇ㦂 
� 㸪ኌ࡟ࡵࡓࡿ࡭ㄪࢆᙳ㡪ࡢ㡢㉁࠼୚࡟ࡉࡍࡸࡾྲྀࡁ⪺

ࡓ࠼ኚࢆࡉ㏿ࡍヰ࡜ࡉ㧗ࡢ 9 ✀㢮ࡢ㡢※㸦⾲㸯㸧࡛ᐇ㦂

ࡣ㸪ᨺ㏦ᩥࡋ࡜ᵝ୍ࡣ㸬ᨺ㏦ᩥࡓࡗ⾜ࢆ 138 ᩥᏐ㸪22 ༢

�

ᅗ �� ᐇ㦂ᡭ㡰�

⾲㸯� ᐇ㦂㡢※࡜࣮ࣥࢺࡢᨺ㏦㏿ᗘ�

ᐇ㦂䜿䞊䝇 䝖䞊䞁 ᨺ㏦㏿ᗘ

㼏㼍㼟㼑㻝㼋㼍 ୰ ୰

㼏㼍㼟㼑㻝㼋㼎 ୰ 㐜

㼏㼍㼟㼑㻝㼋㼏 ୰ ㏿

㼏㼍㼟㼑㻞㼋㼍 㧗 ୰

㼏㼍㼟㼑㻞㼋㼎 㧗 㐜

㼏㼍㼟㼑㻞㼋㼏 㧗 ㏿

㼏㼍㼟㼑㻟㼋㼍 ప ୰

㼏㼍㼟㼑㻟㼋㼎 ప 㐜

㼏㼍㼟㼑㻟㼋㼏 ప ㏿ �
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�

�

ㄒࡓࡋ࡜㸦⾲㸰㸧㸬ᐊෆ࡛㡢※ࡢ࡜㊥㞳 20m ࡟ᆅⅬࡢ

 㸬ࡓࡋ㘓㡢ࢆ※㸪ྛ㡢ࡕ❧
 
(2) 㞵㔞ኚ໬ࡢᙳ㡪ᢕᥱ࡟㛵ࡿࡍᒇእᐇ㦂 
� 㞵㡢ࡀᨺ㏦࡟ࡉࡍࡸࡾྲྀࡁ⪺ࡢ୚ࡿ࠼ᙳ㡪ࢆㄪࡓࡿ࡭

㡢ኌࡽ࠿㘓㡢⤖ᯝࡢែ࡛≦ࡓࡗධ࡟୰ࡢച࡜እࡢ㸪ചࡵ

ㄆ㆑ࡢ≧ἣࢆẚ㍑ࡓࡋ㸬 
ചእᐇ㦂㸦෗┿㸯ᕥ㸧࡛ࡣ㸪4 ✀㢮ࡢ㞵㔞㸦1 ᫬㛫࡟ 0

104ࠊੈ 133ࠊੈ 146ࠊੈ ੈ㸧࡜ࡶࡢ㸪ࢀࡒࢀࡑ 5 ẁ㝵ࡢ

ഃ㡢ᆅⅬ࡜㡢※ࡢ࡜㊥㞳㸦10m15ࠊm20ࠊm25ࠊmࠊ

30m㸧࡛ 㡢ࡓࡋ㸬 
୍᪉㸪ച୰ᐇ㦂㸦෗┿㸯ྑ㸧࡛ࡣ㸪4 ✀㢮ࡢ㞵㔞㸦1

᫬㛫࡟ 0 104ࠊੈ 133ࠊੈ 146ࠊੈ ੈ㸧࡜ࡶࡢ㸪ࢀࡒࢀࡑ

6 ẁ㝵ࡢഃ㡢ᆅⅬ࡜㡢※ࡢ࡜㊥㞳㸦5m10ࠊm15ࠊmࠊ

20m25ࠊm30ࠊm㸧࡛ 㡢ࡓࡋ㸬 
ࡗ࠿ࡍࡸࡾྲྀࡁ⪺ࡶᐊෆᐇ㦂࡛᭱ࡢ๓⠇ࡣ※㸪㡢࠾࡞

 ࠋࡓ࠸⏝ࢆ㸦case1_a㸧ࡢࡶࡓ
 
㸱㸬⤖ᯝ࡜⪃ᐹ 
� ᐊෆ࡛ࡢ㡢㉁ኚ໬ᐇ㦂࡛ࡣ㸪ᅗ㸰ࡍ♧࡟ case2-b ㄆࡢ

㆑⋡ࡢప࡟࠺ࡼࡿ࠿ࢃࡶࡽ࠿ࡉ㸪ኌ㧗ࠕࡀ㧗ࠖ࠸᪉㸪ࡲ

ࡢ㡢࠸㸬㧗ࡓࡗ࠿పࡀ⋠ㄆ㆑ࡀ᪉ࠖ࠸㐜ࠕࡀࡉ㏿ࡍヰࡓ

ࢀࡉᙉㄪࡀẕ㡢࡜࠸㐜ࡀࡉ㏿ࡍ㸪ヰࡾ࡞ࡃ⣽ࡀ㡢ࡀ࠺࡯

 㸬ࡿࢀࡽ࠼⪄࡜ࡢࡶࡓࡋపୗࡀ⋠㸪ㄆ㆑ࡵࡓ࠺ࡲࡋ࡚
� ᅗ㸱࡟ചእᐇ㦂ᩥࡿࡅ࠾࡟Ꮠᩘࡢㄆ㆑⋡ࡍ♧ࢆ㸬

D010 ࡀ㸪㞵㔞࡜ࡿࡳぢ࡚࡟࡜ࡈ㞵㔞ࢆ⋠Ꮠㄆ㆑ᩥࡢ࡛

ቑ࡚ࢀࡘ࡟ࡿ࠼㸪ᩥᏐㄆ㆑⋡ࡣపୗࡿࡍഴྥ࠼ࡀ࠿࠺ࡀ

ࡳࡀഴྥࡓࡋ㢮ఝࡶ⋠㸪༢ㄒㄆ㆑ࡾ࠾࡜ࡍ♧࡟㸬ᅗ㸲ࡿ

㸪R104ࡀࡓࢀࡽ 㸪R133ࡣ࡚࠸ࡘ࡟⋠༢ㄒㄆ㆑ࡢ ㄆ㆑ࡢ

㸬R104ࡓࡗ࡞࡜ᯝ⤖ࡿୗᅇࢆ⋠ ࠿࡞ࢀࡉሙྜ㸪ㄆ㆑ࡢ

࡜ࡵࡓࡓࡗ࠿㧗ࡀ๭ྜࡿ࠸࡚ࢀࡲྵ࡟༢ㄒෆࡀᏐᩥࡓࡗ

 㸬ࡿࢀࡽ࠼⪄
� ᒇእ࡛ࡢ㞵㔞ኚ໬ᐇ㦂࡛ࡣ㸪R000_D020㸦㞵ࢫ࣭ࡋ࡞

㊥㞳ࡢ࡜࣮࣮࢝ࣆ 20m㸧࡜㡢㉁ኚ໬ࡢᙳ㡪ᢕᥱ࡟㛵ࡿࡍ

ᐊෆᐇ㦂ࡢ case1_a ⣙ࡣ⋠Ꮠㄆ㆑ᩥ࡜ࡿ࡭ẚ࡜ 40㸣㸪༢

ㄒㄆ㆑⋡ࡣ⣙ 68㸣ࡶୗᅇࡿ⤖ᯝࡾ࠾࡚ࡗ࡞࡜㸪ᒇእ࡛

 㸬ࡓࡗ࠿ࢃࡀ࡜ࡇࡿࢀࡉᙳ㡪࡟ቃ㡢⎔ࡢ࿘ᅖࡅࡔࢀࡑࡣ
㸪R104_D005㸪R104_D010ࡣ㸪ച୰ᐇ㦂࡛࠾࡞ ࡛ᩥᏐ

୰Ṇࢆ᫬Ⅼ࡛ᐇ㦂ࡢࡑ㸪ࡵࡓࡓࡗ࠿࡞ࡁㄆ㆑࡛ࢆ༢ㄒ࡜

㸬R104ࡓࡋ ࡛㦁㡢ࣞࡣࣝ࣋ 100dB ᢳ࠿ࡋ㸪㞵㡢࠼㉸ࢆ

ฟ࡛ࡓࡗ࠿࡞ࡁ㸬 
 

㸲㸬ࡵ࡜ࡲ 
� 㡢㉁ኚ໬ࡢᙳ㡪ᢕᥱ࡟㛵ࡿࡍᐊෆᐇ㦂࡛ࡣ㸪ヰࡉ㏿ࡍ

࡙ࡾྲྀࡁ⪺ࡀ᪉࠸㧗ࡢ㸪ኌࡃࡽ࡙ࡾྲྀࡁ⪺࡜ࡿࡂࡍ㐜ࡣ

ࡿࡍ㛵࡟ᙳ㡪ᢕᥱࡢ㸬㞵㔞ኚ໬ࡓࡗ࠿ศࡀ࡜ࡇࡿ࡞ࡃࡽ

ᒇእᐇ㦂࡛ࡣ㸪ᮏᐇ㦂࡛タᐃࡓࡋ㞵㔞࡛ࡣㄆ㆑⋡ࡢ㊥㞳

ㄆࡿࡼ࡟㸪㞵㔞ࡀࡓࡗ࠿࡞ࡁ࡛ࡣ࡜ࡇࡿぢࢆኚ໬ࡿࡼ࡟

㆑⋡ࡢኚ໬ࡣ☜ㄆ࡛ࡓࡁ㸬 
� ᮏᐇ㦂ࠊࡣᏛෆ࡛ࡢᐇ㦂࡛ࡢ࣮࣮࢝ࣆࢫࡵࡓࡓࡗ࠶㡢

㔞࡟ไ㝈ࢆタࡅ㸪࡟ࡽࡉ⡆᫆ⓗ࡞㝆㞵⿦⨨ࡵࡓࡓ࠸⏝ࢆ

෌⌧㞵㔞࡟㝈ᗘࡓࡗ࠶ࡀ㸬ࡵࡓࡢࡑ㸪ᚓࢆࢱ࣮ࢹࡓࢀࡽ

ᮏ᮶࡟࣮ࣝࢣࢫࡢ௒ᅇࡢ⤖ᯝࡲࡲࡢࡑࢆᙜ࡚࡜ࡇࡿࡵࡣ

ࡓࡁ࡛ࡀ࡜ࡇࡿࡍㄆ☜ࡣഴྥࡢᗘ⛬ࡿ࠶ࠊࡀ࠸࡞ࡁ࡛ࡣ

ࢀࡉᨺ㏦ࡀ⥺↓㜵⅏⾜ᨻ࡟㸪ᐇ㝿ࡣ㸬௒ᚋࡿ࠸࡚࠼⪄࡜

ᚲせ࡛ࡀ࡜ࡇࡿࡍウ᳨ࢆᙳ㡪ࡢࡽࢀࡇ㸪࡚࠸࠾࡟ἣ≦ࡿ

ࡅཷࢆ୰࡛ᙳ㡪ࡢゝⴥࡿࢀࡽ࠸⏝࡟㸪ᨺ㏦ᩥࡓࡲ㸬ࡿ࠶

ࡇࡿࡍウ᳨ࡶ࡚࠸ࡘ࡟ゝⴥ࠸ࡽ࡙ࡾྲྀࡁ⪺ࡸゝⴥ࠸ࡍࡸ

 㸬ࡿ࠸࡚࠼⪄࡜࠸ࡓࡁ࠸࡚ࡋウ᳨ࡶ࡜

ཧ⪃ᩥ⊩�

࣭ྎ㢼 19 ྕ㧗㱋⪅࡟㑊㞴᝟ሗᒆࡎ࠿㸪⚄ᡞ᪂⪺ᮅห㸪

2019/11/13 
࣭㕥ᮌ⊛ᗣ㸸㑊㞴᝟ሗఏ㐩ᐇ㦂࡟ᇶ࡙ࡓ࠸᝟ሗఏ㐩ᡭẁ

ᐹ㸪⅏ᐖ᝟ሗ㸪⪄ࡿࡍ㛵࡟㛵ಀࡢ᝟ሗఏ㐩ᣦᶆ࡜

No.13㸪pp.48-56㸪2015㸬 

⾲㸰� ᨺ㏦ᩥ�

�

� �

෗┿㸯� ᒇእᐇ㦂㢼ᬒ�

�

ᅗ㸰� ᩥᏐ࡜༢ㄒࡢㄆ㆑⋡�

�

ᅗ㸱� ᩥᏐㄆ㆑⋡㸦ചእᐇ㦂㸧�

�
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